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（１４）特定非営利活動法人  匠の町しもすわ  あきないプロジェクト  

 

社会的包摂の視点からみた特徴  

かつて隆盛を誇ったモノづくりとともに衰退しようとしている地方都市の

商店街を活性化するために、非商業者たちが働きかけ、ユニークなショッ

プで空き店舗を埋めて行き、広域的な集客を実現している。このことによ

って、旧来型の商店街が新たな光を浴び、その活性化に向かっていこうと

している。またこの事業主体である（特活）匠の町しもすわ  あきないプロ

ジェクトは諏訪地方の様々なイベントなどのコーディネーター（プラット

フォーム）としての役割を果たしている。  

１ )課題 

長野県下諏訪町は、セイコーエプソン、三協精機、ヤシカなど精密機械  

工業を中心とするものづくり産業で栄えてきたが、かつて１万人近くいた

工場従事者が約 4,000 人にまで減少した。これとともに地域の中心商店街

であった御田
み た

町商店街なども衰退してきたため、地域活力を再生し、新た

なまちづくりを進めていくことが求められていた。  

写真 5-14-1 

 

２ )活動の内容  

商店街を昔どおりに再興するのではなく、ヨーロッパのまちづくりの手

法などから「匠」（クラフト）に注目し、布・木工・皮革などの工房や居酒

屋など、地縁のない人びとを口コミ等で呼び、空き店舗への入居をコーデ

ィネートすることで商店街の活力を取り戻しつつある。  

●御田町 (みたまち )商店街  
（ 07 年 8 月 11 日撮影） 
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また、諏訪湖を巡る自治体３市町それぞれがおこなっていた集客イベン

トを広域的にネットワークすることや、これらの事務局機能を果たすこと、

また広報支援活動などを通じて、地域全体の活性化を図っている。  

活動の発端は、2002 年に初当選した前町長が呼びかけた自由な市民組織

「百人委員会」 (2003 年発足 )の一部会としてスタートした。  

運営形態を ｢プラットフォーム ｣と称し、各プロジェクトの事務局機能を

受託して、その人材・情報を共有化している。空き店舗への入居促進活動

（あきないプロジェクト）については、初期のコーディネートはするが、

その後は当事者間に任せる方式でおこなっている。  

 

 

 

３ )活動資源の特徴  

①人材  

実働メンバーは一定しないだが、議論されていることなどの情報をメー  

ル配信などで常に共有している。このために新たなプロジェクトが立ち上

がるたびに協力者があらわれる。「その時々で強みを生かせる部分で参加し

てもらう」  

多くが非商業者であるため、商店街とは「違う」ことを理解しつつ、商  

業とは無縁の人びとが自らの仕事のかたわら、地元と調和して企画や入居  

などにコミットしている。  

●図表 5-14-1 運営のしくみ  
 

資料：「匠の町しもすわ  あきないプロジェクトについて」  
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地元商店会（みたまち商業会）の「みたまちおかみさん会」(15 店加盟 ) 

と連携して活動してきた。「この人たちがいないと絶対うまくいかなかっ

た」 

商店街側も、活性化のためにこれまで様々な試みをおこなってきたこと  

から、「あらためてよそ者の目で見て欲しい」という姿勢で受け入れ、検討  

を進める過程で議論をまとめる手法や組織的に事業を推進する手法を学ん  

だ。 

 

②資金  

空き店舗への入居促進（あきないプロジェクト）について、事務局側の  

対価はほとんどないものと思われる。  

物産販売、各種教室の開催、広報支援事業（地域マップ制作など）、先進  

地視察会の開催、広域イベントの連携組織の事務局受託やフィルムコミッ  

ション（諏訪圏フィルムコミッション）への協力などによる収入で運営し

ている。  

③モノ・場所  

事務局は、交流やビジネスへのコーディネート、物産販売（ぷらっとし  

ょっぷ）の場を兼ねた空き店舗を利用している。また、別室のおかみさん  

会のスペースを会議などに利用させてもらっている。  

クラフトショップの入居については、借りることのできそうな空き店舗  

●写真 5-14-2 (特活 )匠の町しもすわあきないプロジェクト事務局  
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は当面ほぼ埋まってしまい、むしろ順番待ち状態になっている。空き店舗  

であっても、大家が遠方にいる場合は交渉が進まない点もある。  

④支援体制  

特に公的な支援は受けていない。  

かつての百人委員会の様々な部会のなかで、現在も活動しているのは、  

ほかに子育てと環境の分野。子育てグループについては、現在は百人委員  

会からは離れて町役場といっしょに「居場所づくり」の活動などをやって

いる。  

⑤社会的信認  

商店街へのユニークな店舗の導入によって、衰退に苦しんでいた商店街

が１、２年で元気になったと喜ばれ、また今後も期待されている。  

広域的にも、既存のイベントの連携による集客力を向上させるなど、諏  

訪地方の一体化に貢献している。またフィルムコミッションの事務局も務  

めるなど、地域のコーディネーター的な存在として認識されている。  

写真 5-14-3 

 

４ )社会的包摂としての効果  

本ケースの御田町商店街に代表されるように、地方の商店街は現在、ほ

● Taka Factory（木工芸）  

●すみれ洋裁店（雑貨）  
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とんどが高齢者によって担われている。また廃業して空き店舗になってい

るものも多い。このような地域に、若い人びとによる様々なショップや工

房が入居することによって、高齢者に活力を与えることができるだけでな

く、これまでとちがった客層が来訪することによって、個店の業種や業態

がそれに合ったものとなり、地域全体の新陳代謝を促していくことが期待

できる。  

また、現在のような方法で新店舗を導入するに至るまでは空き店舗のオ  

ーナーなど商業者との話し合いが重ねられた。その過程で、ビジネスとし

ての考えかたや意見を整理するためのチャート化などの手法によっておこ

なってきた。これらは従来の商業者にとっては新鮮な方法でもあり、商業

者の意識改革にも寄与した。  

 

５ )今後の課題  

クラフトショップの入居については、借りることのできそうな空き店舗

は当面ほぼ埋まってしまい、むしろ順番待ち状態になっているという“う

れしい課題”に面している。ただ空き店舗であっても、大家が遠方にいる

場合は交渉が進まない点もある。  

図表 5-14-2 

資料：「匠の町しもすわ  あきないプロジェクトについて」  

●導入店舗の概要と分布  
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（ １ ５ ） 特 定 非 営 利 活 動 団 体  お お さ か 元 気 ネ ッ ト ワ ー ク  

 
社 会 的 包 摂 の 視 点 か ら み た 特 徴  

  2 0 0 3 年 に 、（ 特 活 ） 寝 屋 川 あ い の 会 が 大 阪 府 の 「 社 会 起 業 家 育 成

支 援 プ ロ ジ ェ ク ト 」（ 2 0 0 3 ､ 2 0 0 4 年 度 モ デ ル 事 業 ）の 運 営 を 受 託 し

た こ と を 契 機 に 、各 地 で 地 域 福 祉 課 題 や ま ち の 再 生 に 取 り 組 む 社

会 起 業 家 の ネ ッ ト ワ ー ク と し て 、（ 特 活 ） お お さ か 元 気 ネ ッ ト ワ

ー ク が 誕 生 し た 。そ の 後 、各 地 の 起 業 家 を 支 援 す る 中 間 支 援 組 織

と し て 活 動 し て い る 。  
 
１ ） 課 題  

現 在 、（ 特 活 ） お お さ か 元 気 ネ ッ ト ワ ー ク （ Ｏ Ｇ Ｎ ） の 理 事

長 で あ る 三 和 清 明 氏 は 、1 9 9 8 年 に 定 年 退 職 し た あ と 寝 屋 川 市 の

行 政 改 革 住 民 懇 談 会 の 委 員 に 就 任 し て 、地 方 財 政 や 地 域 が た い

へ ん な 状 況 に な っ て い る こ と に 気 づ い た 。少 し で も 自 分 の 住 ん

で い る 町 を 良 く す る た め に 、ま た 、元 気 な 高 齢 者 や 中 高 年 の 主

婦 の 活 用 を 図 る た め に 、 地 域 の 退 職 者 や 主 婦 と と も に 2 0 0 0 年

1 2 月 に 「 寝 屋 川 あ い の 会 」 を 設 立 し 、 2 0 0 1 年 4 月 に Ｎ Ｐ Ｏ 法

人 を 取 得 し た 。  

2 0 0 2 年 1 0 月 に 、 寝 屋 川 市 の 企 画 コ ン ペ に 応 募 し 、 寝 屋 川 市

民 会 館 と そ の ４ 階 の 市 民 活 動 セ ン タ ー の 運 営 を 受 託 し た 。そ の

後 、ボ ラ ン テ ィ ア グ ル ー プ ・Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 の 立 ち 上 げ 支 援 や「 交

流 会 」の 開 催 を 通 じ た ネ ッ ト ワ ー ク づ く り を 行 う 中 で 、市 民 レ

ベ ル の 活 動 、特 に 障 害 者 支 援 の た め の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 必 要

性 を 痛 感 し た 。  

そ こ へ 、2 0 0 3 年 に 、大 阪 府 の 社 会 起 業 家 支 援 プ ロ ジ ェ ク ト の

運 営 主 体 の 募 集 が あ り 、 応 募 し た と こ ろ 選 定 さ れ た 。  

       
２ ） 活 動 の 内 容  

2 0 0 3 年 に 、（ 特 活 ） 寝 屋 川 あ い の 会 が 大 阪 府 社 会 起 業 家 育 成

支 援 プ ロ ジ ェ ク ト の 運 営 を 受 託 し た こ と を き っ か け に 、 コ ミ ュ

ニ テ ィ ・ ビ ジ ネ ス や そ の 支 援 に 取 り 組 ん で き た 社 会 起 業 家 が 集

ま っ て 、お お さ か 元 気 ネ ッ ト ワ ー ク が 結 成 さ れ た 。そ し て 、2 0 0 5

年 4 月 に 法 人 格 を 取 得 し た 。 参 画 メ ン バ ー の 活 動 拠 点 が 大 阪 府

全 体 に 分 散 し て 存 在 し て お り 、 府 全 体 を 視 野 に 入 れ た 活 動 を 展

開 し て い る 。  

  大 阪 府 の 「 社 会 起 業 家 育 成 支 援 プ ロ ジ ェ ク ト 」 を 2 0 0 4 年 度

ま で 受 託 し た （ 年 間 予 算 １ 千 万 円 ）。 そ の 後 、 2 0 0 5～ 2 0 0 7 年 度

は 大 阪 府 の 「 中 間 支 援 基 盤 づ く り 事 業 」 を 受 託 し て い る 。（ 年

間 予 算 3 0 0 万 円 ）  
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  活 動 に あ た っ て は 、中 間 支 援 組 織 の 役 割 を 、「コ ミ ュ ニ テ ィ ・

ビ ジ ネ ス が 高 い ミ ッ シ ョ ン や ビ ジ ョ ン を 掲 げ て 取 り 組 ん で い

る と し て も 、ひ と つ ひ と つ の 事 業 体 の 力 に は 限 界 が あ る こ と も

事 実 で あ る 。そ の 限 界 を 超 え て 、よ り 健 全 な 事 業 体 と 地 域 社 会

の 創 出 を 促 す 役 割 が あ る も の が 中 間 支 援 組 織 で あ る 。」 と 位 置

づ け て い る 。  
  （ 特 活 ）お お さ か 元 気 ネ ッ ト ワ ー ク は 、経 験 豊 富 な 起 業 家 の

ネ ッ ト ワ ー ク の 中 で 、そ の 経 験 に 基 づ く 実 際 的 な サ ポ ー ト を 提

供 で き る 仕 組 み と し て 、 次 の 3 つ の 機 能 を 持 っ て い る 。  
①  社 会 起 業 家 の プ ラ ッ ト ホ ー ム ： 出 会 い と 交 流 の 場  
②  社 会 起 業 家 ク ラ ス タ ー：協 働 と ビ ジ ネ ス マ ッ チ ン グ の 場  
③  中 間 支 援：コ ン サ ル テ ー シ ョ ン と フ ァ ン ド レ イ ジ ン グ の
場  

   現 在 の 主 な 事 業 は 、 ネ ッ ト ワ ー ク づ く り 、 相 談 、 コ ン サ ル テ

ー シ ョ ン 、 研 修 、 フ ァ ン ド レ イ シ ン グ な ど の 各 種 支 援 で あ る 。

ネ ッ ト ワ ー ク づ く り で は 、 起 業 家 カ フ ェ の 開 催 （ 社 会 起 業 家 を

掘 り 起 こ し 育 て る た め の 交 流 の 場 ）、 社 会 起 業 家 見 本 市 の 開 催

（ 社 会 起 業 家 と そ れ を 応 援 す る 支 え 手 の 出 会 い と マ ッ チ ン グ の

機 会 を 提 供 ） を 行 っ て い る 。 ま た 、 相 談 ・ コ ン サ ル テ ー シ ョ ン

で は 、起 業 、運 営 に 関 す る あ ら ゆ る 課 題・悩 み に 対 応 し て い る 。

研 修 で は 、 先 輩 起 業 家 の 実 践 的 ア ド バ イ ス を 受 け て 自 ら の 事 業

計 画 を 磨 く 「 起 業 家 塾 」 を 開 催 し て い る 。 フ ァ ン ド レ イ ジ ン グ

で は 、「大 阪 府 社 会 起 業 家 フ ァ ン ド 」へ 推 薦 し 、起 業 や 事 業 拡 大

な ど に 必 要 な 資 金 調 達 を 応 援 し て い る 。   図 表 5 - 1 5 - 1  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

*クラスター  

「ぶどうの房 」の意 。一 つ一 つのフレキシブルな連 携 が大 きな固 まりに

育 つことで、新 たな相 乗 効 果 や創 造 を生 み出 すことを言 う。ネットワ

ークを構 築 し、出 会 いと結 びつきの中 で、新 しい事 業 が生 まれる。  
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３ ） 活 動 資 源 の 特 徴  

       ① 人 材  
理 事 長 の 三 和 氏 は 、 定 年 後 、 地 元 、 寝 屋 川 市 の 行 財 政 改 革 住

民 懇 談 会 の 委 員 を 務 め た こ と で 、 地 域 貢 献 へ の 思 い が 強 ま り 、

ま た 、 団 塊 の 世 代 の 大 量 退 職 は 社 会 的 損 失 で あ り 、 元 気 な 高 齢

者 の 活 用 、 心 優 し い 中 高 年 の 主 婦 層 の 活 用 を 図 る た め 、 ボ ラ ン

テ ィ ア 活 動 の 担 い 手 と し て 仲 間 作 り を 行 い 、 地 域 の 課 題 へ の 対

応 を 目 的 に 「 寝 屋 川 あ い の 会 」 を 設 立 し た 。 そ の 2 年 後 に は 、

「 自 分 の 体 験 を コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ビ ジ ネ ス の 後 輩 た ち に 生 か せ な

い か 」 と の 思 い で 、 社 会 起 業 家 育 成 支 援 プ ロ ジ ェ ク ト に 応 募 し

た 。 三 和 理 事 長 は 、 大 阪 府 の 大 手 電 気 メ ー カ で 勤 務 し た 経 験 を

生 か し て 、 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ビ ジ ネ ス の 事 業 者 に 事 業 運 営 の コ ツ

を 伝 え て い る 。  
三 和 理 事 長 と 個 人 的 な つ な が り の あ っ た 、 各 地 域 で 高 齢 者 ・

障 害 者 の 生 活 支 援 、 ま ち づ く り 、 子 育 て 支 援 な ど の コ ミ ュ ニ テ

ィ ・ ビ ジ ネ ス や そ の 支 援 に 取 り 組 ん で き た 社 会 起 業 家 が 集 ま っ

た 。 そ の た め 、 各 構 成 員 が 、 地 域 社 会 の 問 題 点 や 自 分 た ち の 事

業 の 成 り 立 ち に つ い て 深 い 理 解 を も っ て い る 。 ま た 、 各 構 成 員

が 大 阪 府 下 の 全 域 に 散 在 し て い る た め 、 各 地 域 で の 活 動 に よ り

深 く か か わ る こ と も 可 能 で あ る と し て い る 。  
現 在 、 役 員 が 9 人 、 正 会 員 が 2 0 人 で あ る 。  

 
② 資 金  

   （ 特 活 ） お お さ か 元 気 ネ ッ ト ワ ー ク の 収 入 合 計 は 、 平 成 1 8

年 度 で 6 1 7 万 円 で あ り 、 そ の 財 源 内 訳 は 、 行 政 か ら の 助 成 金 ・

受 託 収 入 5 2 . 5 %、 寄 付 金 収 入 1 5 . 9 %、 会 費 収 入 8 . 2 %、 事 業 収 入

1 . 9％ な ど と な っ て い る 。補 助 金 等 が 収 入 合 計 の 半 分 強 を 占 め て

い る 。  

 

③ モ ノ ・ 場 所  

事 務 所 は 、（ 特 活 ） 寝 屋 川 あ い の 会 の 事 務 所 の 一 角 に あ る 。  

 

④ 支 援 体 制  

   2 0 0 3 年 度 に 、大 阪 府 の 社 会 起 業 家 育 成 支 援 プ ロ ジ ェ ク ト の 運

営 主 体 に 選 定 さ れ て か ら 、 各 分 野 の 起 業 家 、 大 阪 府 、 各 市 町 村

の 取 り 組 み と 連 携 し て 支 援 活 動 を 行 っ て い る 。  

ま た 、 現 在 、 商 工 会 議 所 ・ 商 工 会 と の 連 携 も 模 索 し て い る 。  
 

⑤ 社 会 的 信 認  

（ 特 活 ） 寝 屋 川 の 会 で の 実 績 が 評 価 さ れ て 、 大 阪 府 の 社 会 起
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業 家 育 成 支 援 プ ロ ジ ェ ク ト の 運 営 主 体 に 選 定 さ れ る こ と に な っ

た 。  
活 動 に 際 し て は 、 Ｎ Ｐ Ｏ 設 立 当 初 か ら 、 社 会 的 信 頼 ・ 透 明 性

を 大 切 に し て い る と い う こ と で あ っ た 。 ま た 、 活 動 の ネ ッ ト ワ

ー ク や 知 り 合 い に な っ た 相 手 へ の メ ー ル お よ び チ ラ シ に よ っ て

広 報 を 行 っ て い る 。  
 

４ ） 社 会 的 包 摂 と し て の 効 果  

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ビ ジ ネ ス へ の 指 導 は 、 団 体 の ミ ッ シ ョ ン（ 事

業 の コ ン セ プ ト ）→ 事 業 ド メ イ ン → 組 織 ・財 務 と い う 流 れ で 行

っ て い る 。こ の よ う な 指 導 に よ っ て 、寝 屋 川 市 内 で は ３ ～ ４ 団

体 が コ ミ ュ ニ テ ィ ・ビ ジ ネ ス と し て 活 動 す る よ う に な っ た 。そ

の 分 野 は 子 育 て 、食 育 、趣 味 の 教 室（ 囲 碁・将 棋 ）な ど で あ る 。  
2 0 0 6 年 度 の 活 動 実 績 は 、起 業 家 カ フ ェ 1 2 8 人 参 加 、出 前 カ フ

ェ 8 8 人 参 加 、 社 会 起 業 家 見 本 市 8 0 名 参 加 、 相 談 件 数 （ 何 で も

相 談 4 8 件 、個 別 相 談 1 4 件 ）、フ ァ ン ド レ イ シ ン グ 事 業 4 団 体 と

な っ て い る 。 特 に 、 起 業 家 カ フ ェ に 力 を 入 れ て お り 、 定 例 カ フ

ェ を ド ー ン セ ン タ ー で ４ 回 、 出 前 カ フ ェ を ４ 回 開 催 し て い る 。

定 例 カ フ ェ の 出 席 は 2 0～ 3 0 人 、 出 前 カ フ ェ は 2 0 人 ぐ ら い で あ

る 。  
 

５ ） 今 後 の 課 題  

2 0 0 7 年 度 で 府 の 現 在 の 事 業 が 完 了 す る 。受 託 期 間 の 終 了 後 は

組 織 や 活 動 内 容 の 再 構 成 を 迫 ら れ る こ と も 考 え ら れ る 。 ま た 、

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ビ ジ ネ ス の 行 政 の 支 援 主 体 に つ い て 、 三 和 理 事

長 は 、 今 後 は 府 か ら 市 町 村 へ 下 ろ し た ほ う が よ い と 考 え て い る

が 、 こ の 点 も 今 後 の 検 討 課 題 と な ろ う 。  
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（１６）特定非営利活動法人  住まいみまもりたい  

社会的包摂の視点からみた特徴  
高齢者にとって生活上不便なことは多いが、粗大ごみなどの搬出はそのひ

とつである。（特活）住まいみまもりたいはそれまでも住宅リフォームの

コーディネートや害虫駆除などのサービスを提供していたが、地元自治体

からの相談を受け、ゴミ搬出・処分サービスの提供を始めるとともに、回

収品などを販売するリサイクルショップも開き、地域の支持を得ている。

また、店舗にはさまざまな住民が集い、コミュニティスペースとしての役

割を果たしている。  

１）課題  

2004 年ごろに高齢者世帯などに対するリフォームなどの悪質な訪問

販売が問題になったが、地元の市役所には住まいに関する総合的な相談

窓口がなかった。女性の理事長の配偶者が設備工事の仕事をしているこ

ともあって、近所からも相談を持ち込まれた。 

一般の依頼者は住宅に関する知識がない、図面も読めない。またあま

り近くの工務店などにも頼みにくい。そこで、顔の見える範囲で頼むこ

とのできる共同受注グループのようなものの必要性を感じた。  

そういった住宅に関する相談に乗ったり家事サービスを提供するなか

で、粗大ゴミなどを家の外まで出したり、故人の家を片づけたりするこ

とへのニーズが多いことがわかった。  

 

２）活動の内容  

（特活）住まいみまもりたいは、 2004 年度の大阪府のコミュニティ・

ビジネス創出支援事業に選定されて 100 万円の助成金を受け、住宅関連

の相談業務を立ち上げた。2004 年の相談件数は約 130 件。ただ、相談業

務ではお金にならず、専門家などとのネットワークのもとにハチ・シロ

アリ駆除、床の張り替えなどの生活サービスを提供していた。  

2005 年に市役所から粗大ゴミなどのゴミの搬出業務ができないかと

の打診があったので、経験はなかったが始めた。 

搬出に当たってはゴミの分別を行い、使えるもの (新品を原則 )は資源

として再利用する。2006 年度は都市再生モデル事業の指定を受けたため

に回収品の販売はできなかったが、今年度からは商店街の空き店舗を借

りてリサイクルや手作り品 (布ぞうりなど )のショップ（もったいない情

報サロン）を開いた。  

ゴミの排出業務は市役所（環境事業課）が紹介してくれており、ＰＲ

はしていない。このことを知った大阪市の東淀川区役所からも依頼を受
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けて出張している。  

家庭から発生するゴミには、家電リサイクル法関係のもの、鉄、仏壇、

工業用ミシンなど行政では引き取れないものなどがある。  

写真 5-16-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家の片づけを一般企業に頼むと 50～ 60 万円かかる。当事業では「リサ

イクルもできるし安くつく (当事業は約 5 万円 )」と好評だ。また地域に

根ざしていることから信用があるので、家の中に紛れている実印や証書

を見つけてと頼まれることもあって喜ばれる。 

ボランティアでやると続かないと思ったから、コミュニティ・ビジネ

スとして始めた。無料でやると、ボランティア側もサービスを受ける側

も続かない。またビジネス化したほうがスタッフのやる気を引き出すこ

とができる。そして責任を持ってやらなければならないという気持ちに

なる。  

したがって「何に対してお金を出していただくか」ということ、納得

できる価格はどこかということを一番に考えた。 

「地域のことは地域で」「地域の人によろこんでもらおう」というボラ

ンティア精神が大事。こういった趣旨がぶれないように、また金もうけ

を優先させないように、と考えている。  

ＮＰＯ法人の役員は４人。会員は 105 名、うち女性が約７割を占める。

企業会員は 46 団体 (04 年 )、住宅設備・リフォーム業、不動産業、建設

業、建築事務所、清掃業など。  

回収面では、鉄・仏壇・タイヤ・消火器などを処分してくれるところ

のネットワークを作っている。これらはインターネットや口コミでみつ

け、いずれもプロの回収業者よりも安い。  

 

３）活動資源の特徴  

●野崎商店街（ 2007 年 9 月 27 日撮影） 
 

野崎駅方面  

 
野崎観音方面  
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①人材  

運営は主婦パート２人を常時雇用（ 750 円／時間）している。  

ゴミ出しなどは学生や近所の人のアルバイトでやってもらっており約

50 名いる。近くの知り合いなどが、「午前中１時間ぐらいなら行けるよ」

と引き受けてくれたりもする。車での回収を知り合いにお願いする場合

なども、作業現場の帰りに立ち寄って回収していくなどと柔軟にやるこ

とができる。  

②資金  

ゴミ片づけ事業は低廉のために人気があり、確実な収入がある。役所

の紹介を背景にしているので信用も高い。  

2006 年度収入実績は、ゴミ片づけ事業の収入 300 万円（年間 60 件）、

内閣府からの委託事業（ 2006 年度全国都市再生モデル事業） 600 万円、

その他などを加えて合計約 1 千万円。  

2007 年度収入の見込みは、ゴミ片づけ事業の収入 300 万円のほか、開

店した店舗でのリサイクル品売上を 4～ 500 万円 (月商 30～ 40 万円 )見込

む。写真 5-16-2 

③モノ・場所  

商店会の会長の紹介も受けて、空き店舗を敷金なしで借りることがで

きた。  

店舗が地域住民の交流の場 (コミュニティスペース )になっている。毎

日午後には、店舗の奥で古着やはぎれ
、、、

を再利用して布ぞうり・足ふきマ

ット・ざぶとんなどの手芸教室もやっており、多くの人が集まってくる。

これらを教えるボランティアも自然に集まってきた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-16-2 (特活 )住まいみまもりたい［もったいない情報サロン］  
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④支援体制  

イベントなどで、商工会議所、青年会議所、社会福祉協議会と連携し

ているほか、市内のＮＰＯと情報交換している。 

⑤社会的信認  

自治体の紹介なので、依頼者の信用がある。また、市の行事に積極的

に参加して役所の各課にネットワークがある。 

 

４）社会的包摂としての効果  

店には一日 50 人くらいがやってくる。近所のしがらみからも離れられ

ることや、居場所を得られることがあるのだろうと思う。リサイクル事

業から持ち帰った品物を仕分けたり、その場で買ったりすることも楽し

みにしているようだ。店に不用品を直接持ち込んでくる人もいる。する

と店にいた人が「これ、欲しかった」などとなって、自然とコミュニテ

ィができていく。定年退職後の男性もよく来てくれ、木を切ってもらっ

たり、棚を作ってもらったりする。  

 

５）今後の課題  

今後、宝塚・寝屋川など交流のある他地域のＮＰＯなどといっしょに

フランチャイズ化 (「もったいない情報サロン」のネットワーク化 )を進

めていこうという構想がある。再利用品を速くさばけるし、広域的にリ

サイクル商品の再生や交換のコーディネートをすることができる。また

これによって各地域の商店街を活性化することもできる。  
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（１７）特定非営利活動法人  筥崎まちづくり放談会  

 

社会的包摂の視点からみた特徴  

福岡市の中心部近くに立地する (特活 )筥崎まちづくり放談会事務局は、当

初は区画整理事業等を契機にまちづくりのあり方を考えるグループであ

ったが、まちの環境の変化に対応して、コミュニティスペース（コミュニ

ティレストラン）を基盤に、市民の交流などを通じたまちの活性化をめざ

すに至った。地域の変貌に取り残されがちな商店街や周辺高齢者に対し、

まちを知り、愛することなどを通じ、その活性化を図ろうとしている。  

１ )課題 

1991 年ごろ、九州大学の郊外への移転構想が発表され、同じころに、Ｊ  

Ｒ鹿児島本線の連続立体化事業・区画整理事業の計画ももちあがり、これ  

らによる商店街への影響やまちの変貌が懸念された。  

さらに、福岡市中心地に近く、立地が良いので若年者向きマンションが  

林立する一方、地域の高齢化が進んでいたが、99 年には箱崎商店街の中心  

部に立地するスーパー「西鉄ストア」の撤退問題が発生するなど、まちが  

大きく変わろうとしていた。  

２ )活動の内容  

当初の課題であった、九大の移転や連立問題などに対しては、有志が集

まって筥崎まちづくり放談会を結成し、まちづくりの学習会やまちのビジ

ョン作成などを中心におこなった。神戸の真野地区や丸山地区のまちづく

りも勉強したことがある。「アンチ官製住民自治」として、ほんとうの住民

自治をめざすことを目標とした。  

はこ
、、
崎自治連合会（筥

はこ

松地区および箱崎地区）は 32 の町内会で結成され  

ている。そのほか地域には婦人会、体育委員会などがある。放談会はこれ  

らとは別個に結成したが、これらの地縁的な組織に対して組織的一体化を  

働きかけた結果「筥崎まちづくり協議会」が結成された。  

スーパーの撤退に対して、開発者に「マンション建設後はその 1 階を商  

店に」と働きかけた。開発者は「そちらで商業者を見つけてくれるなら」  

との条件を出したので、マンションの一階を買い取り、レストラン業者を  

導入した。03 年 12 月からは、当ＮＰＯ法人がコミュニティレストラン「筥  

崎公会堂」 (23 坪 )を直営している。  

アートスペース「テアトルはこざき」は、歯科医院が移転するに際して

地主から声がかかった。夜にみんなで酒を飲みながら、表現活動のスペー

スを作ろうと決めた。株式会社として出資を募り、１口５万円で 100 口集

まった。  
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写真 5-17-1 

 

 

また商店街の空き店舗を利用して「学童ぽっぽ」の名で知的障害児の学  

童保育をおこなっていた。その後、市の補助事業となったので、現在では

「きんしゃい公会堂」と名称を改めて一軒家を借りている（一軒の家を福

祉生協と分け合って利用している）。最近では、グリーンツーリズムに力を

入れており、近郊農家との交流事業などをおこなっている。  

箱崎商店街連合会との共同事業で地元紹介のパンフレット（「はこのわ」 

全３巻）を発行した。  

2002 年 4 月にＮＰＯ法人の認証を受けた。理事会、定例会ともに月１回  

開催している。定例会は講演やコンサートの日などと合わせて開く場合が  

多い。これまでに 40 以上の事業をおこなってきた。これらの事業は基本的  

には発案者が責任をもって実行する。  

 

●筥崎公会堂（ 07 年 8 月 31 日撮影） 
 

●テアトルはこざき  
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写真 5-17-2 

    

図表 5-17-1 

 

３ )活動資源の特徴  

①人材  

ＮＰＯ法人の正会員は約 80 名、理事は 12 名。理事の中には、箱崎商店  

街連合会会長、筥松まちづくり協議会会長、ＰＴＡ副会長（個人として参

加）なども含まれる。スタッフは 8 名（うち常勤は 3 名）でレストランを

運営している。ボランティアは九大の学生や学童保育ボランティアのつて

などがあるので 100 人は確保することができる。 

②資金  

コミュニティレストランを直営にすると、どうしてもミッションを重視  

●箱崎商店街 (07年８月 31日撮影 ) 

●箱崎商店街の現状  

資料：「はこのわ」  
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しがちになるために、食材などのコストが上がり、収支が苦しくなったと

いう。  

アートスペースは赤字経営で、その事務局 (建築事務所 )が補填分をＮＰ  

Ｏに貸し付ける形で運営している。  

③モノ・場所  

コミュニティレストランである筥崎公会堂が事務局となっており、さま  

ざまなイベントの場ともなっている。  

④支援体制  

行政については、タテ割り組織のままで地域にコミットしてくることが  

問題とされる。このことから、福岡市では区役所にまちづくり企画課がで  

きた。  

住民税の数％を地域で使えることが望まれる。「ニュージーランドでは自  

治体の数が 800 から 200 に減り、各自治体でコミュニティボードというも  

のが設けられている。ここで財産税の使途を決定する」。  

⑤社会的信認  

ここでの活動は地元商店街の活性化に寄与したと評価している。また商  

店街も、商店会の総会をテアトルで開催してくれたりする。  

山崎前福岡市長が「自治体ＤＮＡ改革」をうたったように、自治協議会  

のひとつのモデルを提供できたと自己評価している。  

 

４ )社会的包摂としての効果  

弱者の社会的包摂については、弱者かどうかであるより、ＮＰＯのミッ

ションに対するコミットメントの強さが問題だとされる。来る者は拒まず

去る者は追わず、を方針としている。  

 

５ )今後の課題  

レストラン部門、アートスペース部門を黒字に転換することが最大の課  

題である。  

先任の有能な事務局長が引退したために、事業の企画・推進力が低下し  

た。現在は理事長の夫人が代行しているが、熊本の大学教員との兼業なの

でなかなか力を割けず、事務局機能の復興も課題である。  

今後は事業系ＮＰＯと連携した、表現によるまちづくりの推進を模索し  

ようとしている。  
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（ １ ８ ） 五 島 海 幸 山 幸 の 会 、 中 心 商 店 街 巡 回 バ ス 運 行 協 議 会  

 
社 会 的 包 摂 の 視 点 か ら み た 特 徴  
離 島 初 で 、 商 店 街 、 商 工 会 議 所 、 町 内 会 、 老 人 会 、 婦 人 会 等

が 参 加 す る 協 議 会 主 体 の コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス 。 ま た バ ス を 走 ら

せ て 、 そ れ で 終 わ り で は な く 、 そ れ を 維 持 す る た め に 地 元 を

あ げ て 支 え て い る 。 協 議 会 を 構 成 し て い る 商 店 街 や 地 域 組 織

等 が 互 い に 連 携 し 、 そ の 人 的 資 源 や ネ ッ ト ワ ー ク を フ ル に 活

用 し た 地 域 密 着 型 の 運 営 に よ り 、 高 齢 者 等 の バ ス 利 用 を 維 持

し 、 高 齢 者 等 の 外 出 を 促 進 し て い る 。  
  

１ ） 課 題  

五 島 市 は 、 2 0 0 4 年 8 月 1 日 、福 江 市 、南 松 浦 富 江 町 、玉 之 浦

町 、三 井 楽 町 、岐 宿 町 、奈 留 町 の 1 市 5 町 の 合 併 に よ り 誕 生 し
た 。 五 島 市 で は 公 共 事 業 の 大 幅 な 削 減 や 島 外 資 本 の 郊 外 型 の 大

型 商 業 施 設 の 出 店 等 に よ り 地 元 の 中 心 商 店 街 で は 空 店 舗 が 増 え 、

中 心 市 街 地 は 空 洞 化 し て い っ た 。 ま た 、 少 子 高 齢 化 に よ る 島 民

の 離 島 や 耕 作 放 棄 地 の 増 加 に よ り 周 辺 の 農 村 部 も 衰 退 し 、 同 市

の 経 済 は 大 き な 打 撃 を 受 け た 。  
こ う し た こ と を き っ か け に 、 福 江 商 工 会 議 所 が 商 店 街 の 顧 客

な ど に ヒ ア リ ン グ 調 査 を 実 施 し た と こ ろ 、 農 業 の 担 い 手 の 激 減

や 超 高 齢 化 の 進 展 な ど 、 農 業 を 取 り 巻 く 現 状 が そ れ ま で の 想 像

以 上 に 厳 し い こ と が 浮 き 彫 り に な っ て き た 。 こ の 状 況 は 、 農 村

部 だ け の 課 題 に と ど ま ら ず 、 連 鎖 的 に 、 そ れ を 商 圏 と し て い る

中 心 商 店 街 に と っ て も 非 常 に 深 刻 な 課 題 で あ る 。 中 心 商 店 街 の

商 店 主 ら は 危 機 感 を 強 め て い っ た 。 こ う し た 状 況 に 直 面 し 、 中

心 市 街 地 の 各 商 店 は 、 中 心 市 街 地 の 活 性 化 対 策 が 重 要 な 課 題 で

あ る と い う 認 識 を 共 有 し て い っ た 。 特 に 、 若 手 ・ 中 堅 の 商 店 主

は 、商 店 街 と し て 、「周 辺 農 村 部 の た め に 何 か で き る こ と は な い

の か 」「 何 か お 手 伝 い が し た い 」 と 自 発 的 な 活 動 を 始 め た 。                  

２ ） 活 動 の 内 容  

2 0 0 2 年 1 1 月 、 こ う し た 離 島 商 店 街 の 活 性 化 と い う 地 域 の 課

題 を 具 体 的 に 解 決 す る こ と を 目 的 と し た 若 手 商 店 主 （ 地 元 商 業

者 ） と 農 村 部 の 高 齢 化 し た 農 業 生 産 者 の 勉 強 会 か ら ス タ ー ト し

た の が 「 五 島 海 幸 山 幸 の 会 」 で あ る 。  
同 会 は 、 川 口 代 表 を 中 心 に 地 元 ス ー パ ー で の 有 機 野 菜 の 地 産

地 消 活 動 や 生 ゴ ミ 堆 肥 の 循 環 実 験 な ど 、 農 業 生 産 者 、 地 元 商 業

者 、 市 民 が 主 導 す る 一 体 と な っ た 活 動 を 展 開 し て い る 。 具 体 的

に は イ ン タ ー ネ ッ ト を 使 い 地 元 の 有 機 野 菜 や 隠 れ た 特 産 品 の 発

掘 ・ 紹 介 ・ 販 売 （ ネ ッ ト 販 売 ） に 取 り 組 ん で い る 。  

 ① 福 江 市 中 心 商 店 街 巡 回 バ ス 運 行 協 議 会  
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ま た 、 五 島 海 幸 山 幸 の 会 の 川 口 代 表 は 、 旧 福 江 市 が 設 置 し た

「 ふ く え Ｔ Ｍ Ｏ 」 内 の 商 店 街 巡 回 コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス の 運 行 を 目

的 と す る 「 巡 回 バ ス ワ ー キ ン グ グ ル ー プ 」 に も 参 加 し た 。 そ の

後 、 当 該 コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス の 運 行 に 係 る 主 体 が Ｔ Ｍ Ｏ か ら 福 江

商 店 街 連 盟 に 移 り 、 商 店 街 の 力 で 巡 回 バ ス の 実 現 を 目 指 す こ と

に な っ た 。 川 口 代 表 を は じ め と す る 福 江 商 店 街 連 盟 メ ン バ ー の

中 か ら 所 属 や 肩 書 き を 越 え 、 ま た 地 元 の 町 内 会 、 老 人 会 、 婦 人

会 、 社 会 福 祉 協 議 会 、 学 校 等 も 参 加 し た 、 新 た な 事 業 の 実 行 主

体 と し て 「 福 江 市 中 心 商 店 街 巡 回 バ ス 運 行 協 議 会 （ 事 務 局 は 福

江 商 店 街 連 盟 と 福 江 商 工 会 議 所 ）」 が 編 成 さ れ た 。  

② 福 江 市 中 心 市 街 地 巡 回 バ ス （ 通 称 「 商 店 街 巡 回 バ ス 」）  

   商 店 街 巡 回 バ ス は 、 離 島 初 、 商 店 街 、 商 工 会 議 所 、 町 内 会 、  

老 人 会 、 婦 人 会 等 が 参 加 す る 協 議 会 主 体 の コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス の  

先 駆 的 事 例 と し て 全 国 的 に 意 義 深 い 。小 回 り の 利 く 9 人 乗 り 車  
両 を 使 い 、 4 コ ー ス 、 1 日 合 計 1 5 便 で 運 行 (図 表 5 - 1 8 - 1 )。商 店  
街 中 心 部 の 共 同 駐 車 場 が 基 点 と な り 1 コ ー ス 約 2 0 分 で 巡 回 し  
て い る 。料 金 は 1 回 大 人 2 0 0 円 、子 供 1 0 0 円（ 3 歳 以 下 は 無 料 ）。  

身 体 障 害 者 は 半 額 。 商 店 で の 買 い 物 客 に 配 布 し て い る 商 店 街 連  

盟 発 行 の 商 店 街 駐 車 場「 共 通 駐 車 券 」を 1 枚 当 た り 5 0 円 分 の 乗  

車 券 と し て 利 用 が で き る 。「共 通 駐 車 券 」は 1 , 0 0 0 円 の 購 買 に 対  

し て 1 枚 配 布 さ れ る 。 運 行 は 五 島 市 内 の タ ク シ ー 会 社 4 社 に 委  

託 し 、各 タ ク シ ー 会 社 が 1 ヶ 月 交 代 の ロ ー テ シ ョ ン で 担 当 す る 。 

   コ ー ス は 、商 店 街 の 背 後 地 に あ る「 公 共 交 通 空 白 地 域 」、特 に  

道 幅 が 狭 く 急 な 坂 が 続 く 住 宅 地 、 農 村 部 な ど に つ い て 、 試 験 走  

行 を 繰 り 返 し な が ら 設 定 さ れ た 。 一 人 で 町 ま で 出 か け る の が 困  

難 な 高 齢 者 、 障 害 者 等 が 利 用 し や す い よ う に 、 診 療 施 設 、 住 民  

セ ン タ ー 、 公 民 館 、 教 育 施 設 を 経 由 さ せ 、 夏 季 は 夏 休 み の 子 供  

が 利 用 で き る よ う プ ー ル を 経 由 さ せ て い る 。  

図 表 5 - 1 8 - 1            （ 共 同 駐 車 場 前 発 ）  
 1 便 2 便 3 便 4 便 5 便 6 便 7 便 

Ａコース  8:30 
※  

9:30 
10:30 

※

11:30 
13:00 15:00  

Ｂコース  8:00 9:00 
※

10:00 
11:00 

※

12:00 
13:30 15:30 

Ｃコース  9:30 
※

10:30 
11:30 14:00    

Ｄコース  
※  

9:00 
10:00 

※

11:00 
12:00 14:30   

Ａ ： 武 家 屋 敷 ～ 上 大 津 ～ 下 大 津 方 面 、 Ｂ ： 職 人 町 ～ 小 田 ～ 緑 小 学 校 方 面  

Ｃ ： 丸 木 ～ 戸 楽 ～ 曲 坂 方 面 、 Ｄ ： 寺 山 ～ 二 番 町 ～ 木 場 方 面  
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※ 7 月 1 7 日 ～ 9 月 1 5 日 の 夏 季 に 限 り 7 便 が 増 便 さ れ 、 こ の

期 間 に 限 り 、 午 前 中 1 時 間 に 1 便 が 実 現 し て い る 。  

商 店 街 巡 回 バ ス は 、 試 行 運 行 開 始 （ 2 0 0 3 年 8 月 ）、 本 格 運 行  

開 始（ 同 年 1 1 月 ）を 経 て 、2 0 0 7 年 8  

月 で ま る 4 年 経 過 し た 。 乗 車 数 （ 累  

計 ）は 、2 0 0 7 年 7 月 末 時 点 で 約 7 2 , 0 0 0  

人 で あ る 。 バ ス 利 用 者 の 9 5％ を 6 5  

歳 以 上 の 女 性 が 占 め る 。  

３ ） 活 動 資 源 の 特 徴  

①  人 材               写 真 5 - 1 8 - 1  巡 回 バ ス  

福 江 市 中 心 商 店 街 巡 回 バ ス 運 行 協 議 会 の ス タ ッ フ で あ る 商 店

主 や 福 江 商 工 会 議 所 職 員 が 無 償 で 当 該 バ ス 事 業 に 係 る 宣 伝 、 販

促 、 事 業 分 析 、 経 営 管 理 、 資 金 繰 り な ど を 行 っ て い る 。  

②  資 金  

福 江 中 心 商 店 街 巡 回 バ ス 協 議 会 の 収 支 は 、 運 賃 収 入 、 五 島 市

か ら の 運 営 補 助 金 、 商 店 街 の 負 担 金 、 商 店 各 店 、 商 工 会 議 所 参

加 企 業 か ら の 寄 付 、 広 告 料 等 を 収 入 と し 、 地 元 タ ク シ ー 事 業 者

へ の 委 託 費 を 主 な 支 出 と し て 計 上 し て い る 。  

2 0 0 4 年 度 に 約 1 , 2 0 0 万 円 規 模 の 事 業（ う ち 五 島 市 か ら の 補 助  

金 2 4 0 万 円 ）を 2 0 0 5 年 度 は 総 予 算 を 約 半 分 に し て 、 1 日 の 運 行

便 数 を 2 0 便 か ら 現 行 の 1 5 便 へ 減 便 す る と と も に 、 委 託 費 を 月

額 7 5 万 円 か ら 1 便 当 た り 1 , 2 5 0 円 へ 変 更 し た 。こ う し た 抜 本 的

な 経 営 改 善 の 結 果 、2 0 0 5 年 度 の 乗 客 数 は 、前 年 度 比 約 2 割 増 加 。  

こ れ に は 、 福 江 市 中 心 商 店 街 巡 回 バ ス 運 行 協 議 会 の ス タ ッ フ  

で あ る 商 店 主 の 方 々 と 福 江 商 工 会 議 所 の 職 員 の バ ス を 維 持 す る  

た め の 情 熱 、 創 意 工 夫 や 自 助 努 力 が あ っ た 。  

運 転 資 金 は 、 商 店 街 の 出 資 、 各 種 地 元 団 体 か ら の 寄 付 、 五 島  

市 の 補 助 金 だ け で は 足 り な い 。 そ こ で 協 議 会 ス タ ッ フ が 収 益 事

業 に よ る 資 金 集 め と 利 用 者 を 維 持 し 、 増 や す た め 、 次 の よ う な

努 力 や 工 夫 を 行 っ て い る 。 バ ス を 走 ら せ て 、 そ れ で 終 わ り で は

な く 、 そ れ を 維 持 す る た め に 地 元 を 揚 げ て フ ォ ロ ー し て い る 。  

・  車 体 に 有 料 で 広 告 を 掲 載  

・  卵 の つ か み 取 り な ど の 巡 回 バ ス 記 念 イ ベ ン ト 等 を 開 催  

・  ア ル ミ の 空 き 缶 ・ ダ ン ボ ー ル （ 一 枚 2 円 。 年 間 3 0 万 円 程 度

の 売 上 げ ） を 回 収  

・  エ コ プ ロ ジ ェ ク ト「 島 の 商 店 街 コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス で エ コ プ ロ

ジ ェ ク ト （ 2 0 0 5 年 度 ）」  (＝ バ ス が 有 機 堆 肥 （ 生 ゴ ミ 堆 肥 ）

を 回 収 し 、商 店 街 農 園（ エ コ 農 園 ）で 活 用 。収 穫 物 を 当 該 商

店 街 の ス ー パ ー や 五 島 海 幸 山 幸 の 会 を 通 じ て 島 外 へ の 販 売 。
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そ の 収 益 の 一 部 を 商 店 街 巡 回 バ ス 運 営 費 に 還 元 。生 ゴ ミ 処 理

機 を 住 民 に 販 売 し た 当 該 商 店 街（ 電 気 店 ）に よ る 当 該 収 益 の

一 部 （ 5％ ） 還 元 )  を 実 施  

・  防 犯 活 動 「 子 ど も 駆 け 込 み バ ス 」 を 展 開  
・  夏 季 の バ ス を 増 便 （ 1 5 便 /日 → 2 2 便 /日 ）  

・  地 域 通 貨 と し て 駐 車 券 を 活 用（ 商 店 街 内 の 各 店 が 配 布 す る 駐

車 券 の 巡 回 バ ス 乗 車 へ の 転 用 ）  

・  6 枚 つ づ り の 乗 車 券 （ 回 数 券 ） を 発 行 （ 1 , 2 0 0 円 相 当 の 乗 車

券 を 1 , 0 0 0 円 で 販 売 ）  

・  夏 休 み 特 別 企 画 を 実 施 （ 子 供 料 金 を 半 額 の 5 0 円 又 は 駐 車 券

若 し く は 中 元 抽 選 券 で 乗 れ る 。キ ャ ッ チ フ レ ー ズ は「 プ ー ル

に い く と き 、お じ い ち ゃ ん・お ば あ ち ゃ ん の 家 に 遊 び に い く

と き 、名 所・名 跡 い い と こ い っ ぱ い ！ 巡 回 バ ス に 乗 っ て 福 江

の 町 を 探 検 し よ う ！ 」）  

・  コ ミ ュ ニ テ ィ 広 場 「 よ ら ん か な 広 場 」 を 待 合 室 と し て 活 用  

・  定 期 的 に 経 営 会 議 を 開 催  

・  季 節 ご と に 利 用 者 聞 き 取 り ア ン ケ ー ト を 実 施  

・  か わ ら 版 「 本 町 い い 街 」 へ バ ス 関 連 記 事 等 を 掲 載         

な ど 商 店 街 や 地 元 と 連 携 し 、 そ の 人 的 資 源 や ネ ッ ト ワ ー ク を フ

ル に 活 用 し た 地 域 密 着 型 の 運 営 に よ り 、 バ ス 利 用 を 維 持 し 、 促

進 し て い る 。  

そ の 他 、「長 崎 県 商 店 街 再 発 見 支 援 事 業 補 助 金 」制 度 の 支 援 メ  

ニ ュ ー で あ る 「 地 域 ふ れ あ い 創 出 事 業 」 に 採 択 さ れ た 。 同 事 業

は 、 商 店 街 の 魅 力 や 機 能 性 を 向 上 さ せ る こ と に よ り 、 商 店 街 に

人 を 集 め 、 賑 わ い を 生 み 出 す と と も に 、 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 場

と し て の 商 店 街 を 再 生 す る こ と を 目 的 と し て い る 。  

③  モ ノ ･場 所   

巡 回 バ ス は 、 地 元 の タ ク シ ー 会 社 を 地 域 の 大 切 な 活 動 資 源 と  

し て 積 極 的 に 活 用 し て い る 。 タ ク シ ー 会 社 は 地 元 商 店 街 に と っ

て 大 切 な 顧 客 で あ り 、 そ こ と 共 存 共 栄 す る こ と が 不 可 欠 で あ っ

た 。 ま た 、 巡 回 バ ス に 係 る 地 元 の 協 議 （ 事 業 計 画 の 検 討 、 経 営

会 議 、 事 業 報 告 等 ） の 場 と し て 、 商 工 会 議 所 内 の 会 議 室 や コ ミ

ュ ニ テ ィ 広 場 （「 よ ら ん か 広 場 」） を 活 用 し て い る 。 商 工 会 議 所

や 商 店 街 の 支 援 に よ り 、 使 用 料 は 無 料 で あ る 。 ま た 島 外 の 人 と

は 交 流 や 情 報 交 換 は イ ン タ ー ネ ッ ト を 通 じ て 行 わ れ て い る 。  

④  支 援 体 制  

福 江 商 店 街 連 盟 と 福 江 商 工 会 議 所 が 事 務 局 に な り 、 商 店 街 だ  

け で な く 巡 回 バ ス 沿 線 の 周 辺 住 宅 地 、農 村 部 の 町 内 会 、老 人 会 、

婦 人 会 、 社 会 福 祉 協 議 会 、 学 校 等 を 巻 き 込 ん だ 「 福 江 市 中 心 商
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店 街 巡 回 バ ス 運 行 協 議 会 」 を 組 織 し 、 地 域 住 民 と 一 体 と な っ た

取 り 組 み を 展 開 し て い る 。  

⑤  社 会 的 信 認  

「 福 江 市 中 心 商 店 街 巡 回 バ ス 運 行 協 議 会 」 の 事 務 局 ス タ ッ フ

で あ る 「 五 島 海 幸 山 幸 の 会 」 の 川 口 代 表 を は じ め と す る 商 店 主

や 商 工 会 議 所 職 員 が 、 当 該 巡 回 バ ス の 本 格 運 行 に 向 け 、 約 2 ヶ

月 間 、 バ ス 路 線 （ 予 定 ） 周 辺 地 域 の 全 て の 町 内 会 、 老 人 会 、 婦

人 会 等 に 出 向 い て 事 業 内 容 や 路 線 等 に つ い て き ち ん と 説 明 を 行

っ た 。 こ う し た 手 続 や 過 程 を 経 る こ と で 、 商 店 街 巡 回 バ ス は 、

バ ス 路 線 周 辺 住 民 に と っ て 、「移 動 手 段 」に と ど ま ら ず 、親 し み

や 共 感 を お ぼ え る 身 近 な 存 在 に な っ て い っ た 。 こ の こ と が 高 齢

者 の 引 き こ も り と い う 地 域 課 題 の 解 決 に つ な が っ て い る 。  

４ ） 社 会 的 包 摂 と し て の 効 果  

     巡 回 バ ス が 走 る ま で は 、 商 店 街 周 辺 の 高 齢 者 等 は 主 に 家 族 に

お 願 い し て 車 で 送 っ て も ら っ て い た が 、 巡 回 バ ス の 運 行 に よ っ

て 自 分 の 足 で ま ち へ 出 か け る 回 数 が 増 え て い る 。 ま た 、 タ ク シ

ー 会 社 4 社 の う ち 2 社 が 運 転 手 を 固 定 化 。 運 転 手 が 「 ど こ の 誰

が 何 曜 日 に ど こ へ 出 か け る 」 と い う こ と を 把 握 し て お り 、 高 齢

者 の 見 守 り 活 動 に 寄 与 し て い る 。 併 せ て バ ス の 車 体 に 「 こ ど も

＆ シ ル バ ー 1 1 0 番 通 報 協 力 車 」 と い う ス テ ッ カ ー を 貼 り 、 バ ス

停 留 所 に 「 巡 回 バ ス は 子 供 1 1 0 番 パ ト ロ ー ル 車 」 と い う 案 内 板

を 立 て 、 タ ク シ ー 無 線 を 活 用 し た 子 ど も 、 高 齢 者 等 の 安 全 パ ト

ロ ー ル を 実 施 し て い る 。 さ ら に 、 か わ ら 版 「 本 町 い い 街 （ 本 町

通 り 名 店 街 協 同 組 合 発 行 ）」が 毎 月 1 回 発 行 さ れ て い る 。同 紙 は

2 0 0 7 年 6 月 創 刊 で 商 店 街 の 活 性 化 を 目 的 に 商 店 と 消 費 者 の 相 互

参 画 に よ る 広 報 媒 体 と し て 、 各 商 店 、 コ ミ ュ ニ テ ィ 広 場 「 よ ら

ん か 広 場 」、巡 回 バ ス 内 等 に お い て 配 布 さ れ て い る 。こ の 中 で 巡

回 バ ス の 情 報 が 掲 載 さ れ 、 そ れ に 対 す る 利 用 者 か ら の 声 等 も 掲

載 さ れ な ど 、 双 方 向 の 情 報 共 有 化 に 役 立 っ て い る 。  

こ の よ う に バ ス 事 業 を き っ か け に 、 地 域 を 巻 き 込 ん だ 、 地 域

住 民 と 一 体 と な っ た コ ミ ュ ニ テ ィ 再 生 を 実 現 し て い る 。  

５ ） 今 後 の 課 題                       

巡 回 バ ス 事 業 を さ ら に 発 展 さ せ 、 引 き 続 き ま ち づ く り に 活 か

し て い く た め 、 自 立 の 第 一 歩 と し て 、 組 織 の Ｎ Ｐ Ｏ 化 「 (仮 称 )

市 民 バ ス ネ ッ ト ワ ー ク 五 島 」 を 検 討 し て い る 。 Ｔ Ｍ Ｏ 予 算 が 削

ら れ る 中 、 さ ら に 自 立 化 し て い く た め の 模 索 が 始 ま っ て い る 。  
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第６節  英国 (スコットランド )の事例  

 

社会的企業の発祥地の一つである英国スコットランドの事例について、  

現地で中間支援組織として活動するＣＢＳネットワークのディレクターで  

ある Al an  Ka y からの報告を掲載する。  

 

１  概要  
ここで、スコットランドにおける社会的企業 3 例および社会的企業支援

組織 3 団体のプロフィールを紹介する。それぞれのケース、プロフィール

は相互比較が容易なように、同じ形式で紹介するものとする。最後に、社

会的企業における問題点、彼らが受ける支援について紹介する。  

 
２  社会的企業の実例  
（１）M CSENCE  (M a y fie ld  Com mun i ty  S e l f -e mp lo y ed  Na tu ra l  Co l l ec t iv e  

Ex erc ise )               www.mcsen ce .co .uk   
使命/ 目的 コミュニティ保有によるビジネスを設立運営、ローカル経済を刺激、

メイフィールド全体の発展を助成することでの雇用創出。 
設立年 1989 
法的組織形態 有限責任保証会社であるホールディング会社。完全子会社(7社)は各々

法人格を持つ。 
年商 500 万ポンド  
資金調達 財源は全て商業活動を通じたものなので、助成金収入はなし。資本プ

ロジェクト(capital project)に関しては助成金を受けている。 
資産 不動産総額 8～900万ポンド 
スタッフ/ 
ボランティア 

スタッフ 120名; 理事会 ボランティア･メンバー9 名 

会員数 約 60 名。 メイフィールド在住もしくは就労する者であれば誰でも会
員になれる。  

１）沿革  
MC SENC E はエジンバラ近郊のダルキースの郊外にあたるメイフィールド

が本拠地。メイフィールドは周辺部住民数 12 ,000 人をかかえる大住宅地で、

もともと炭鉱夫とその家族の住宅用に建設された。炭鉱が閉山になって以

来、この地域は社会的経済的衰退に見舞われた。MCSE N CE は職を提供し
始め、まず地域の企業から 7,0 00 ポンドを調達し、MCS EN CE  H ea tw ise を設
立したが、事業内容は通風遮断、ドア、窓、ロフト工事の請負事業である。  

 

２）活動内容  
MCSENCE  には、現在商業活動に従事する子会社が 7 社ある。MCSENCE  

H ea t wis e はエネルギー効率対策企業で、エネルギー、暖房に関する一連の
サービスを提供している。 MCS ENCE Servi ces は不動産管理会社で、塗装、

内装、配管工事、造園を行う。MCSE NCE  W o rk sp a ce はメインフィールド

http://www.mcsence.co.uk
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の自社の本社を含め、数々の不動産、ビジネスパークを所有運営している。

MCS ENCE  Co m mu n i ca t io n s は研修、コールセンターの企業で、M CSEN C E 
Sa fe Ho u s i ng は錠前屋、セキュリティー ･アドバイス ･サービスを行ってい
る。それ以外にも設立したばかりの企業が 2 社あるが、これらはまだまだ

小規模である。  

 

３）政府とのパートナーシップ  
MCSENCE  はスコットランド政府と良好な関係を保っており、政府はこ

の企業がコミュニティ・エンタープライズ活動を通じてメイフィールド地

域に重要な成果を達成したと認識している。地方自治体 (ミッドロシアン市

議会 )について言うと、M IC S ENCE をほぼ ｢民間セクター ｣として捉えてお
り、両者の関係はあまり密接なものではない。契約について言うと、

MCS ENCE の仕事はほとんどがＢ toＢ（企業間取引）で、地方自治体からの

契約受注の構成比はわずか 15% である。  

 
４）経営と子会社との関係  
子会社はそれぞれ独自の経営を行い、最高執行役員、開発最高責任者、

運営最高責任者のグループにより統括されている。MCS EN CE の設立者はブ
ライアン・タナーヒルで、非常に志の高い社会企業家である。彼をサポー

トする経営陣は、非常に有能な人物で構成されている。MCS ENCE の事業

内容では、不動産部門が 8 00 万～ 900 万ポンドと大きいが、コミュニティ保

有の企業であるところから、地域社会との関係が密接である。  

 
５）支援内容  
資本プロジェクトに関しては助成金を得ている。MCS EN CE の設立当初は、

特に助成金による支援が必要であった。  

プラス面 マイナス面 
• 資産基盤が強いので、資本調達が容

易である。 
• コミュニティに深く根ざしており、

強靭な活動が出来る。 
• シニア･スタッフのコミットメント

が高い。 
• 現実的なビジネスで多角経営を行

い、必要とあれば業績不振の会社は
閉鎖する。 

• 非常に商業的なアプローチを行って
いる。 

• 理事会がボランティア であるとい
うことは、会合の頻度が十分でなく、
会社経営に割ける時間に限度があ
る。 

• 社会的経済に属すると見られること
により、一部顧客は遠のいている。 

問題点                            
• 地域で優秀なスタッフを採用するのが困難である。  
• MCSENCE,は企業として非常に統制が取れているが、｢お役所的｣になっているとい

う不満の声も聞こえてくる。 
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（２） Gov an Worksp ace        www.go vanwo rkspace .co .u k   
使命/目的 管理された作業所と小企業へのサポート･サービスを提供することで、

地域での雇用創出の支援を行う。 
設立年 1978 
法的組織形態 有限責任保証会社 
年商 72 万 1 千ポンド  
資金調達 50 万ポンド以上を慈善活動に提供、5 万 7 千ポンドは自社のガバナン

スに使用 
資産 580 万ポンド 
スタッフ/ 
ボランティア 

7-10 名のスタッフを直接雇用。しかしテナントに雇用されている人数
はかなり多い。理事会は 10 名のボランティアからなる。 

会員数  不明 – 地域住民に限られている。地域での会員数が減少か？ 

１）沿革  

Gov a n  W o rk sp a ce の設立は 1978 年で、地域住民が、小企業専門に作業所

を提供し、地域経済を活性化することに活路を見出した。 1 981 年には、廃

校となった小学校を買い上げ、総面積 2 万平方フィートの S ix Ha r mo n y R o w 

に改装し、その中に 40 の小ワークショップやオフィスを設け、テナント ･

ビジネスを通じて 1 35 の職を創出した。 1 985 年には、スコットランド政府

の援助を得て、 G o va n  W o r k sp a ce は El d er p ark  W o rksp a c e を改装し、総面積
8 万平方スクエアに 6 0 ユニットを設け、 300 の職を地域にもたらした。

1996 年には  Al ex a n d er  S tep h en  Ho use を買い上げ、 2 万平方スクエアの施設

と 100 の職を提供した。  

 
２）活動内容  

Gov a n  W o rk sp a c e は管理された作業所を運営し、小企業に対してユニッ
トやスペースを提供するだけでなく、テナント事業体に対するビジネス ･サ

ービスも行っている。最近では、 G ova n  W o rk sp a ce はクライド河畔の近隣
の土地 (5 .5 エーカー )を購入し、ビジネス ｢キャンパス ｣の建設を計画中で、

これにより地域に 4 00 の新しい雇用が生まれると見込まれている。 G o van  
Wo rk sp a c e はローカルな独立企業で、地域社会を理解している地域住民に
より運営されている。  

 
３）政府とのパートナーシップ  

Gov a n  W o rk sp a c e は政府からは独立した立場であるが、過去には不動産
購入のため、政府から融資と助成金を得ていた。  

 
４）経営と子会社との関係  

Gov a n  W o rk sp a c e は少人数のスタッフで構成され、そのほとんどが経営
陣として総務管理的サポートをしている。コミュニティベースの組織で (も

ともとは「コミュニティ・ビジネス」であった )、地域住民が保有管理し、

http://www.govanworkspace.co.uk
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地域住民の利益のために運営されている。しかし地域における加盟会員数

は予想に反して低い。  

 
５）支援内容  

Eld erp a rk  W o r ksp a ce 購入のため助成金と融資を受ける。  

プラス面 マイナス面 
• 相当の資産を有し、規模拡大が可能

である。 
• スタッフ数が少ないため、スタッフ

管理の問題はあまりない。 
• コミュニティベースではあるが、お

そらく地域社会に対する自己説明は
あまり行っていないと思われる。 

 

• 会員数が多くないので、コミュニテ
ィへの焦点が失われた可能性あり。 

• 多角展開を行わず、ワークスペース
開発にのみ特化している。 

問題点 
• コミュニティに根ざすというルーツを見直すべき。 
• Govan Workspaceはコミュニティ・エンタープライズとして認識されておらず、

事実それを隠そうとしている。  
• 多角化をめざすべきか？それともワークスペース開発のみに特化すべきか？ 

 

（３） Eng ine  She d              www.eng ine shed .o rg .uk   
使命/目的 学習障害のある人たちに実地研修をすることで、有償の職業への移行

をスムーズにする手助け。 
設立年 1989 
法的組織形態 慈善団体格を有す有限責任保証会社 
年商 40万ポンド 
資金調達 エジンバラ市議会から年間 20万ポンドの助成金を受け、商取引により

20万ポンドの所得 (商取引による収入を全体の 85％に引き上げること
を目指している)。 

資産 主要資産は保有せず、 Engine Shed はエジンバラ市議会より市場価格
にて賃貸。 

スタッフ/ 
ボランティア 

主要スタッフ 16名; ボランティア 2名; 経営理事会はボランティアメ
ンバーが約 12 名 
; 30 名の学生アルバイト 

会員数  会員なし 

１）沿革  

En g in e S h ed は  Ga r va l d  Co mmu n i t y  En te rp r i s es  Li mi t ed により設立された
が、後者は 6 つの Ga rv a ld 組織を有し、これら全てはルドルフ ･スタイナー
の業績によりインスピレーションを得て発足した。 E ng i n e  S h ed は実際のビ
ジネスの場での研修をすることにより、研修受講者が自信と自己尊厳を持

てるようにする。この団体は 20 03 年にビルの構造改装を行うことで ｢再発

足 ｣し、現在では会議室、会議場、展示スペースを提供している。  

 
２）活動内容  

http://www.engineshed.org.uk
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全体として、 E ngin e Shed は年間 36 の研修の場を提供し、研修者は 5 ヵ

所の作業場もしくは企業   

: カフェ、ベーカリー、ケータリングサービス、食品加工、ショップ (最

近閉鎖される )で就労している。研修者への研修期間は 3 年で、地域の雇用

主のもとでの実際の就労経験の場を持つ手助けや、資格、スキル、将来の

雇用獲得の手助けをしている。  
 
３）政府とのパートナーシップ  

En g in e Sh ed  は、市議会から研修者への助成金、研修スペースの提供貸与
を受けているので、地方自治体 (エジンバラ市議会 )とつながりがある。ま

た市議会のソーシャルワーク局は、人々が研修を受けるよう E ng in e  s h ed  に
紹介をしている。 Th e  E n g in e S h ed  はまた民間セクター、公的セクターとい
った地域の雇用主とパートナーシップ協定を結んでいる。 . 

 
４）経営と子会社との関係  

En g in e S h ed の管理スタッフは、有償の主要スタッフ、ボランティア、ア
ルバイトの学生といった様々な人材をまとめて管理しなければならない。

これは容易なことではなく、細かい配慮や理解と同様に、明確な企業とし

ての価値観を共有する必要がある。  

 
５）支援内容  

En g in e Sh ed  はエジンバラ市議会より年間助成金を受けており、この額は
毎年見直される。またコミュニティ・エンタープライズ支援ユニットや

So ci a l  F i r ms  S co t la nd からアドバイスや情報提供といった形での支援を受け
ている。  

プラス面 マイナス面 
• 現実のビジネスの場で意義ある研修

を提供。 
• スタッフにとって興味とやりがいの

ある仕事。 
• 研修者は一般人と直接接することが

出来る。 
• Engine Shed は研修者顧客に評判が

良い。 

• 長期的な資金が保証されていない。 
• ビジネスを継続させるための資金獲

得が困難なので、スタッフはしばし
ばストレス状態。 

• 本来 Engine Shedは就労可能なスキ
ルを身につけることを目的としてい
るのに、ケータリングのスキルを身
につける場所と誤解する人がいる 。 

問題点 
• 長期的な財政面での安全性。 
• SNP（Scottish・National・Party）がエジンバラ市議会で優勢になったという政治

環境の変化。 
• 社会的利益を目指して研修を行うというビジネスの管理自体が難しい。 

 
３  社会的企業支援組織の実例  
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（１） Sc o tt is h  So c ia l  En te rp r i se  Co a l i t io n  (SSEC)   www.ssec .o rg .uk   
使命/目的 社会的企業の集団的意見として、スコットランド全土の政治的あるい

は政策環境における政策決定者により認識、評価されること 
設立年 2005 
法的組織形態 有限責任保証会社 (慈善団体ではない) 
年商 21万 7 千ポンド 
資金調達 SSEC は 13 万ポンドをスコットランド政府から中核的資金として授

与されており、それ以外の収入は会費、イベント開催による直接資金
調達で賄われている。 

資産 主要資産なし 
スタッフ/ 
ボランティア 

現時点では最高執行役員、情報担当役員、管財人、ボランティアの理
事会メンバー(10～12 名) 

会員数  正会員は全ての社会的企業支援組織(正会員 16 名 ) 
準会員は支援者や社会的企業 (準会員 36 名) 

１）沿革  

SSE C は非政府組織である社会的企業支援組織の全てをまとめるプロジ
ェクトとして発足し、社会的企業に対する支援のコーディネートを目指し

た。現在では正式な法人格を取り、スコットランドでの社会的企業を代表

する立場であり、社会的企業セクターの存在感を高める役割を果たしてい

る。  

 
２）活動内容  

SSE C は社会的企業に対する政策や政治家に影響を与えるのに重要な役
割を果たしている。社会的企業の利点は効率の高い ｢ビジネス ｣モデルであ

ることを世に示している。そのためにイベントを開催したり、会議に出席

し講演を行い、毎年集客力のある社会的企業のための見本市を運営してい

る。 SS EC が政府のスコットランド社会的企業戦略に大きな影響を与えた
ことはゆるぎない事実である。  

 
３）政府とのパートナーシップ  

SSE C はスコットランド政府と密接なつながりを持っている。その主たる
理由は C o mmu n i t i es  S co t l a n d を通じて政府から 3 年間資金を授与されている

からである。しかし政府からは独立した立場にあり、信頼性を得るために

も独立の立場を維持しなければならない。  
 
４）経営と子会社との関係  

SSE C のスタッフ ･チームは小規模だが、資金を得ての拡大を目指してい
る。SSEC の収入の大部分はスタッフの給与に充てられている。スコットラ
ンド政府にとっても SSE C は、社会的企業セクターを代表する立場をとる
唯一の団体であることから、必要な存在である。 SS EC 発足以前は、スコ
ットランド政府にとって複数の異なった社会的企業支援組織が存在するこ

http://www.ssec.org.uk
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とは、対処に窮する状態であった。しかしながら、正会員相互の間で競争

関係が生まれ緊張が高まり、時として SS EC との間で競争関係が生じるこ
ともある。一方 SSE C は、準会員とは良好な関係を保っているが、彼らの
SSEC 内での影響力はさほど大きくない。  
 
５）支援内容  

支援の大部分はスコットランド政府からの資金授与があり、彼らと密接

な関係である。理事会で議決権を持ち支援をする正会員からは、情報アド

バイス以外にも現物による支援が得られている。  
プラス面 マイナス面 
• 社会的会計監査を成果とインパクト

の測定方法として実施している。 
• マスコミ、政治家の間で存在感が非

常に高い。 
• 非常に異なった支援組織を纏め上げ

ることに成功した。 
• スコットランド社会的企業戦略に影

響を与えた。 
• 乏しいリソースで高い存在感を達成

した。 
• 組織間の仲介に成功。 

• いまだに社会的企業に対する一般大
衆の概念に影響を与えられない。 

• 社会的企業は正会員になれないた
め、会員資格基準に問題あり。 

• 非常に小規模な組織である。 
• SSEC はあまりにも多くの異なった

活動方向に手を広げている。 

問題点  
• このセクターは SSEC によって｢過剰喧騒」されている危険性があり、長期的には

期待にこたえられない事態になりかねない。 
• 現時点ではスコットランド政府に対する依存度が非常に高い。 
• 資金授与の期間が比較的短い(3年間)。 
• 会員資格に問題があり、社会的企業が正会員になれない事実が問題化しつつあ

り、不満の原因となっている。 

 
（２） Sen scot  (Soc ia l  En t rep re neu r  Ne t wo rk  Sc ot land ) www.sensc o t .ne t  
使命/目的 社会企業家がより効率的になれるようなネットワークの構築とサービ

スを通じ、社会企業家と彼らのイニシアティブが評価されるような、
社会的に正しいスコットランドを達成すること 

設立年 1999 年だが法人格取得は 2004 年 
法的組織形態 慈善団体格を有する有限責任保証会社 
年商 34万 8 千ポンド 
資金調達 Senscot はスコットランド政府(Communities Scotlandを含む)より 27万

ポンド、Esmee Fairburn から 1 万 5 千ポンドを受給する。  その他は商
取引、会員費収入、特定プロジェクト等からの収入 

資産 取り立てて資産なし 
スタッフ/ボ
ランティア 

スタッフ 7 名、ボランティアの理事会理事 9名、その他ボランティア
はなし 

会員数  ネットワークのメンバー(約 3,500 の個人および団体) が毎週ニュー
ズレターを受け取っている。  
企業メンバー(90) – 理事会理事に対する投票権を有するもの 

  

http://www.senscot.net
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１）沿革  

S ensco t は自分たちと同 様な事をしている 者同士が結びつくことによ り、
仕事上のメリットが生まれると考えた社会企業家たちによって設立された。

S ens co t は今や、社会的資本、ネットワークの独立性、 ｢開かれたネットワ
ーク ｣としてのＩＴ、メンバーに対して素早いリスポンスを取る態度といっ

た原理を信念とするネットワーク組織となっている。  

 
２）活動内容  

・毎週の e メールによるニューズレター、包括的ウェブサイト

(www .sen scot.ne t) 、人の輪を広げることを通じて、社会企業家を結びつ

け、情報提供を行う。  

・ Lo ca l  So ci a l  E n t rep ren eu r  N et wo rk s (スコットランドで 15 団体 )の設立を

通じてローカル ･ネットワークの環境作りをし、会合を開催し、ネットワー

クに関心を持つ 5,500 名のデータベースを編集。   

・分割組織 (D ev el op m en t  T r u s t  As so c ia t i o n S co t l an d、 So cia l  E n t er p r i s e  
Aca d em y および F i r s t  P o r t といった組織 )を通じて社会的企業セクターの開

発、政策に影響を与える、公での講演、刊行物の出版。  

・社会的企業と支援組織にオフィス ･スペースを提供する中部エジンバラの

大型ビルの管理。  

 
３）政府とのパートナーシップ  

S ensco t は SS EC との間に公的つながりがあり、スコットランド政府から
相当額の資金を受けているが、公的パー トナー合意は  全く結んでいない。

S ens co t は自らの独立性に誇りを持っている。   

  
４）経営と子会社との関係  

S ensco t の支出のかなりの部分は給与支払  (年間 21 万 3 千ポンド ) で、

支払対象は執行役員、ネットワーク開発マネージャー、情報担当理事、オ

フィス ･マネージャー、ＩＴ担当理事と総務管理スタッフで、その組織は効

率が良く情報が行き渡り、しっかりと管理されているようである。 ボラン

ティアは使っていない。週刊の e メール ･ニューズレターは情報満載で、カ
ラーがはっきりしている。 S en sco t のウェブサイトは質が高く、約 1, 500 名

が毎週 5 千ヒットするほどよく利用されている。  

 
５）支援内容  

S ensco t  は相当額の資金をスコットランド政府から受けており、経験豊か
な個人で構成された小規模であるが効率の良い理事会を持っている。  

 

http://www.senscot.net
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プラス面 マイナス面 
• 質の高い週刊ニューズレター。 
• 非常に効率が良く、画期的なローカ

ル･ネットワーク。 
• 良質な情報源 – ケーススタディー、

実例、統計。 
• 有効なロビー活動と、政府、公務員

に対する影響力を持つ。 
• スコットランドでは中心的な社会的

企業ネットワーク組織。 
• 効率よく人柄のよいスタッフ。 
• イニシアティブを策定し育んで、独

立させ発展させる手法に長けてい
る。 

• 持続性のない主張をしてしまうこと
がある。 

• 本来純然たるネットワーク組織であ
るにもかかわらず、他の組織の発展
を具体的に支援することに成功した
経緯。 

• しばしば率直に意見を述べるため、
積年にわたって敵を作ってしまっ
た。 

問題点  
• Senscot が提供するサービスと他の支援組織のサービスの間に重複があるにもか

かわらず、双方ともスコットランド政府から資金を受けている。合併するという
考えもあるのでは？ 

• Senscot には価値ある資産はあまりないが、財務とリスクを効率よく管理してい
る。 

• ｢ネットワーク作り｣により社会的企業とその可能性が「過剰喧騒」されたものの、
現実には商取引を行う社会的企業の活動内容が改善したり増加したわけではな
い。 

 
（３） Sc o tt is h  S oc ia l  En te rp r i se  Acade m y   ww w.theac adem y-ssea .o rg   
使命/目的 社会企業家といった個人に焦点を当てて、社会的経済とコミュニティ

再生セクター向けの研修を策定実施する。 
設立年 2004 
法的組織形態 慈善団体格を有する有限責任保証会社 
年商 23万 5 千ポンド 
資金調達 SSEA は社会的企業で会費収入を得ている。スコットランド政府

(Communities Scotland) から 11万 7千ポンドの助成金を受けている。 
資産 価値ある資産はなし 
スタッフ/ボ
ランティア 

5 名の核となるスタッフ･メンバー、モジュラー･トレーニングを実施
する協力指導員(Associate Tutors)20 名、理事会を構成する 7名のボラ
ンティア理事 

会員数  会員なし 

１）沿革  

SSE A は、社会的企業は自らが必要とするスキルに特化した研修団体から
利益を得られると考えた複数の社会的企業支援組織により設立された。  

現在では正式認可されたＩＬＭ  センター  ( I n s t i tu t e o f  l ead ers h ip  a nd  
Ma na g em en t) となり、スコットランド全土、様々な場所でコースを開催し
ている。建屋を持っているわけではないが、他の同様な組織とパートナー

シップを結び、協力講師による研修を提供している。特定の社会的企業あ

るいは社会的企業グループ向けに個別の研修プログラムを策定することも

可能である。  

http://www.theacademy-ssea.org
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２）活動内容  

SSE A は社会的企業の実践者に対して “A ct i o n  L ea r n in g” (行動学習 )を

行っている。これは人々の経験や知識をインターアクティブに利用し問題

を解決する手法である。モジュラー ･コースで取り扱う内容は : 公共セク

ターとの契約、社会的企業の開発、社会的企業の発足、リーダーシップ、

社会的会計監査である。  

 
３）政府とのパートナーシップ  

Co mmu n i t i es  S co t l a nd (スコットランド政府 ) は毎年 SS E A に対して資金
を供与しているが、この額は S S EA の発展とともに年々減少してきている。 

また F u tu reb u i l d er s  (社会的企業に対する資金供与プログラム ) は研修者に

奨励金を提供している。資金を受けつつ Aca d em y を維持することは、SS E A
にとって常に頭を悩ます問題である。  
 
４）経営と子会社との関係  

協力指導員とパートナーの中には、少数の核となる ｢ハブ ｣と呼ばれるス

タッフがいる。これは 3 方向の関係で、 Aca d em y はパートナーを管理し、
指導員はモジュールを策定する。また S SEC は ｢重要な友人 ｣と呼ばれる人

物を雇用し、定期的に研修の評価を行う。 SS E A は実際研修を受けた社会
的企業からは評価されているが、民間企業や協同組合における評判は芳し

くない。  

 
５）支援内容  

SSE A は C o mmu n i t i es  S co t l an d から助成金とアドバイスを受け、社会的企
業支援組織からの支援を受けている。   

プラス面 マイナス面 
• 資金を受けるのは 3 年間のみで、し

かもその金額は毎年定額で減額され
ている。 

• スタッフの研修を必要とする大規模
の社会的企業からの評価は高く、頻
繁に利用されている。 

• 限られた資金を有効に活用している 
– 箱物（はこもの）(施設建設)に多
大な費用をかけない。 

• パートナーシップや人脈を駆使する
のに長けている。グラスゴー・カレ
ドニアン大学と共同でコース計画を
立てるなど。 

• 品質管理にばらつきがあり、コース
の良し悪しの差が大きい – 普遍的
水準を維持するのが困難。 

• コースの中には漠然とした内容のも
のもある。例として “リーダーシッ
プ” 。 

• 資産がないのでさらに融資を受ける
ことが出来ず、常に資金提供に頼ら
ざるを得ない。 

 

問題点  
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• 資金繰りが問題で、常に支払い回収に追われている。 
• 研修の質とレベルの維持。 
• 広範なコースを提供しているので、特定の社会的企業にとってどのコースが適切

なのか混乱を生じる。 
• それ以外の研修提供者、例えば民間企業でも社会的企業に対して研修を行うこと

が多くなってきているので、競争が激化する。 
 
４  社会的企業と支援をめぐる更なる問題  
 
現時点では社会的企業に対する政府の支援が広がりすぎて、実現不可能

な期待を生み出しているという危険をまざまざと感じる。社会的企業は現

在急速に拡大していくと期待されているが、時期尚早のうちに期待が高ま

りすぎた可能性がある。   
 
社会的企業は公益の目標を達成するために、共同と協力に価値を見出す。

他方、社会的企業は市場において、民間組織と競争することを期待されて

いるが、他の社会的企業とは協力するものと考えられている。このことが

混乱の原因となる。  
 
民間セクターの組織経営に比べ、社会的企業の経営ははるかに複雑であ

る。社会的企業の経営陣は、社会的企業が商取引、契約獲得、資金獲得に

おいて、経済的に持続可能であるようにする必要がある一方で、 ｢社会的利

益 ｣を最大化し、スティクホルダーに対する責任説明を果たさなければなら

ない。これはなかなか容易なことではない。  
 
社会的企業はボランティアや無償スタッフとして活動する個人が構成す

る管理委員会が統括することが多い。  ということは (必ずしも全てではな

いが ) 、社会的企業の運営に必要なだけの積極的な関与が出来ていない可

能性がある。  

 
財政面で社会的企業に投資する組織は、このセクターのことを理解する

必要がある。従来的な考えを持つ銀行員で、経験、知識の蓄積のもとに  自
信を持って社会的企業を支えようという者はほとんどいない。  
 
社会的企業にはしばしば長い「懐妊」の期間が必要である。その理由は、

社会的企業の経営と、商業的、社会的目的のバランスを取ることが困難な

ため、 ｢本格的に仕事を始める ｣のに時間がかかるからである。したがって

根気と忍耐が必要である。  
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第 ３ 章   社 会 的 包 摂 手 法 に よ る 地 域 の 再 生 に 向 け た 取 り 組 み （ 提 言 ） 

   
本 章 で は 、 前 章 ま で の 定 量 分 析 、 ア ン ケ ー ト 調 査 、 ヒ ア リ ン グ 調

査 な ど か ら の 知 見 と 、 そ れ に 関 連 す る 先 行 研 究 を 整 理 ・ 分 類 す る こ

と を 通 じ て 、 地 域 再 生 に 向 け た 社 会 的 企 業 支 援 の 方 向 性 を 構 造 化 す

る 。 次 に 、 個 々 の 方 向 性 に 基 づ い て 、 神 戸 市 全 体 に 共 通 す る 方 策 と

同 時 に 、 第 2 章 の 定 量 的 把 握 で 抽 出 さ れ た 個 別 地 域 に 固 有 の 方 策 を

提 示 す る 。 ま た 、 社 会 的 包 摂 を 視 点 と し た 新 た な 都 市 政 策 の 方 向 性

を 提 案 す る 。  

 
第 1節  社 会 的 包 摂 手 法 に よ る 地 域 再 生 の 方 向 性  

主 と し て 、 ヒ ア リ ン グ 調 査 結 果 を も と に 、 各 事 例 か ら ユ ニ ー ク で

あ っ た 点 、 有 効 で あ っ た 点 を 検 討 し な が ら 具 体 的 な 方 向 性 を ま と め

る 。  

 
１  地 域 課 題 ・ ニ ー ズ の 発 見  

社 会 的 企 業 に お い て は 、 法 ・ 制 度 か ら も れ た 部 分 を 市 民 自 身

で 補 う と い う 発 想 が 課 題 の 発 見 を 導 い て い る 場 合 が 多 い 。 た と

え ば 、 介 護 保 険 に よ る サ ー ビ ス 提 供 は い わ ば 最 低 限 の 生 存 権 レ

ベ ル で の カ バ ー に す ぎ な い 。 と こ ろ が 高 齢 者 の ニ ー ズ は そ の レ

ベ ル だ け で は な い 。 快 適 な 移 動 や 居 住 空 間 の 整 備 な ど 生 活 の 質

の 維 持 ・ 向 上 も 望 ま れ て い る 。 そ れ が 困 難 な 高 齢 者 に 対 し て 対

価 性 を も っ て 家 事 サ ー ビ ス を 提 供 す る こ と は 生 活 の 課 題 の 解 決 、

す な わ ち 地 域 課 題 の 解 決 で あ る 。 ま た 見 落 と さ れ が ち な ニ ー ズ

で も あ る 。（「 神 戸 東 部 Ｎ Ｐ Ｏ サ ー ビ ス セ ン タ ー 」）  
高 齢 者 に お け る 生 活 の 質 の 向 上 と い う 視 点 が そ う で あ る よ う

に 、 社 会 的 に 排 除 さ れ が ち な 人 び と は 、 ほ と ん ど の 場 合 、 同 時

に 少 数 者 で あ り 、 多 数 者 の 眼 か ら は 見 落 と さ れ が ち で あ る と い

う 点 で 共 通 し て い る 。「 (特 活 )神 戸 定 住 外 国 人 セ ン タ ー 」に お け
る 在 日 コ リ ア ン の た め の 居 場 所 づ く り 、「 (特 活 )ウ ィ ズ ア ス 」が
実 施 し て い る 障 害 者 ・ 高 齢 者 が ふ つ う に 旅 行 が で き る た め の 支

援 、 ま た 「 (社 福 )プ ロ ッ プ ・ ス テ ー シ ョ ン 」 に お け る 、 働 く こ
と や 税 を 納 め る こ と を 通 じ て 実 質 的 に 社 会 に 参 画 ・ 貢 献 し て い

く と い う 障 害 者 の 願 い な ど は 、 日 本 人 や 健 常 者 と い う 多 数 者 か

ら は み え に く い ニ ー ズ で あ る 。「旅 行 先 で 、夫 が 介 助 を 必 要 と す

る 妻 を 女 湯 に 入 れ ら れ な い 」 な ど の こ と は 、 ま さ に 多 数 者 が 見

失 い が ち な 視 点 で あ る 。  
こ の よ う な 視 点 は 、 事 業 者 が 少 数 者 と し て の 当 事 者 で あ る こ

と に よ っ て 得 ら れ る 場 合 が 多 い 。 在 日 コ リ ア ン に 対 す る 支 援 事

業 を 在 日 コ リ ア ン が 発 想 す る こ と（「 (特 活 )神 戸 定 住 外 国 人 セ ン
タ ー 」）や 、障 害 者 の 旅 行 に 対 す る 支 援 事 業 を 多 く の 障 害 者 が 担
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っ て い る こ と （「 (特 活 )ウ ィ ズ ア ス 」） は そ の 例 で あ る 。  
地 域 の 課 題 と 並 ん で 、 起 業 家 や 団 体 に と っ て の 課 題 と ミ ッ シ

ョ ン の 発 見 と い う 面 も 見 逃 せ な い 。 こ れ ま で 企 業 で 活 動 し て い

た 人 が 退 職 後 に 地 域 に も ど り 、 そ の 課 題 や 行 政 の 現 状 を 知 る こ

と に よ っ て ミ ッ シ ョ ン に 目 覚 め た り （ (特 活 )お お さ か 元 気 ネ ッ
ト ワ ー ク 理 事 長 ）、一 般 的 な 青 少 年 健 全 育 成 に 従 事 し て き た 機 関

が 、 引 き こ も り や 無 業 の 青 少 年 の 問 題 に 着 目 し 、 新 た な 事 業 と

し て こ れ ら の 人 び と に 対 す る 支 援 に 乗 り 出 し た り し て い る 例

（「 (特 活 )こ う べ ユ ー ス ネ ッ ト 」）、あ る い は 行 政 の 事 業 を 受 託 し
て み て 行 政 の 縦 割 り 体 制 の 限 界 や 総 合 的 な 情 報 の 欠 如 を 実 感 し 、

中 間 支 援 組 織 の 設 立 に つ な が っ た 例（「 (特 活 )お お さ か 元 気 ネ ッ
ト ワ ー ク 」） が あ る 。  
こ の よ う な 事 例 か ら 、 社 会 的 企 業 の 地 域 再 生 に 向 け た 取 組 み

に お い て 、 ま ず は 地 域 や 市 民 に 深 く 入 り 込 ん で 、 地 域 や 市 民 の

視 点 か ら 、非 常 に 見 え に く く な っ て い る「 地 域 課 題 」「地 域 ニ ー

ズ 」 を 発 見 す る こ と が 必 要 で あ る と い え る 。  
 

２  す べ て の 人 々 の 社 会 へ の 包 み 込 み  

ヒ ア リ ン グ 調 査 の 各 事 例 に お い て 、一 般 社 会 か ら 疎 外 さ れ が

ち な 高 齢 者 、障 害 者 、外 国 人 な ど が 、彼 ら に 必 要 な サ ー ビ ス の

提 供 や 活 動 を 実 践 し て い る 。「（ 特 活 ）ウ イ ズ ア ス 」で は 、障 害

者 ・ 高 齢 者 の 旅 行 支 援 事 業 や 地 域 情 報 紙 「 び と （ b i t o）」 の 取
材 ・ 編 集 事 業 を 、 働 く 障 害 者 が 主 体 （ ス タ ッ フ 1 0 人 の う ち 8
人 が 障 害 者 ）と な っ て 、障 害 者 本 位 の 視 点 や 創 意 工 夫 で 進 め て

い る 。こ の 事 業 を 通 じ て 、障 害 を 持 つ 者 を 含 め ス タ ッ プ は 新 し

い 経 験 や 訓 練 を 積 み 、自 ら の 能 力 を 磨 き 、ス キ ル を 蓄 積 す る 機

会 を 得 て い る 。「（ 社 福 ）プ ロ ッ プ・ス テ ー シ ョ ン 」で は 、講 師

や ス タ ッ フ に 多 く の チ ャ レ ン ジ ド が 携 わ っ て い る 。「 神 戸 東 部

Ｎ Ｐ Ｏ サ ー ビ ス セ ン タ ー 」で は 、軽 微 な 作 業 に 障 害 者 を 起 用 し

て い る 。「（ 特 活 ）た か と り コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー 」で は 、外 国

人 を 助 け る の で は な く 、彼 ら の 力 を 借 り て 、ま ち で エ ス ニ ッ ク

の ビ ジ ネ ス を つ く っ て い く と い う ス タ ン ス で 活 動 し て い る 。  
ま た 、「 北 須 磨 団 地 自 治 会 」 で は 、 知 的 障 害 者 更 生 施 設 の 入

居 者 が 週 ２ 回 、地 元 公 園 や バ ス 停 留 所 の 清 掃 活 動 を 実 施 し て い

る 。こ れ が き っ か け と な っ て 、老 人 会 も バ ス 停 留 所 等 で タ バ コ

の 吸 い 殻 の 清 掃 活 動 を 始 め た 。  
こ の よ う に 、 サ ー ビ ス 提 供 に お け る 役 割 の 固 定 化 を 見 直 し 、

サ ー ビ ス の 受 け 手 が 担 い 手 に な る よ う に 、す べ て の 人 を 社 会 に

包 み 込 む こ と が 必 要 で あ る 。  
  
３  社 会 的 企 業 の 自 律 的 な 運 営  
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   社 会 的 企 業 の 自 律 的 な 運 営 に と っ て 不 可 欠 な 人 、資 金 、モ ノ 、
情 報 を 中 心 と し た 経 営 資 源 の 充 実 等 の 方 向 性 を ま と め る 。  

 
（ １ ） リ ー ダ ー の 発 掘 ・ 養 成  

ヒ ア リ ン グ 調 査 の 各 事 例 い ず れ に お い て も 、 活 動 を 開 始 し 、

継 続 さ せ る た め 、リ ー ダ ー は 必 要 不 可 欠 な 存 在 で あ る 。「（ 社 福 ）

プ ロ ッ プ・ス テ ー シ ョ ン 」の 活 動 は 、竹 中 理 事 長 の 個 性 に 負 う

こ と が 大 き い と い わ れ て い る 。「 北 須 磨 団 地 自 治 会 」 で は 、 高

い 行 政 折 衝 力 を も つ リ ー ダ ー の 存 在 が 大 き い 。「 住 吉 台 く る く

る バ ス 」の 定 期 運 行 を 実 現 す る た め に 結 成 さ れ た 住 民 主 体 の 組

織 に は 、地 域 活 動 に 熱 心 で 、地 域 の 事 業 を 客 観 的 に よ く 理 解 す

る リ ー ダ ー 的 な 人 が い た 。「（ 特 活 ）神 戸 定 住 外 国 人 支 援 セ ン タ

ー 」 で は 、「 現 在 は リ ー ダ ー シ ッ プ で 事 業 を 展 開 し て お り 、 リ

ー ダ ー が 代 わ っ た 場 合 に 事 業 が う ま く い く か ど う か わ か な い 」

と 指 摘 さ れ た 。  
こ の よ う に 、継 続 的 に 事 業 を 行 う 社 会 的 起 業 家（ ソ ー シ ャ ル

ア ン ト レ プ レ ナ ー ）と し て の リ ー ダ ー を 発 掘 、養 成 す る こ と が

必 要 で あ る 。  
 
（ ２ ） 多 様 な 人 材 の 取 り 込 み  

実 働 部 隊 と し て 、元 気 な 高 齢 者 や 思 い の あ る 主 婦 層 な ど を 活

動 に 取 り 込 む こ と が 求 め ら れ て い る 。「 井 吹 台 自 治 会 連 合 会 」

で は 、参 加 者 に 対 し て 無 理 の な い よ う に と 心 が け た り 、若 い 世

代（ お 母 さ ん た ち ）が や り が い の あ る よ う 工 夫 し た り し て い る 。

「 北 須 磨 団 地 自 治 会 」で は 、住 民 を 巻 き 込 む た め 、多 様 な イ ベ

ン ト を 開 催 し て い る 。「（ 特 活 ） 神 戸 定 住 外 国 人 支 援 セ ン タ ー 」

で は 、ボ ラ ン テ ィ ア 講 座 を 開 設 し 、熱 心 な 受 講 生 に 対 し て リ ク

ル ー ト を 実 施 し て い る 。「（ 特 活 ）く ら し 協 同 館 」で は 、女 性 が

中 心 と な っ て 運 営 さ れ て い る が 、経 理 や 力 仕 事 、備 品 の 修 理 な

ど は 業 務 経 験 の あ る 夫 が 実 施 し て い る 。  

こ の よ う な 様 々 な 仕 掛 け に よ り 、隠 さ れ た 、多 様 な 人 材 を 活

動 に 取 り 込 む こ と が 必 要 で あ る 。  

 
（ ３ ）  財 源 ミ ッ ク ス の 確 立  

社 会 的 企 業 を 対 象 と し た ア ン ケ ー ト 調 査（ 以 下 、「社 会 的 企

業 調 査 」 と 呼 ぶ ） で 各 財 源 の 平 均 的 内 訳 を 整 理 す る と 、 最 も

多 い の が 自 主 事 業 収 入 で 2 3 . 7％ 、 以 下 会 費 収 入 ( 1 5 . 4％ )、 行
政 か ら の 事 業 受 託 に よ る 収 入 ( 1 3 . 8％ )、 行 政 か ら の 補 助 金 ・
助 成 金 ( 1 2 . 8％ )な ど の 順 で あ っ た 。 こ れ ら を 全 国 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人
へ の 調 査 と 比 較 す る と 、 自 主 事 業 と 受 託 事 業 の 合 計 値

( 5 0 . 7％ )は 全 国 調 査 ( 6 4 . 3％ )よ り 低 く 、 寄 付 ・ 助 成 (社 会 的 企
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業 調 査 2 9 . 2％ )や 会 費 収 入 (同 1 5 . 4％ )は 高 く な っ て い る 。（問
６ ）  

す な わ ち 、 本 調 査 は 事 業 性 が 強 い と み な さ れ る 社 会 的 企 業

に 対 す る 調 査 で あ り な が ら 、 非 事 業 的 な 活 動 も 含 む Ｎ Ｐ Ｏ 法

人 一 般 よ り も 事 業 収 入 割 合 が 低 い 。  
ヒ ア リ ン グ 対 象 で 財 源 内 訳 の 明 ら か な も の を み る と 、「神 戸

東 部 Ｎ Ｐ Ｏ サ ー ビ ス セ ン タ ー 」は 事 業 収 入 2 5％ 、寄 付・助 成
金 5 0％ 、会 費 2 5％ 、ま た「 (社 福 )プ ロ ッ プ ス テ ー シ ョ ン 」は
事 業 収 入 7 0％ 、 寄 付 2 0％ 、 会 費 1 0％ で あ り 、 業 態 に よ っ て
構 成 に 差 が あ る 。（「 神 戸 東 部 Ｎ Ｐ Ｏ サ ー ビ ス セ ン タ ー 」 の 会

費 は ネ ッ ト ワ ー ク 団 体 か ら の も の で あ り 、 こ れ を 事 業 収 入 と

み な す と 約 半 分 が 事 業 収 入 で あ る と み る こ と も で き る 。）  
自 主 事 業 収 入 割 合 が 相 対 的 に 低 い こ と か ら も 推 測 で き る よ

う に 、 社 会 的 企 業 調 査 に お い て 団 体 の 課 題 を 尋 ね た 設 問 に お

い て も 自 主 事 業 に よ る 収 入 の 確 保 が 充 分 に で き て い な い 団 体

が 4 4 . 8％ （「 あ ま り で き て い な い 」 と 「 全 く で き て い な い 」
の 合 計 値 ）に の ぼ っ た 。団 体 の 年 間 収 入 規 模 別 に み る と 1 , 0 0 0
万 円 が 明 暗 を 分 け る ラ イ ン と な っ て お り 、 こ れ 以 下 の 収 入 規

模 の 団 体 に お い て 「 で き て い な い 」 と す る 団 体 が 多 く な っ て

い る 。（ 問 1 3）  
次 に 、 行 政 か ら の 事 業 受 託 に つ い て 見 て い く 。 行 政 か ら 社

会 的 企 業 へ の 事 業 委 託 に つ い て 、今 回 、国 の「 地 域 再 生 計 画 」

に 認 定 さ れ た 自 治 体 を 対 象 に 実 施 し た ア ン ケ ー ト 調 査（ 以 下 、

「 自 治 体 調 査 」 と 呼 ぶ ） で は 、 約 7 割 の 自 治 体 が 事 業 委 託 を
行 っ て い る 。そ の 内 容 を 見 る と 、「自 治 体 の 施 設 の 運 営 」と す

る 割 合 が 6 1 . 4％ と 最 も 多 く 、 つ い で 、「 イ ベ ン ト の 実 施 」 と
す る 割 合 が 4 6 . 2％ と 多 い 。  
こ れ に 対 し て 、 行 政 の 事 業 委 託 に 関 す る 社 会 的 企 業 側 の 意

識 を 、 今 回 実 施 し た 社 会 的 企 業 調 査 で 見 る と 、 団 体 の 課 題 で

は 、 行 政 な ど か ら の 受 託 事 業 の 獲 得 に つ い て 「 全 く で き て い

な い 」 と す る 割 合 が 2 4 . 1％ で 1 6 項 目 中 、 最 も 高 い 。 ま た 、
年 間 収 入 の 規 模 と の 関 係 で は 、「全 く で き て い な い 」と す る 割

合 が 1 0 0～ 5 0 0 万 円 の 団 体 で 3 4 . 6％ 、 5 0 万 円 未 満 の 団 体 で
3 1 . 6％ と 、 収 入 の 小 さ な 団 体 で 高 く な っ て い る 。（ 問 1 3）  
一 方 、 行 政 か ら の 委 託 事 業 を 「 受 け た こ と が な い 」 と す る

団 体 は 過 半 数 の 5 2％ で あ る 。こ の 割 合 は 、年 間 収 入 1 0 0～ 5 0 0
万 円 の 団 体 で 6 9 . 2％ 、5 0 万 円 未 満 の 団 体 で 6 8 . 4％ と 問 1 3 と
同 様 に 収 入 規 模 の 小 さ な 団 体 で 高 く な っ て お り 、〈行 政 か ら の

事 業 受 託 の 少 な さ 〉 → 〈 年 間 収 入 （ 事 業 規 模 ） の 少 な さ 〉 →

〈 団 体 運 営 上 の 課 題 化 〉と い う 構 図 を 推 測 す る こ と が で き る 。 
行 政 か ら 事 業 を 受 託 す る こ と の メ リ ッ ト の 筆 頭 は 「 活 動 資
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金 が 増 え る こ と 」 で あ る が 、 第 ２ 位 は 「 行 政 等 の サ ー ビ ス を

住 民 ニ ー ズ に 近 づ け る 取 り 組 み に 貢 献 で き る こ と 」 で あ り 、

事 業 を 通 じ て 行 政 と 住 民 と を 近 づ け る 役 割 も 挙 げ ら れ て い る 。 
逆 に デ メ リ ッ ト は 「 行 政 等 の ス リ ム 化 ・ コ ス ト 削 減 等 の 手

段 に 使 わ れ る こ と 」 と 「 財 政 運 営 が 受 託 事 業 収 入 に 依 存 的 に

な る こ と 」 が と も に 第 1 位 に 挙 げ ら れ て お り 、 安 易 で 安 価 な
委 託 に 対 す る 警 戒 感 と 、 財 政 運 営 の 主 体 性 が 損 な わ れ る こ と

へ の 危 惧 が あ ら わ れ て い る 。  
行 政 か ら の 受 託 事 業 は 、 団 体 に と っ て 長 期 的 な 見 通 し が つ

き に く い と い う こ と も 指 摘 さ れ て い る 。（「 (特 活 )こ う べ ユ ー
ス ネ ッ ト 」）す な わ ち 、受 託 量 が 大 き い ほ ど 陣 容 の 拡 大 や ス ペ

ー ス の 確 保 な ど 組 織 運 営 へ の 影 響 が 大 き く 、 事 業 が 終 了 し た

と き の 課 題 も 大 き く な る こ と が 予 想 さ れ る 。 こ の 「 (特 活 )こ
う べ ユ ー ス ネ ッ ト 」 や 「 (特 活 )お お さ か 元 気 ネ ッ ト ワ ー ク 」
は 行 政 か ら 年 間 1 , 0 0 0 万 円 以 上 の 規 模 の 事 業 を 委 託 さ れ て お
り 、 事 業 内 容 に も よ る が 、 受 託 期 間 の 終 了 後 は 組 織 や 活 動 内

容 の 再 構 成 を 迫 ら れ る こ と も 考 え ら れ る 。  
な お 、行 政 の 事 業 委 託 に 対 す る 姿 勢 は 、肯 定 派 が 3 9％（「 積

極 的 に 受 け る べ き で あ る 」 と 「 受 け た 方 が い い 」 の 合 計 値 ）、

否 定 派 が 1 0％ （「 受 け な い ほ う が い い 」 と 「 原 則 と し て 受 け
る べ き で は な い 」 の 合 計 値 ） で あ り 、 肯 定 派 が 優 勢 で あ る 。

（ 残 り は 「 ど ち ら と も い え な い 」 3 8％ な ど ）（ 問 1 8）  
そ の 他 、 行 政 か ら の 助 成 を 受 け て よ う や く 事 業 が 成 立 し て

い る 例 が あ る 。「 神 戸 東 部 Ｎ Ｐ Ｏ サ ー ビ ス セ ン タ ー 」 や 「 (特
活 )ウ ィ ズ ア ス 」で は 神 戸 市 の パ ー ト ナ ー シ ッ プ 活 動 助 成 を 受
け て い る が 、 こ れ ら の 助 成 が な け れ ば 事 業 の 成 立 が 危 ぶ ま れ

る と い う 指 摘 や 、 本 来 は 公 的 な 機 関 が お こ な う べ き 事 業 で あ

る と い う 指 摘 も あ る 。  
今 後 の 資 金 確 保 に つ い て 、「（ 特 活 ） ウ イ ズ ア ス 」 の 鞍 本 代

表 は 、「行 政 に よ る 補 助 が な く て も 事 業 収 入 で 継 続 的 に 事 業 が

展 開 で き る よ う に し て い く こ と が 一 番 の 課 題 で あ る 。障 害 者 、

高 齢 者 を 含 む 障 壁 を 抱 え る 方 の ニ ー ズ や 要 求 を 満 た す こ と を

通 じ て 業 績 に 転 換 し 、 財 政 基 盤 を 確 立 す る こ と で 自 立 し て い

く こ と が 重 要 で あ る 」 と 語 る 。 ま た 、「（ 特 活 ） た か と り コ ミ

ュ ニ テ ィ セ ン タ ー 」 で は 、 寄 付 ・ 補 助 金 ・ 自 主 財 源 か ら な る

現 在 の 財 源 構 成 を 、 今 後 は も っ と 自 主 事 業 を 開 発 す る 必 要 が

あ る と 考 え て い る 。  
こ の よ う に 、 補 助 金 ・ 助 成 金 に 過 度 に 依 存 す る こ と な く 、

行 政 か ら の 事 業 受 託 を 含 む 事 業 収 入 を 獲 得 す る こ と な ど で 、

財 源 ミ ッ ク ス を 図 っ て 、 組 織 の サ ス テ ィ ナ ビ リ テ ィ を 確 保 し

て い く 必 要 が あ る 。  
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ま た 、 行 政 の 事 業 委 託 に お い て 、 行 政 と 社 会 的 企 業 と の 対

等 の 立 場 や 委 託 事 業 の 適 正 な 対 価 が 求 め ら れ る 。  
    

（ ４ ）  事 務 所 ・ 会 議 室 な ど の ス ペ ー ス の 確 保  

社 会 的 企 業 調 査 で は 、 独 立 し た 事 務 所 を 事 務 局 と す る 団 体

は 6 8％ を 占 め て い る 。（ 問 ８ ） ま た 団 体 の 課 題 に お い て も 、
事 務 所・会 議 室 な ど の ス ペ ー ス の 確 保 に つ い て は 6 8％ の 団 体
が「 で き て い る 」ま た は「 ま あ で き て い る 」と 回 答 し て お り 、

比 較 的 問 題 の 小 さ い 項 目 で あ る 。（ 問 1 3）  
団 体 へ の ヒ ア リ ン グ に お い て は 、 ネ ッ ト ワ ー ク 組 織 の 事 務

所 （ 事 務 局 ） を そ の 組 織 の 中 核 的 な 団 体 の 事 務 所 と 同 じ 場 所

に 置 く こ と に よ っ て 場 所 の 問 題 を 解 決 し て い る 例 が み ら れ る 。

こ の こ と に よ っ て 、 場 所 の 確 保 が 容 易 に な る だ け で な く 、 コ

ン ピ ュ ー タ な ど 備 品 の 共 用 や 事 務 局 ス タ ッ フ の 共 用 が で き 、

業 務 の 効 率 化 や 費 用 の 軽 減 を 図 る こ と が で き る 。（「 神 戸 東 部

Ｎ Ｐ Ｏ サ ー ビ ス セ ン タ ー 」、「 (特 活 )お お さ か 元 気 ネ ッ ト ワ ー
ク 」）  
ま た 、「（ 特 活 ） わ た ら せ サ ー ビ ス 」 で は 、 篤 志 家 か ら 提 供

さ れ た 2 階 建 て の 社 宅 を 事 務 所 と し て お り 、 し か も 、 そ の 賃
料 は 設 立 当 初 は 無 料 で あ っ た 。ま た 、「（ 特 活 ）く ら し 協 同 館 」

で は 、 閉 鎖 さ れ た 生 協 の 店 舗 を 、 生 協 か ら 無 償 貸 与 し て も ら

っ て い る 。 同 団 体 は 、 市 民 か ら 備 品 ・ 用 具 類 の 寄 贈 も 受 け て

い る 。  
さ ら に 、公 共 施 設 の 活 用 に つ い て み る と 、「大 沢 コ ン パ ク ト

タ ウ ン 研 究 会 」 や 「 井 吹 東 ふ れ あ い の ま ち づ く り 協 議 会 」 で

は 、 神 戸 市 が 各 小 学 校 区 に 設 け て い る 「 地 域 福 祉 セ ン タ ー 」

を 、 会 合 や 活 動 場 所 と し て 活 用 し て い る 。 地 域 福 祉 セ ン タ ー

は 、 住 民 が 気 軽 に 集 ま れ る 場 で あ る こ と か ら 、 両 団 体 の 継 続

的 な 活 動 を 支 え て い る と 言 え る 。 ま た 、 そ の 他 の 公 共 施 設 と

し て 、 学 校 施 設 な ど の 活 用 が 要 望 さ れ て い る 。  
こ の よ う に 、 事 務 所 ・ 会 議 室 な ど の ス ペ ー ス に つ い て 、 社

会 的 企 業 が 自 ら 確 保 す る こ と は 難 し く 、 行 政 や 企 業 、 市 民 か

ら 何 ら か の 支 援 ・ 寄 付 が 求 め ら れ る 。  
 
（ ５ ） マ ネ ジ メ ン ト 技 術 の 獲 得  

社 会 的 企 業 調 査 で 、 情 報 の 獲 得 上 の 問 題 に つ い て 、 情 報 の

内 容 別 に 見 る と 、「 団 体 経 営 ・ 運 営 の ノ ウ ハ ウ や 技 術 の 獲 得 」

や（「 あ ま り で き て な い 」と「 全 く で き て な い 」の 合 計 が 4 7％ ）、
「 法 務 ・ 税 務 な ど の 情 報 や 指 導 」（ 同 4 1％ ） で 課 題 が あ る と
し て い る 。一 方 、「活 動 に か か わ る 情 報 」（同 2 4％ ）や「 助 成
制 度 な ど 資 金 確 保 に 関 す る 情 報 」（ 同 1 6％ ） で は 、 比 較 的 問
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題 が な い と 見 る こ と が で き る 。  
一 方 、 自 治 体 調 査 の 結 果 を 見 る と 、 地 縁 団 体 や 市 民 活 動 団

体 へ の 現 在 の 支 援 方 策 に お い て 、「 起 業 セ ミ ナ ー の 開 催 」「 専

門 家 に よ る 相 談 窓 口 の 開 設 」 を 行 っ て い る 自 治 体 は 少 な い 。  
今 後 、 社 会 的 企 業 の 事 業 の 継 続 化 に 向 け て 、 マ ネ ジ メ ン ト

技 術 を 身 に つ け る よ う な 支 援 方 策 を 推 進 す る 必 要 が あ る 。  
 
（ ６ ） 社 会 的 企 業 へ の 信 頼 の 構 築  

社 会 的 企 業 調 査 で は 、活 動 上 の 課 題 に お い て 、「団 体 や 活 動

に 関 す る 情 報 の 発 信 や 広 報 」 に つ い て は 比 較 的 問 題 が な い と

見 る こ と が で き る 。「（ 社 福 ） プ ロ ッ プ ・ ス テ ー シ ョ ン 」 の 竹

中 理 事 長 は 、 意 欲 あ る 障 害 者 に 対 し て 就 労 支 援 機 会 を 多 く 提

供 し て い く た め に は 、 こ の 事 業 を 社 会 の 多 く の 人 に 理 解 し て

も ら う こ と が 重 要 で あ る と 考 え て い る 。こ の た め 、理 事 長 は 、

国 ・ 地 方 公 共 団 体 の 審 議 会 等 を 事 業 を 理 解 し て も ら う た め の

場 と 位 置 づ け て 多 数 引 き 受 け る な ど 、 事 業 の Ｐ Ｒ に 徹 し て い

る 。  
ま た 、「（ 特 活 ）ウ イ ズ ア ス 」の 鞍 本 代 表 は 、「事 業 を 推 進 し

て い く た め に 、 社 会 的 信 認 を 得 る こ と は 非 常 に 重 要 。 顕 彰 を

含 め 行 政 と の 連 携 実 績 は 、 信 認 を 得 る 上 で 貴 重 」 と 語 る 。  
地 域 か ら の 信 頼 の 構 築 を 「 地 域 と の 交 流 」 と い う 観 点 で と

ら え る と 、 社 会 的 企 業 調 査 で は 、 地 域 団 体 と 交 流 し て い る 団

体 は 4 6％ で 半 数 弱 に の ぼ る 。こ の う ち「 日 常 的 に 交 流 し て い
る 」 割 合 が 高 い 分 野 （ 事 業 内 容 ） は 、 災 害 救 援 活 動 、 地 域 安

全 活 動 、 ま ち づ く り な ど で あ り 、 活 動 の 基 盤 を 具 体 的 な 地 域

に お く 場 合 が 多 い 分 野 で あ る 。（ 問 2 1）  
ヒ ア リ ン グ 調 査 の 事 例 で は 、 多 く の 団 体 が 地 域 社 会 か ら の

信 頼 を 得 る こ と に 努 め て い る 。 た と え ば 、「（ 特 活 ） た か と り

コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー 」の 日 比 野 氏 は 、「地 域 の 中 で 認 め ら れ

て 存 続 し て い く こ と が 大 切 で あ る 。 地 元 の 理 解 な し に 、 地 域

外 で 活 動 す る こ と は 考 え ら れ な い 。 テ ー マ 型 団 体 が 持 っ て い

る 活 動 内 容 の す ば ら し さ を 地 域 に 示 し て い く こ と が 大 切 で あ

る と 思 う 。」 と 語 る 。 同 団 体 は 、 こ の よ う な 考 え 方 の も と に 、

地 域 で の 顔 が 見 え る 関 係 づ く り を 大 事 に し て い る 。  
ま た 、 信 頼 に つ な が る 前 提 と し て の ｢社 会 的 評 価 ｣と い う 観

点 で と ら え る と 、 社 会 的 企 業 調 査 で は 、 各 団 体 が 独 自 に 評 価

基 準 を 定 め れ ば よ い ( 3 7 . 9％ )と い う 意 見 が 最 も 多 い 。 次 い で
統 一 的 な 評 価 基 準 が 必 要 で あ る ( 2 4 . 1％ )と い う 意 見 が 続 く 。
（ 問 1 4）  
「 神 戸 東 部 N P O サ ー ビ ス セ ン タ ー 」 は 、 一 般 住 民 向 け に

事 業 を Ｐ Ｒ す る た め 、リ ー フ レ ッ ト 、ニ ュ ー ス レ タ ー の 発 行 、
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Ｈ Ｐ 開 設 、 説 明 会 の 開 催 な ど を 積 極 的 に 行 う と と も に 、 自 ら

自 己 評 価 基 準 を 定 め て 、 活 動 の 成 果 の 検 証 を 行 っ て い る 。  
こ の よ う に 、 情 報 公 開 の あ り 方 が 不 十 分 で あ る と 、 地 域 社

会 か ら の 信 頼 を 得 る こ と が 困 難 に な る た め 、 社 会 的 企 業 は 、

自 分 た ち の 行 っ た 成 果 を ま わ り に 知 ら せ る 説 明 責 任 を 果 た す

必 要 が あ る 。  
ま た 、 社 会 的 企 業 が 地 域 社 会 に 貢 献 し て い る こ と の 保 証 を

得 る た め に 、 ま た 、 よ り よ い パ ー ト ナ ー シ ッ プ を 進 め る た め

に も 、 社 会 的 企 業 を 評 価 す る 外 部 評 価 シ ス テ ム の 構 築 が 、 必

要 不 可 欠 で あ る 。  

 
（ ７ ） 事 務 局 機 能 の 強 化  

社 会 的 企 業 が 継 続 的 に 発 展 し て い く た め に 、 マ ネ ジ メ ン ト

を 行 う 事 務 局 機 能 の 役 割 が 重 要 で あ る 。  
社 会 的 企 業 調 査 で は 、 有 給 の 常 勤 ス タ ッ フ を 擁 す る 団 体 は

半 数 弱 の 4 8％ で あ っ た 。ま た 、無 給 の 常 勤 ス タ ッ フ を 擁 す る
団 体 は 2 1％ で あ っ た 。  
「 北 須 磨 自 治 会 連 合 会 」 で は 、 運 営 を 自 治 会 長 と 5 人 の 常

駐 ボ ラ ン テ ィ ア と の 連 携 で 実 施 す る と と も に 、 事 務 職 員 （ 1
名 ） を 雇 用 し て い る 。 こ の 事 務 職 員 が 全 て の 窓 口 と な り 、 5
人 の 常 駐 ボ ラ ン テ ィ ア の サ ポ ー ト を 受 け て 活 動 し て い る 。 ま

た 、「野 田 北 ふ る さ と ネ ッ ト 」で は 、神 戸 市 と 2 0 0 5 年 6 月 に
結 ん だ パ ー ト ナ ー シ ッ プ 協 定 に も と づ き 、 神 戸 市 か ら 「 地 域

活 動 推 進 サ ポ ー タ ー 」 の 派 遣 を 受 け 、 事 務 局 の 機 能 強 化 を 図

っ て い る 。 こ の 派 遣 が 2 0 0 7 年 度 に 終 了 す る た め 、 組 織 運 営
に 支 障 を き た す こ と に な る の で は な い か と 懸 念 さ れ て い る 。

「 大 沢 コ ン パ ク ト タ ウ ン 研 究 会 」 で も 、 地 域 事 務 局 づ く り が

検 討 さ れ て い る 。  
こ の よ う に 、 継 続 性 を も っ た 常 駐 者 の 確 保 な ど に よ っ て 事

務 局 機 能 を 強 化 し て い く こ と が 不 可 欠 で あ る 。  
 
４  支 援 体 制 の 整 備  

（ １ ） 行 政 の 支 援 体 制 の 整 備  

社 会 的 目 的 を 有 す る 事 業 体 で あ る 社 会 的 企 業 が 、 継 続 的 に

事 業 を 行 い 、 地 域 の 中 で 成 熟 し て い く た め に は 、 前 述 の よ う

に 、 行 政 の 様 々 な 支 援 が 求 め ら れ て い る 。 そ れ と 同 時 に 、 行

政 が 効 果 的 ・ 効 率 的 に 支 援 を 行 う た め に は 、 行 政 の 支 援 体 制

を 整 備 す る 必 要 が あ る 。  
行 政 の 支 援 体 制 に つ い て 、「住 吉 台 く る く る バ ス 」の 事 例 で

は 、 東 灘 区 が 縦 割 り 行 政 の 弊 害 を 廃 し 、 区 内 を 地 域 割 り で 対

応 す る 「 地 区 担 当 制 」 を 敷 い た こ と が 、 住 民 と の 情 報 の 共 有
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化 な ど を 進 め た と 評 価 さ れ て い る 。ま た 、「大 沢 コ ン パ ク ト タ

ウ ン 研 究 会 」 の 事 例 で は 、 大 沢 連 絡 所 が 住 民 に と っ て 身 近 な

場 所 に あ る こ と か ら 、 情 報 提 供 ・ 連 絡 調 整 の 側 面 的 支 援 が 可

能 と な っ て い る 。 さ ら に 、 井 吹 台 自 治 会 連 合 会 の 坂 本 会 長 は

「 役 所 の 縦 割 り と 定 期 的 な 人 事 異 動 の た め に 、 行 政 は 地 域 に

根 付 く こ と が で き な い 」 と 語 る 。  
社 会 的 企 業 の 活 動 を 支 え る コ ミ ュ ニ テ ィ ・ オ ー ガ ナ イ ザ ー

の 役 割 を 果 た す 支 援 体 制 の 整 備 が 求 め ら れ る 。  
 
（ ２ ） 中 間 支 援 組 織 へ の 支 援  

中 間 支 援 組 織 に は 、広 く 次 の よ う な 役 割 が 期 待 さ れ て い る 。

① 社 会 起 業 家 間 の 交 流 の 場 を 作 り 、 問 題 点 や ノ ウ ハ ウ の 共 有

化 を 図 る ネ ッ ト ワ ー ク 機 能 、 ② 社 会 起 業 家 に 対 し て 、 起 業 の

ノ ウ ハ ウ や 人 的 資 源 を 提 供 し 、 資 金 的 な 支 援 の 窓 口 と な る イ

ン キ ュ ベ ー シ ョ ン 機 能 、 ③ 事 業 が 健 全 に 継 続 す る た め の 、 研

修 、 助 言 、 ア ド バ イ ス を す る コ ン サ ル テ ィ ン グ 機 能 、 ④ 英 国

の 社 会 的 監 査 ネ ッ ト ワ ー ク （ Ｓ Ａ Ｎ ） の よ う な 社 会 的 企 業 の

総 合 的 な 評 価 シ ス テ ム の 構 築 、 ⑤ 地 域 社 会 の 諸 問 題 や そ れ ら

の 解 決 の た め の 様 々 な 試 み を 、 国 や 自 治 体 に 対 し て 政 策 提 言

す る 事 業 。  
ヒ ア リ ン グ 調 査 で 紹 介 し た よ う に 、「（ 特 活 ） お お さ か 元 気

ネ ッ ト ワ ー ク 」 は 、 社 会 的 企 業 の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム （ 出 会 い

と 交 流 の 場 ）、社 会 起 業 家 ク ラ ス タ ー（ 協 働 の ビ ジ ネ ス マ ッ チ

ン グ ）、中 間 支 援（ コ ン サ ル テ ー シ ョ ン と フ ァ ン ド レ イ ジ ン グ

の 場 ） の 3 つ の 機 能 を 持 っ て 、 こ れ ま で 各 地 の 起 業 家 を 支 援
す る 中 間 支 援 組 織 と し て 大 き な 役 割 を 果 た し て き た 。し か し 、

今 年 度 で 府 の 受 託 事 業 が 完 了 す る た め 、 来 年 度 以 降 、 組 織 や

活 動 内 容 の 再 構 築 を 迫 ら れ る こ と が 考 え ら れ る 。  
中 間 支 援 組 織 は 、 こ の よ う な 活 動 資 金 の 面 に 加 え て 人 材 確

保 の 面 等 で も 厳 し い 状 況 に あ る た め 、 行 政 の 中 間 支 援 組 織 へ

の 支 援 が 不 可 欠 で あ る 。  
 

５  パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 形 成  

自 治 体 調 査 に よ れ ば 、地 域 再 生 に お い て 、約 9 0％ の 自 治 体 が 関
係 者 と 何 ら か の 連 携 を 行 っ て い る 回 答 し て い る 。 そ の 連 携 先 と し

て は 、「 商 工 団 体 」（ 5 8％ ） が 最 も 多 く 、 つ い で 、「 自 治 会 な ど の
地 縁 組 織 」（ 5 4％ ）、「 Ｎ Ｐ Ｏ な ど の 市 民 活 動 団 体 」（ 5 2％ ）と 続 い
て い る 。  
ま た 、 地 縁 組 織 や 市 民 活 動 団 体 と 連 携 し て い る と 回 答 し た 自 治

体 に 、連 携 形 態 に つ い て 聞 い た と こ ろ 、地 縁 組 織 に た い し て 、「自

治 体 の 事 業 活 動 へ の 地 縁 組 織 の 参 加・協 力 」（ 7 6％ ）が 最 も 多 く 、
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つ い で「 自 治 体 と 地 縁 組 織 情 報 交 換・意 見 交 換 等 」（ 6 9 %）、「自 治
体 か ら 地 縁 組 織 へ の 資 金 援 助 」（ 5 4％ ） が 多 い 。 ま た 、 市 民 活 動
団 体 に た い し て 、「 自 治 体 の 市 民 活 動 団 体 情 報 交 換 ・ 意 見 交 換 」

（ 6 4％ ） が 最 も 多 く 、 つ い で 、「 自 治 体 の 事 業 活 動 へ の 市 民 活 動
団 体 の 参 加 ・ 協 力 」（ 6 4％ ）、「 自 治 体 と 市 民 活 動 団 体 と の 事 業 共
催 」（ 5 7％ ）、「 自 治 体 か ら 市 民 活 動 団 体 へ の 活 動 の 場 の 提 供 」
（ 5 5％ ） と 続 い て い る 。  
次 に 、 社 会 的 企 業 の 交 流 状 況 を 、 社 会 的 企 業 調 査 で 見 る と 、 Ｎ

Ｐ Ｏ ・ 市 民 活 動 団 体 と の 交 流 を 、 ほ と ん ど の 団 体 が 実 施 し て い る

か 、 望 ん で い る 。（ 問 2 1） 地 域 団 体 と の 交 流 に つ い て は 、 何 ら か
の 交 流 を し て い る 団 体 は 半 数 弱 に の ぼ り 、 ま た 交 流 へ の 意 欲 も 高

い 。（ 問 2 3）  
民 間 事 業 所 と の 交 流 に つ い て は 、 す で に 交 流 し て い る 団 体 が

3 8％ 、 ま た 交 流 へ の 意 欲 は 3 0％ と な っ て い る 。（ 問 2 2）  
社 会 的 企 業 と 行 政 と の 連 携 状 況 を 、 連 携 形 態 の 一 つ で あ る 事 業

委 託 で み る と 、 社 会 企 業 調 査 で は 、 約 7 割 の 社 会 的 企 業 が 関 心 を
持 っ て い る 。（ 問 1 3）  
こ の ア ン ケ ー ト 調 査 結 果 か ら 、 社 会 的 企 業 は 、 同 セ ク タ ー の 他

の 団 体 や 他 の セ ク タ ー （ 民 間 事 業 所 、 行 政 ） と の 連 携 を 実 施 ま た

は 志 向 し て い る こ と が 伺 え る 。  
ま た 、 ヒ ア リ ン グ 調 査 の 各 事 例 に お い て 、 パ ー ト ナ ー シ ッ プ 組

織 づ く り が 先 駆 的 に 進 め ら れ て い る 。各 パ ー ト ナ ー シ ッ プ 組 織 は 、

佐 藤 滋 ・ 早 田 宰 編 著 「 地 域 協 働 の 科 学 」 の 中 で 饗 庭 伸 が 提 示 し た

類 型 に 基 づ い て 次 の よ う に 分 類 す る こ と が で き る 。 こ の 類 型 は 、

以 下 に 引 用 す る よ う に 、「論 点 形 成 」「意 思 決 定 」「事 業 実 施 」と い

う 各 機 能 に 対 応 し た も の で あ る 。  
ａ  論 点 形 成 ：《 フ ォ ー ラ ム 》  

政 策 、 施 策 、 事 業 形 成 に つ な が る 議 論 と 論 点 形 成 を 行 う 機 能

を 持 っ た パ ー ト ナ ー シ ッ プ 組 織 で 、 複 数 の 組 織 や 個 人 が 、 ① 自

然 発 生 的 で な く 活 動 目 的 の た め に 集 ま り 、 ② 組 織 成 員 間 で 情 報

や 技 術 な ど 資 源 の 出 会 い や 交 換 を 求 め る 場 で あ り 、 ③ 継 続 的 な

活 動 に よ っ て 、 ④ 共 有 目 的 、 相 互 依 存 な ど を 発 生 さ せ る 機 会 供

与 の パ ー ト ナ ー シ ッ プ 組 織 で あ り 、 新 し い 資 源 を 動 員 す る 装 置

と し て 有 効 と し て い る 。  
こ の 類 型 に は 、「大 沢 コ ン パ ク ト タ ウ ン 研 究 会 」、「神 戸 ワ ー ク

ネ ッ ト ワ ー ク 」「（ 特 活 ） 住 ま い み ま も り た い 」 な ど が 該 当 す る

と 見 る こ と が で き る 。  
ｂ  意 思 決 定 ：《 ア リ ー ナ 》 ／ 《 プ ラ ッ ト ホ ー ム 》  

     フ ォ ー ラ ム で の 論 点 形 成 を 受 け 、 具 体 的 な 事 業 に つ な が る 政

策 ・ 施 策 レ ベ ル の 決 定 を 形 成 す る 機 能 を 持 っ た パ ー ト ナ ー シ ッ

プ 組 織 で 、 地 域 マ ネ ジ メ ン ト の 決 定 の 場 で あ り 、 ス テ ィ ク ホ ル
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ダ ー が 集 い 、 公 共 圏 の 計 画 や 運 営 方 針 に 際 し て の 参 加 者 の 相 互

調 整 、 取 引 、 駆 け 引 き を 行 い 、 そ の 原 則 を 構 築 す る 場 で あ る 。  
     こ の 類 型 に は 、「 野 田 北 ふ る さ と ネ ッ ト 」「 井 吹 台 自 治 会 連 合

会 」「（ 特 活 ）た か と り コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー 」「五 島 海 幸 山 幸 の

会 」 な ど が 該 当 す る と 見 る こ と が で き る 。  
 ｃ  事 業 実 施 ：《 プ ロ ジ ェ ク ト ・ パ ー ト ナ ー シ ッ プ 》  

   ア リ ー ナ や プ ラ ッ ト ホ ー ム で 形 成 さ れ る 決 定 を 踏 ま え て 、 複

数 の 主 体 で 事 業 の 執 行 を 協 働 で 担 う 際 に 形 成 さ れ る パ ー ト ナ ー

シ ッ プ 組 織 で 、 複 数 の 組 織 や 個 人 の 協 働 に よ る 、 プ ロ ジ ェ ク ト

推 進 組 織 で あ り 、 都 市 の 課 題 を 具 体 的 に 達 成 す る こ と を 第 一 目

的 と し 、 場 合 に よ っ て は コ ス ト や リ ス ク も 負 担 す る パ ー ト ナ ー

シ ッ プ 組 織 で あ る と す る 。  
   こ の 類 型 に は 、「 神 戸 東 部 Ｎ Ｐ Ｏ サ ー ビ ス セ ン タ ー 」「 井 吹 台

自 治 会 連 合 会 」「北 須 磨 団 地 連 合 会 」「（ 特 活 ）た か と り コ ミ ュ ニ

テ ィ セ ン タ ー 」 な ど が 該 当 す る と 見 る こ と が で き る 。  
以 上 の と お り 、 ヒ ア リ ン グ 調 査 の 対 象 団 体 で は 、 地 域 の 状 況

に 応 じ て 、 い ず れ か の 機 能 を 持 つ パ ー ト ナ ー シ ッ プ 組 織 が 存 在

し て い る 。  
こ の よ う に 、 各 セ ク タ ー が 、 こ れ ま で の 価 値 観 や 枠 組 み を 乗

り 越 え て 、 幅 広 く 協 力 関 係 を 結 び 、 補 完 し な が ら 、 パ ー ト ナ ー

シ ッ プ を 形 成 し て い く こ と が 求 め ら れ る 。 そ れ は 、 各 セ ク タ ー

が お 互 い に 強 み を 提 供 し て 弱 み を 補 う 関 係 性 を 作 る こ と を 目 指

す も の で あ る 。  
 
６  地 域 の ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 醸 成  

こ こ で は 、 ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル 概 念 の 定 義 に つ い て は 、 前 述

の と お り 、ロ バ ー ト・パ ッ ト ナ ム の 定 義 に 倣 い 、「社 会 的 ネ ッ ト ワ

ー ク 、 お よ び そ こ か ら 生 じ る 互 酬 性 と 信 頼 性 の 規 範 」 と す る 。 ソ

ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル に は 、 た と え ば 市 民 の 参 加 し や す さ や パ ー ト

ナ ー シ ッ プ 構 築 の 容 易 さ な ど を 含 め る こ と が で き る 。  
社 会 的 企 業 は 、 ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル （ 社 会 関 係 資 本 ） を 活 用

す る こ と に よ っ て 、 そ の 意 義 を 発 揮 す る こ と が 目 指 さ れ て い る 。

市 場 が 成 立 し に く い 事 業 領 域 で 活 動 す る 社 会 的 企 業 は 、 手 持 ち の

ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル を 動 員 し 、 或 い は 、 新 た な ソ ー シ ャ ル キ ャ

ピ タ ル を 構 築 す る こ と を 通 じ て 、 徐 々 に 物 的 資 本 や 人 的 資 本 を 獲

得 し 、 事 業 を 展 開 し て い く と い う 考 え 方 に よ る も の で あ る 。 そ の

一 方 で 、 社 会 的 企 業 に よ る 活 動 が 、 ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル を 再 生

産 す る と い う 考 え 方 も 提 示 さ れ て い る 。  
ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 構 成 要 素 で あ る 信 頼 、つ き あ い・交 流 、

社 会 参 加 と ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 を は じ め と す る 市 民 活 動 と の 関 係 に

つ い て 、2 0 0 2 年 度 の 内 閣 府 の 調 査「 ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル：豊 か
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な 人 間 関 係 と 市 民 活 動 の 好 循 環 を 求 め て 」 に お い て 定 量 的 な 検 証

が 行 わ れ て い る 。 そ の 調 査 で は 、 ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル 各 要 素 と

市 民 活 動 の 間 に は 、 一 定 の 相 関 （ 正 の 相 関 ） が あ る こ と が 推 測 さ

れ て お り 、こ の こ と か ら 、「ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 培 養 と ボ ラ ン

テ ィ ア 活 動 を 始 め と す る 市 民 活 動 の 活 性 化 に は 、 互 い に 他 を 高 め

て い く よ う な 関 係 が あ る 可 能 性 が 分 析・抽 出 さ れ た 。」と 総 括 さ れ

て い る 。  
こ こ で は 、 今 回 、 神 戸 市 内 の 4 地 区 （ 野 田 北 部 、 北 須 磨 団 地 、

大 沢 町 、 井 吹 台 東 町 等 ） を 対 象 と し て ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル を テ

ー マ に 実 施 し た ア ン ケ ー ト 調 査（ 以 下 、「地 域 住 民 調 査 」と 呼 ぶ 。）

の 結 果 と 、 全 国 調 査 で あ る 「 コ ミ ュ ニ テ ィ 機 能 再 生 と ソ ー シ ャ ル

キ ャ ピ タ ル に 関 す る 研 究 調 査 報 告 書 」（平 成 １ ７ 年 ８ 月 、内 閣 府 経

済 社 会 総 合 研 究 所 ）（以 下 、「全 国 Ｓ Ｃ 調 査 」と 呼 ぶ 。）の 結 果 を 比

較 検 討 す る 。 ま ず 、 ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 構 成 要 素 の 一 つ で あ

る と さ れ る「 信 頼 」に つ い て は 、地 域 住 民 調 査 で は 2 8 . 1％ の 住 民
が 「 一 般 的 に 人 は 信 頼 で き る 」 と 肯 定 的 な 回 答 を 示 し て い る 。 一

方 、「 全 国 Ｓ Ｃ 調 査 」で は 、 1 6 . 0％ で あ り 、神 戸 市 内 の 4 地 区 は 全

国 よ り も 1 2 . 1％ 高 く な っ て い る 。  
次 に 、地 域 活 動 に つ い て は 、「自 治 会 活 動 な ど の 地 域 活 動 を し て

い な い 」と 答 え て い る 人 の 割 合 は 、地 域 住 民 調 査 で は 2 1 . 4％ と 低

く な っ て い る の に 対 し て 、全 国 Ｓ Ｃ 調 査 で は 7 9 . 3％ と 高 く な っ て

い る 。  

こ の よ う な 「 信 頼 」 と 「 地 域 活 動 」 の 関 係 か ら 、 ソ ー シ ャ ル キ

ャ ピ タ ル の 構 成 要 素 で あ る 「 信 頼 」 と 「 地 域 活 動 」 に は 正 の 相 関

が あ る こ と が 推 察 さ れ る 。  

し た が っ て 、 今 回 実 施 し た 地 域 住 民 調 査 か ら 、 社 会 的 企 業 の 活

動 を 支 え る 基 盤 と し て 、 地 域 に お け る ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 熟

成 が 不 可 欠 で あ る こ と が 再 確 認 さ れ た 。  
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第 2 節  社 会 的 包 摂 手 法 に よ る 地 域 再 生 の 方 策 （ 提 言 ）  

 

１  社 会 的 包 摂 手 法 に よ る 地 域 再 生 の 方 策  

第 1 節 で ま と め た 社 会 的 包 摂 手 法 に よ る 地 域 再 生 の 個 々 の 方 向

性 に 基 づ い て 、 神 戸 市 全 体 に 共 通 す る 方 策 を 提 示 す る 。  

 

（ １ ） 多 種 多 様 な 住 民 の 巻 き 込 み や 地 域 の 衰 退 状 況 を 探 る 指 標 の 構

築 に よ る 地 域 課 題 ・ ニ ー ズ の 発 見  

  社 会 的 包 摂 手 法 に よ る 地 域 再 生 に お い て は 、 ま ず 、 地 域 や 市 民  

の 観 点 か ら 、「 地 域 課 題 」「 地 域 ニ ー ズ 」 を 発 見 す る こ と が 必 要 で  

あ る 。  

  「 大 沢 コ ン パ ク ト タ ウ ン 研 究 会 」は 、 2 0 0 0 年 7 月 に 、地 域 住 民  
が 主 体 的 に 地 域 に お け る 課 題 を 発 掘 ・ 共 有 す る 場 と し て 自 治 会 が  
中 心 と な っ て 発 足 し た も の で あ る 。 同 研 究 会 で 議 論 を 重 ね て い く  
う ち に 、 研 究 会 委 員 だ け で な く 広 く 大 沢 町 住 民 全 体 の 意 見 を 集 約  
す る 必 要 性 が 指 摘 さ れ た 。 こ の 指 摘 を 受 け て 、 住 民 全 体 に 対 し て  
「 大 沢 町 ま ち づ く り 構 想 」 を 検 討 す る た め の ア ン ケ ー ト 調 査 が 実  
施 さ れ た 。 こ の ア ン ケ ー ト 調 査 か ら 抽 出 さ れ た 様 々 な 課 題 を 踏 ま  
え て 、同 研 究 会 の 分 科 会 と し て「 ま ち づ く り 部 会 」「農 業 活 性 化 部  
会 」「 交 通 部 会 」 の 3 つ の 部 会 を 設 け る こ と に 合 意 で き 、 そ の 部  
会 ご と に 取 り 組 む べ き テ ー マ を 決 め る こ と に な っ た 。 そ の 後 、 い  
ず れ の 部 会 も 、そ の 課 題 の 解 決 に 向 け て 検 討 テ ー マ の 掘 り 下 げ や 、 
そ れ を 踏 ま え て 、そ の 具 体 策 の 検 討 な ど の 活 動 に 取 り 組 ん で い る 。 
同 研 究 会 に は 、 関 西 学 院 大 学 政 策 学 部 の 加 藤 晃 規 教 授 や ゼ ミ の

学 生 が 参 加 し 、 フ ァ シ リ テ ー タ ー や オ ブ ザ ー バ ー と し て の 役 割 を

果 た し て い る 。ま た 、Ｊ Ａ 兵 庫 六 甲 大 沢 支 店 、神 戸 市 立 フ ル ー ツ ・

フ ラ ワ ー パ ー ク 、 神 戸 市 の 関 係 部 局 の 職 員 も ア ド バ イ ザ ー 役 と し

て 参 加 し 、 サ ポ ー ト し て い る 。  
ま た 、「く る く る バ ス 」の 定 期 運 行 に 向 け た 検 討 の 契 機 と な っ た

の は 、 地 元 の 「 渦 が 森 ふ れ あ い の ま ち づ く り 協 議 会 」 が 、 神 戸 市

や 学 識 経 験 者 の ア ド バ イ ス を 得 な が ら 、ワ ー ク シ ョ ッ プ に よ っ て 、

渦 が 森 地 区 の 課 題 発 見 の 作 業 を 進 め る 中 で 、 そ の １ つ と し て 住 民

の 足 の 問 題 が 浮 か び あ が っ て き た こ と で あ る 。  
「（ 社 福 ） プ ロ ッ プ ・ ス テ ー シ ョ ン 」 は 、 チ ャ レ ン ジ ド （「 障 害

を 持 つ 人 」 を 表 す 新 し い 米 語 を 語 源 と す る ） が 社 会 の 役 に 立 つ 仕

組 み を 作 る た め に 、 全 国 の 重 度 の 障 害 者 を 対 象 と し た ア ン ケ ー ト

調 査 の 結 果 を 踏 ま え て 、 パ ソ コ ン を 使 っ て 、 チ ャ レ ン ジ ド の 就 労

を 支 援 す る 事 業 を 提 案 し た 。  
「 五 島 海 幸 山 幸 の 会 」 で は 、 郊 外 に 量 販 店 が 進 出 す る こ と を き

っ か け に 、 商 店 街 の 顧 客 な ど に ヒ ア リ ン グ 調 査 を し た と こ ろ 、 市

街 地 の 周 辺 部 で は 超 高 齢 化 が 進 行 し て お り 、 ま た 農 業 を 中 心 と す
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る 一 次 産 業 が そ れ ま で の 想 像 以 上 に 衰 退 し て い る こ と が 明 ら か に

な っ た 。 そ し て 、 市 街 地 の 商 店 街 を 基 地 と し た コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス

の 運 行 に こ ぎ つ け 、 ひ き こ も り が ち の 農 村 部 の 高 齢 者 の 生 き が い

づ く り に 貢 献 し て い る 。  
こ の よ う に 、 地 域 の 課 題 や 地 域 の ニ ー ズ を 発 掘 す る た め に は 、

多 種 多 様 な 住 民 を 巻 き 込 む こ と が 必 要 で あ り 、 上 に 掲 げ た 事 例 で

は 、 そ の た め の 手 法 と し て 、 ワ ー ク シ ョ ッ プ や ア ン ケ ー ト 調 査 な

ど が 活 用 さ れ た 結 果 、 新 た な 課 題 の 発 見 や 提 案 に つ な が る と い う

成 果 を 得 て い る 。 ま た 、 住 民 だ け で な く 、 住 民 を 中 心 と し た 組 織

に 対 し て 、 専 門 家 的 な 見 地 か ら 支 援 す る 事 業 者 や 学 識 経 験 者 、 ま

た 様 々 な 機 関 を つ な ぐ こ と や 公 的 な 制 度 を 紹 介 ・ 適 用 で き る 行 政

の 存 在 が 不 可 欠 で あ る 。  

次 に 、 課 題 や ニ ー ズ を 、 克 服 す べ き 政 策 課 題 と し て 政 策 議 論 の

土 台 に 乗 せ る た め に は 、 社 会 的 排 除 な ど の 地 域 の 衰 退 の 実 態 を 客

観 的 に 測 定 し て そ の 実 態 を 浮 か び 上 が ら せ る こ と が 不 可 欠 で あ る 。 

英 国 で は 、 政 府 が 、 衰 退 の 度 合 い の 著 し く 高 い 近 隣 地 区 を 対 象

と し た 包 括 的 な 補 助 金 「 近 隣 再 生 基 金 」 の 導 入 を 判 断 す る 基 準 と

な る 地 域 ご と の 衰 退 度 を 示 す 指 標 （ 貧 困 度 総 合 指 標 Ｉ Ｍ Ｄ ） を 設

定 し て い る 。 そ の 結 果 に つ い て は イ ン タ ー ネ ッ ト 上 で 公 開 さ れ て

い る 。  

※ 英 国 の 貧 困 度 総 合 指 標  

  Ｓ Ｏ Ａ （ 基 礎 自 治 体 の 下 位 の 単 位 ） の 貧 困 度 を 示 す 総 合 指 標  

で 、 所 得 、 雇 用 、 健 康 、 教 育 ・ 訓 練 、 住 宅 、 公 共 サ ー ビ ス の 地  

理 的 ア ク セ ス な ど の 領 域 の 指 標 を 全 国 一 律 の 基 準 で 測 定 し 、 こ  

れ ら に ウ ェ イ ト を か け て 合 成 す る こ と で 算 出 さ れ る 。 各 領 域 の  

指 標 は 、 そ れ ぞ れ 、 い く つ か の 統 計 デ ー タ か ら 計 算 さ れ る 。 毎  

年 各 地 域 の 衰 退 状 況 の 統 計 を 整 理 し て い る 。  

 

し か し 、 わ が 国 で は 、 地 域 の 衰 退 状 況 を 探 る た め の 指 標 が 構 築

さ れ て い な い こ と か ら 、 今 後 は 、 地 域 の 衰 退 の 実 態 に 関 す る 指 標

を 開 発 す る こ と が 求 め ら れ て い る 。 今 回 、 ヨ ー ロ ッ パ で の 先 駆 的

研 究 な ど を 参 考 に 、 地 域 の 衰 退 を 表 わ す 総 合 指 標 の 構 築 の 試 み を

行 っ た 。 こ の 指 標 の 構 築 作 業 に お い て 、 地 域 の 衰 退 自 体 の 概 念 が

あ い ま い で あ っ た り 、 そ の 概 念 を 正 確 に 捉 え る 小 地 域 の デ ー タ を

入 手 す る こ と が 困 難 で あ っ た り と い う 問 題 が あ る こ と が あ ら た め

て 認 識 さ れ た 。 今 後 、 地 域 の 衰 退 の 概 念 に つ い て の 合 意 を 形 成 す

る と と も に 、 そ の 概 念 を 数 値 化 し て 示 す 小 地 域 の 統 計 デ ー タ の 整

備 を 行 う 必 要 が あ る 。  

 

（ ２ ） 利 用 者 を は じ め と す る 人 々 が 共 感 を も っ て 事 業 に 関 わ っ て い

く こ と を 誘 導 す る 仕 組 み づ く り  
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社 会 的 企 業 に は 、利 用 者 を 単 に 消 費 者 と し て み な す の で は な く 、

社 会 的 に 排 除 さ れ が ち な 人 び と な ど に 対 す る 共 感 や 社 会 的 課 題 解

決 の 発 想 の も と に 、 利 用 者 と と も に 取 り 組 ん で い く と い う 姿 勢 が

底 流 と し て あ る 。 し た が っ て 、 サ ー ビ ス を 享 受 す る 主 体 が 、 社 会

的 企 業 と と も に 活 動 す る と い う 例 も ま れ で は な い 。「 神 戸 東 部

N P O サ ー ビ ス セ ン タ ー 」 や 「 (特 活 )神 戸 定 住 外 国 人 セ ン タ ー 」 に
お い て は 、 事 業 と し て ボ ラ ン テ ィ ア 育 成 講 座 を 行 う と と も に 、 受

講 者 に 対 し て ネ ッ ト ワ ー ク 団 体 へ の 登 録 を 促 し た り 、 事 業 へ の 参

加 を 誘 っ た り す る こ と な ど に よ っ て 、 利 用 者 を 将 来 の 人 的 資 源 と

し て と ら え 、と も に 活 動 を 進 め て い く と い う ね ら い が あ る 。ま た 、

障 害 者 等 に 旅 行 支 援 サ ー ビ ス を 提 供 す る 「 (特 活 )ウ ィ ズ ア ス 」 に
お い て は 「 神 戸 ユ ニ バ ー サ ル ツ ー リ ズ ム 」 事 業 に 取 り 組 む ス タ ッ

フ 1 0 人 の う ち 8 人 が 障 害 者 で あ り 、 利 用 者 で あ る 障 害 者 の 視 点
に 立 っ た サ ー ビ ス 提 供 を 心 掛 け て い る 。  
社 会 的 企 業 が 発 展 す る た め に は 、 利 用 者 の 理 解 や 協 力 が 重 要 な

要 素 と な る 。  
上 に み た よ う に 、 社 会 的 企 業 に お い て は 事 業 者 対 顧 客 、 す な わ

ち 商 品 や サ ー ビ ス を 提 供 す る 側 対 そ れ を 享 受 す る 側 、 と い う 対 立

的 な と ら え か た で は な く 、 顧 客 が 協 力 者 に な り 、 ま た と も に 事 業

を 実 施 す る 側 に も な り う る と い う 役 割 転 換 の 自 在 さ が 特 徴 で あ る 。 
そ の 前 提 と し て 、 互 い に 相 手 を 理 解 す る こ と が 重 要 で あ り 、 そ

の た め に は「（ 特 活 ）ウ ィ ズ ア ス 」が 発 行 に こ ぎ つ け た ニ ュ ー ズ レ

タ ー の よ う な コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン メ デ ィ ア の 開 発 や 、 利 用 者 を は

じ め と す る 周 囲 の 人 々 が 共 感 を も っ て 事 業 に 関 わ っ て い く こ と を

誘 導 す る た め の 仕 組 み づ く り が 求 め ら れ る 。  
ま た 、 社 会 的 企 業 の 側 に お い て は 、 利 害 関 係 者 に 対 し て そ の ミ

ッ シ ョ ン を 正 確 に ま た 分 か り や す く 伝 達 す る こ と に 加 え 、 事 業 の

内 容 や 社 会 的 評 価 な ど を 細 や か に 伝 え る 情 報 公 開 （ デ ィ ス ク ロ ー

シ ャ ー ） に 努 め る な ど 説 明 責 任 を 達 成 す る こ と が 、 利 用 者 を 巻 き

込 み 、 包 摂 し て い く こ と に 結 び つ く 。  
 
（ ３ ） 社 会 的 企 業 の 自 律 的 な 運 営  

１ ） 人 の 質 ・ 量 両 面 で の 充 実 の た め の 方 策  

社 会 的 ミ ッ シ ョ ン を も つ 事 業 活 動 を お こ な っ て い る 団 体 1 1 6 団  
体 へ の ア ン ケ ー ト 調 査（ 以 下 、「社 会 的 企 業 調 査 」と 呼 ぶ ）に よ る

と 、 有 給 ス タ ッ フ を 擁 す る 団 体 は 約 6 割 、 ボ ラ ン テ ィ ア の み の 団

体 も 含 め て 無 給 ス タ ッ フ の み で 構 成 さ れ る 団 体 は 約 4 割 で あ っ た 。

（ 問 4）  
こ う い っ た な か 、 人 材 面 で の 課 題 に つ い て は 、 ボ ラ ン テ ィ ア な

ど 外 部 の 協 力 者 の 獲 得 や 既 存 ス タ ッ フ 等 の 技 能 の 育 成 は 比 較 的 問

題 が 少 な い と い う 半 面 、 正 規 ス タ ッ フ の 若 返 り や 世 代 交 代 に 悩 ん
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で い る 団 体 が 多 い こ と か ら 、 団 体 の 中 堅 を 担 っ て い け る 若 い 人 材

の 確 保 が 課 題 に な っ て い る と み る こ と が で き る 。（ 問 1 3）  
ボ ラ ン テ ィ ア の 獲 得 に つ い て は 、 社 会 的 企 業 調 査 で は 比 較 的 問

題 が な か っ た が 、 ヒ ア リ ン グ 調 査 に よ る と 、 こ の た め に 各 団 体 で

は 工 夫 を こ ら し て い る 。  
「 神 戸 東 部 Ｎ Ｐ Ｏ サ ー ビ ス セ ン タ ー 」 で は 、 高 齢 者 に 対 す る 生

活 サ ー ビ ス を 供 給 す る た め に 有 償 ボ ラ ン テ ィ ア を 育 成 し 、 ネ ッ ト

ワ ー ク 団 体 へ 登 録 し て も ら う こ と に よ っ て 現 場 の 人 材 を 確 保 し て

い る 。 ま た 「 (特 活 )神 戸 定 住 外 国 人 セ ン タ ー 」 に お い て も ボ ラ ン
テ ィ ア 講 座 を 開 講 し 、 熱 意 と 能 力 の あ る 受 講 者 を 見 極 め て 協 力 を

求 め る な ど の 方 法 を と っ て い る 。  
こ れ に 対 し て 、「 (特 活 )お お さ か 元 気 ネ ッ ト ワ ー ク 」で は 社 会 的

企 業 調 査 で 課 題 と し て 挙 げ ら れ た 正 規 ス タ ッ フ （ 社 会 起 業 家 ） の

育 成 に 注 力 し て お り 、 す で に 社 会 的 企 業 と し て の 実 績 を 持 つ ネ ッ

ト ワ ー ク 団 体 の 代 表 等 を 講 師 と し て 、 社 会 的 企 業 を 志 す 人 び と に

対 し て 、 各 地 で の 社 会 起 業 家 育 成 講 座 の 開 講 、 コ ン サ ル テ ー シ ョ

ン 、 コ ー チ ン グ な ど の 人 材 育 成 を 進 め て き た 。  
人 の 資 源 は 、 社 会 的 企 業 を 育 成 す る う え で そ の 基 盤 と も 、 中 核

と も な る 最 も 重 要 な 要 素 で あ り 、 そ の 質 ・ 量 両 面 で の 充 実 が 求 め

ら れ る 。 そ の た め に は 、 以 下 の 対 策 を 効 果 的 に ミ ッ ク ス す る こ と

が 求 め ら れ る 。  
第 一 に は 、 団 体 ・ 事 業 の 中 心 と な る リ ー ダ ー や 起 業 家 を 発 掘 ・

育 成 す る た め に 、 中 間 支 援 組 織 の 人 材 育 成 機 能 を 高 め る こ と が 求

め ら れ る 。 ま た 、 リ ー ダ ー の 責 務 と し て 後 継 者 を 育 て る こ と が 必

要 で あ る 。  
第 二 に は 、 特 に ボ ラ ン テ ィ ア 育 成 な ど に つ い て 社 会 福 祉 協 議 会

な ど 既 存 の 機 関 の 機 能 充 実 や 中 間 支 援 組 織 と こ れ ら の 機 関 と の 連

携 が 挙 げ ら れ る 。  
第 三 に は 、 行 政 や 中 間 支 援 組 織 が 、 た と え ば 会 計 ・ 税 務 処 理 や

広 報 （ 広 報 紙 編 集 、 ホ ー ム ペ ー ジ 作 成 な ど ） な ど の 専 門 家 を 各 団

体 へ 派 遣 す る な ど 、 直 接 的 な 手 法 に よ っ て 人 的 資 源 の 活 性 化 を 図

る こ と が 挙 げ ら れ る 。  
第 四 に は 、 社 会 的 企 業 に か か わ る 人 材 の 流 通 機 能 を 整 備 す る こ

と が 求 め ら れ る 。 た と え ば 、 中 間 支 援 組 織 な ど に よ る 人 材 登 録 制

度 や こ れ に 基 づ く 求 職 ・ 求 人 間 の マ ッ チ ン グ 機 能 を 充 実 す る こ と

に よ っ て 人 材 の 流 通 機 能 を 促 す こ と が 必 要 で あ る 。  
第 五 に は 、 今 後 社 会 的 企 業 が 市 民 セ ク タ ー の な か の 重 要 な 部 分

を 占 め る た め に は 、 こ れ ら と 並 び 、 個 々 の 団 体 に お い て 職 員 ・ ス

タ ッ フ の 待 遇 の 改 善 、 ま た そ の た め の マ ネ ジ メ ン ト 能 力 の 向 上 を

図 り 、 優 れ た 人 材 を 誘 引 す る こ と が 求 め ら れ る 。  
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２ ）行 政 の 事 業 受 託 や 地 域 金 融 の 推 進 、市 民 ・ 民 間 の 寄 付 に よ る 基

金 の 造 成  

収 入 に か か わ る 課 題 で は 、自 主 事 業 の 充 実 、受 託 事 業 や 助 成 金・

補 助 事 業 の 獲 得 な ど 、 重 要 な 財 源 に 関 す る 課 題 が 挙 が っ て い る 。  
こ の う ち 自 主 事 業 の 充 実 に か か わ る 課 題 と し て 、 新 し い 事 業 の

企 画 ・ 開 発 が 不 足 し て い る こ と が 指 摘 さ れ る 。 こ の 原 因 と し て 、

団 体 が 日 常 業 務 に 追 わ れ て そ の よ う な 余 裕 を 持 て な い こ と や 、 活

動 が 既 存 事 業 の 推 進 に 傾 斜 し て 団 体 内 部 の 企 画 力 が 乏 し い こ と 、

あ る い は 団 体 の ミ ッ シ ョ ン を あ ま り に 固 定 的 に 捉 え て い る た め に

実 施 事 業 を 社 会 環 境 や マ ー ケ ッ ト の 変 化 に 対 応 さ せ る こ と が で き

な い こ と な ど が 考 え ら れ る 。  
こ れ ら に 対 し て は 、 団 体 自 身 が み ず か ら の 人 材 の 資 質 を 向 上 す

る こ と の ほ か 、 中 間 支 援 組 織 が 団 体 相 互 の 交 流 イ ベ ン ト や ワ ー ク

シ ョ ッ プ を 開 催 し て 視 野 の 拡 大 や 事 業 ヒ ン ト の 獲 得 な ど を 促 す こ

と な ど 、 外 部 に よ る コ ー デ ィ ネ ー シ ョ ン に よ っ て 、 新 事 業 に 関 す

る 発 想 の 刷 新 を 促 す こ と や 刺 激 を 与 え る こ と な ど が 考 え ら れ る 。  
自 主 事 業 の 充 実 は 、 も と よ り 団 体 自 身 の 問 題 で は あ る が 、 受 託

事 業 と の 関 係 で み る こ と も 必 要 で あ る 。 す な わ ち 、 行 政 な ど か ら

の 事 業 受 託 が 過 大 で あ る こ と が 自 主 事 業 の 展 開 を 圧 迫 し て い る と

い う ケ ー ス も 考 え ら れ る 。 社 会 的 企 業 調 査 に お い て 、 行 政 の 委 託

事 業 を 受 け る デ メ リ ッ ト と し て 「 財 政 運 営 が 受 託 事 業 収 入 に 依 存

的 に な る こ と 」（ 第 1 位 ） お よ び 「 自 主 事 業 の 展 開 が お ろ そ か に

な る こ と 」（ 第 3 位 ） は 上 位 を 占 め て い た こ と は そ の あ ら わ れ と

し て 推 測 す る こ と が で き る 。（ 問 2 0）  

こ れ ら の こ と か ら 、「行 政 等 の ス リ ム 化・コ ス ト 削 減 等 の 手 段 に

使 わ れ る こ と 」 と い う 意 見 が 多 い こ と も 踏 ま え 、 行 政 に よ る 委 託

や 助 成 の あ り か た 、 す な わ ち 社 会 的 企 業 や Ｎ Ｐ Ｏ と 行 政 と の 協 働

の た め の 基 本 的 ル ー ル を 、 行 政 が 社 会 的 企 業 や 市 民 と と も に 検 討

し て い く 必 要 が あ る 。  
こ の 点 に つ き 参 考 に な る の が 、A l a n  K a y の 報 告 に あ る よ う に 、

1 9 9 8 年 に 英 国 に お い て 当 時 の ブ レ ア 政 権 が 政 府 と ボ ラ ン タ リ ー

組 織 の 間 の 対 等 な パ ー ト ナ ー シ ッ プ を 担 保 す る た め の 仕 組 み と し

て 導 入 さ れ た コ ン パ ク ト で あ る 。 コ ン パ ク ト に は 法 的 拘 束 力 は な

い が 、 政 府 が 国 レ ベ ル で 市 民 社 会 の 発 展 に 力 を 貸 そ う と い う 意 図

を 始 め て 具 体 的 に 示 し た 文 書 と さ れ て お り 、 政 府 は そ の 責 務 と し

て ボ ラ ン タ リ ー 組 織 の 独 立 性 を 認 め 、 一 方 、 ボ ラ ン タ リ ー 組 織 は

出 資 者 や 利 用 者 に 対 す る 説 明 責 任 を 果 た す 運 営 を 行 う こ と 、 な ど

の 原 則 が 定 め ら れ て い る 。 ま た 、 そ の 具 体 化 を 図 る た め に 、 す ぐ

れ た 実 践 の た め の 行 動 規 範 や ま た 実 際 に 協 働 に 直 面 す る 自 治 体 の

ロ ー カ ル・コ ン パ ク ト に つ い て 、そ の ガ イ ド ラ イ ン が 2 0 0 0 年 に 定

め ら れ て い る 。  
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わ が 国 に お い て は 、 Ｎ Ｐ Ｏ と 行 政 の 双 方 の 合 意 の も と に 遵 守 す

べ き ル ー ル と し て 、愛 知 県 が 2 0 0 4 年 5 月 に 全 国 で 始 め て ま と め た

「 あ い ち 協 働 ル ー ル ブ ッ ク 2 0 0 4」 が あ る 。 こ の ル ー ル ブ ッ ク は 、

次 の 点 で 評 価 で き る 。 ① 協 働 事 業 （ 事 業 委 託 ） に つ い て 、 知 事 が

6 2 0 の Ｎ Ｐ Ｏ （ 2 0 0 7 年 1 1 月 現 在 ） と 協 定 に 署 名 し た と い う 点 で 、

ロ ー カ ル コ ン パ ク ト （ 地 域 協 定 ） と し て 評 価 で き る 。 ② ル ー ル ブ

ッ ク の 改 善 に つ い て 継 続 的 な 検 討 ・ 発 展 の 場 と し て 実 務 者 会 議

（ 県 ・ 名 古 屋 市 ・ 中 核 市 の 課 長 級 と Ｎ Ｐ Ｏ の 事 業 ・ 会 計 担 当 者 が

参 加 す る 会 議 ） が 設 置 さ れ て お り 、 そ こ で 行 政 と Ｎ Ｐ Ｏ の 協 働 の

あ り 方 を 含 め 検 討 さ れ て い る 。 ③ 愛 知 県 が ル ー ル ブ ッ ク の 県 下 の

自 治 体 へ の 普 及 を 主 導 的 に 行 っ て い る 。具 体 的 に は 、 2 0 0 6 年 度 か

ら 県 は 、 各 市 町 が 主 催 す る 行 政 職 員 対 象 の 研 修 に 、 Ｎ Ｐ Ｏ の 方 を

講 師 と し て 派 遣 し て 、 ル ー ル ブ ッ ク を 市 町 へ 普 及 さ せ る こ と を 目

指 し て い る 。  
ま た 、 行 政 か ら の 受 託 事 業 な ど の 場 合 に 、 そ も そ も そ れ が 採 算

可 能 な 事 業 で あ る か ど う か と い う こ と も 問 題 に な る 。 社 会 的 企 業

調 査 に お い て 、 行 政 の 委 託 事 業 を 受 け る こ と に よ る デ メ リ ッ ト と

し て 「 行 政 等 の ス リ ム 化 ・ コ ス ト 削 減 等 の 手 段 に 使 わ れ る こ と 」

も ま た 第 1 位 で あ げ ら れ て い た 。（ 問 2 0）  
愛 知 県 で は 、「 あ い ち 協 働 ル ー ル ブ ッ ク 」 の 推 進 に 向 け て 、「 行

政 か ら Ｎ Ｐ Ｏ へ の 委 託 事 業 の 積 算 に 関 す る 提 言 」が 2 0 0 7 年 2 月 に

実 務 者 会 議 か ら 出 さ れ た 。こ の 報 告 書 で は 、英 国 に お け る 議 論 や 、

企 業 へ の 公 共 事 業 等 に お け る 積 算 の 考 え 方 を 参 考 に し な が ら 、 Ｎ

Ｐ Ｏ に 対 す る 委 託 事 業 費 の 積 算 の 考 え 方 を 提 示 し て い る 。  
社 会 的 企 業 調 査 に お い て も 、 行 政 か ら の 事 業 委 託 に 対 す る 社 会

的 企 業 か ら の 期 待 は 決 し て 小 さ く な か っ た 。 そ れ ゆ え に 、 上 に 挙

げ た 「 あ い ち 協 働 ル ー ル ブ ッ ク 」 や 英 国 の コ ン パ ク ト の よ う な 協

働 の 枠 組 み を 明 ら か に す る と と も に 、 行 政 に お い て も 社 会 的 企 業

を 支 援 ・ 育 成 す る に 足 る 内 容 と 価 格 を 有 す る 事 業 で あ る か ど う か

の 検 証 や 評 価 が 必 要 で あ る も の と 思 わ れ る 。  
一 方 、 資 金 調 達 の 新 し い 手 法 と し て 、 近 年 、 市 民 出 資 や 地 域 金

融 な ど が 注 目 さ れ て い る 。「（ 特 活 ） わ た ら せ ラ イ フ サ ー ビ ス 」 で

は 、 デ イ サ ー ビ ス 事 業 や グ ル ー プ ホ ー ム を 実 施 す る た め に 、 ビ ジ

ネ ス ホ テ ル の 購 入 資 金 と し て 市 民 約 6 0 人 か ら 1 口 1 万 円 の 資 金

募 集 で 3 , 0 0 0 万 円 を 集 め た 。「筥 崎 ま ち づ く り 放 談 会 」で は 、歯 科

医 院 が 撤 退 し た あ と の 商 店 街 の 建 物 を 市 民 の ア ー ト ス ペ ー ス と し

て 買 い 取 る た め に 出 資 を 募 っ た と こ ろ 、1 0 0 口（ 5 0 0 万 円 ）の 資 金

を 得 る こ と が で き た 。  
地 域 金 融 に つ い て は 、 阪 神 ・ 淡 路 大 震 災 か ら の 復 興 過 程 で 生 ま

れ た 「 神 戸 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ク レ ジ ッ ト 」 の 試 み が 、 社 会 的 企 業 同

士 の 支 援 金 融 を 考 え る 上 で 参 考 と な る 。 こ の 仕 組 み の 特 徴 は 、 地
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域 社 会 に お い て 互 い に 信 頼 関 係 に あ る 企 業 な ど が 、 相 互 協 力 を 目

的 に 資 金 を 拠 出 し あ い 連 携 す る こ と で 、 全 体 と し て 高 い 信 用 を 創

造 し 、 資 金 調 達 の 円 滑 を 図 る こ と に あ る 。  
民 間 の 金 融 機 関 で は 、「近 畿 ろ う き ん 」が 社 会 的 企 業（ 事 業 系 Ｎ

Ｐ Ｏ ） 向 け に 「 Ｎ Ｐ Ｏ 事 業 サ ポ ー ト ロ ー ン 」 を 実 施 し て い る 。 原

則 と し て 任 意 団 体 時 代 を 含 め て 2 年 以 上 活 動 し て き た 福 祉 系 の 特

定 非 営 利 活 動 団 体 を 対 象 と し て 、 無 担 保 な ら 1 , 0 0 0 万 円 ま で （ 有

担 保 な ら 原 則 と し て 担 保 評 価 の 範 囲 内 ） の 融 資 が 受 け ら れ る も の

で あ る 。 ま た 、 こ の 他 に も 障 害 者 市 民 活 動 支 援 融 資 制 度 、 社 会 福

祉 法 人 向 け 融 資 制 度 な ど も 備 え て お り 、 社 会 的 意 義 の 高 い 事 業 へ

の 融 資 に 応 じ て い る 。 ヒ ュ ー フ ァ イ ナ ン ス （ ㈶ 大 阪 府 地 域 支 援 人

権 金 融 公 社 ） に お い て も 、 ま ち づ く り の 推 進 、 雇 用 の 創 出 に 取 り

組 む 任 意 団 体 ・ Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 に 対 し て 4 2 0 万 円 ～ 3 , 0 0 0 万 円 の 融 資

制 度 を 備 え て い る 。  

た だ し 、 こ う い っ た 、 非 営 利 事 業 に 取 り 組 む 団 体 に 対 す る 融 資

制 度 を 持 つ 民 間 金 融 機 関 は 少 な く 、 今 後 は 信 用 金 庫 な ど 地 域 の 金

融 機 関 に 対 し て 社 会 的 企 業 へ の 理 解 を 促 し 、 市 民 の お 金 が 地 域 に

生 き 、 循 環 す る こ と に よ っ て 地 域 の 活 性 化 を 進 め て い く 必 要 が あ

る 。  

ま た 、 財 源 確 保 の 手 段 と し て 、 基 金 （ フ ァ ン ド ） に よ る 助 成 は

社 会 的 企 業 に と っ て 重 要 な 財 源 で あ る 。 助 成 基 金 は す で に 企 業 や

財 団 出 資 の も の が あ る が 、 大 阪 市 は 、 Ｎ Ｐ Ｏ や ボ ラ ン テ ィ ア な ど

の 市 民 活 動 を 支 援 す る た め 、 2 0 0 7 年 度 か ら「 大 阪 市 市 民 活 動 推 進

基 金 」 を ス タ ー ト さ せ た 。 こ れ は 市 民 や 企 業 か ら の 寄 付 金 に よ っ

て 基 金 を 造 成 す る 一 方 、 登 録 し た 市 内 の 市 民 活 動 団 体 の 助 成 申 請

に 対 し て 基 金 運 営 委 員 会 の 審 査 の 上 で 、 こ の 基 金 か ら 助 成 を 行 う

も の で あ る 。  

こ の 基 金 は 行 政 が 直 接 造 成 す る も の で は な く 、 ま た 行 政 の 出 資

し た 財 団 が 造 成 す る も の で も な く 、 市 民 や 企 業 な ど 民 間 の 寄 付 に

よ る 造 成 を 図 る も の で 、 行 政 は そ の コ ー デ ィ ネ ー タ ー を 行 う と い

う 意 味 で 意 義 が 深 い 。  

今 後 、 こ の よ う に 一 方 で は 市 民 ・ 企 業 の 「 志 」 に 訴 え て 寄 付 と

い う 形 で こ れ を 集 積 し 、 も う 一 方 の 社 会 的 企 業 と い う 「 志 」 に つ

な ぐ よ う な 役 割 は 、 今 後 の 行 政 セ ク タ ー の 大 き な 役 割 と し て 期 待

し た い 。  
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● 近 畿 の 府 県 ・ 政 令 市 に お け る Ｎ Ｐ Ｏ 支 援 の た め の 基 金  

府県 名  称 概  要 

滋賀県 おうみ NPO 活動基金 淡海文化振興財団が実施するもの  
で、NPO の資金面での基盤強化を図  
り経営力を高めることを目的に助成  
を行っている。限度額 300 万円／件、 
助成率 3/4 以内。人件費や管理費も 4 
 割まで認める。 

大阪市 大阪市市民活動推進基金 市民活動が活発に展開される環境づ  
くりの一環として、ボランティア・  
NPO などの市民活動を支援するた  
め大阪市市民活動推進基金を設置  
し、行政だけでなく、市民、市民活  
動団体、企業がともに市民活動を育  
てていくものとして、基金  に積み上  
げた市民、企業等からの寄付金を活  
用し、市民活動団体が行う公益的な  
事業に対して助成する。  

奈良県 ボランティア・NPO 活動促
進基金 

ボランティア・NPO 活動促進基金  県  
とボランティア・NPO との協働を推  
進するための基金  

（ 環 境 省 資 料 よ り 作 成 ）  

  

３ ） 社 会 的 企 業 育 成 の た め の 共 同 オ フ ィ ス な ど  

モ ノ ・ 場 所 の 獲 得 の 施 策 と し て は 、 社 会 的 企 業 育 成 の た め の 共

同 オ フ ィ ス が 考 え ら れ る 。 起 業 一 般 と し て は 、 た と え ば 神 戸 市 産

業 振 興 セ ン タ ー で は 起 業 家 ・ ベ ン チ ャ ー サ ポ ー ト の た め の 共 同 オ

フ ィ ス を 設 け て い る が 、 利 益 志 向 で は な い 社 会 的 企 業 育 成 の た め

の イ ン キ ュ ベ ー シ ョ ン 施 設 の 設 置 や 、 そ の た め の 中 間 支 援 組 織 へ

の 支 援 な ど が 求 め ら れ る 。  
大 阪 府 で は 、 遊 休 施 設 と な っ た 大 阪 市 内 の 府 税 務 事 務 所 を 中 間

支 援 組 織（「（ 社 福 ）大 阪 ボ ラ ン テ ィ ア 協 議 会 」）が 借 り 受 け て 管 理

団 体 と な り つ つ 、数 十 団 体 で 組 織 す る 運 営 協 議 会 の 方 針 の も と に 、

Ｎ Ｐ Ｏ の 入 居 利 用 や 各 種 サ ー ビ ス の 提 供 を 行 っ て い る（「 大 阪 Ｎ Ｐ

Ｏ プ ラ ザ 」。 2 0 0 2 年 4 月 オ ー プ ン 。現 在 、部 屋 借 り 団 体 7、ブ ー ス

借 り 団 体 3 2）。  

こ の よ う に 、 支 援 サ ー ビ ス を も 含 む 社 会 的 企 業 向 け の 育 成 拠 点

が 望 ま れ る 。  

 

４ ） 中 間 支 援 組 織 等 に よ る マ ネ ジ メ ン ト に 関 す る 技 術 ・ 情 報 の 研 修  

社 会 的 企 業 調 査 で は 、 活 動 す る う え で の 課 題 （ 問 1 3） と し て

「（ 1 3） 活 動 に 関 わ る 情 報 の 獲 得 」、「（ 1 4） 助 成 制 度 な ど 資 金 確 保

に 関 す る 情 報 や 指 導 」、「（ 1 5）団 体 や 活 動 に 関 わ る 情 報 の 発 信 や 広

報 」 な ど の 定 型 的 な 情 報 の 受 発 信 に つ い て は 、 比 較 的 問 題 視 さ れ

て い な か っ た 。  
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し か し「（ 1 0）団 体 経 営・運 営 の ノ ウ ハ ウ や 技 術 の 獲 得 」、「（ 1 1）

新 し い 事 業 の 企 画 ・ 開 発 」 な ど 、 い わ ゆ る 「 知 恵 」 に 近 い 非 定 型

的 な 情 報 に つ い て は 「 で き て い な い 」 と す る 団 体 が 多 い 。  
そ の 原 因 の 一 つ と し て 、 社 会 的 課 題 の 解 決 に 取 り 組 む 社 会 的 企

業 は 、 し ば し ば 採 算 性 よ り も 社 会 的 意 義 を 優 先 す る と い う こ と が

あ る 。 た と え ば 「 筥 崎 ま ち づ く り 放 談 会 」 で は 、 コ ミ ュ ニ テ ィ レ

ス ト ラ ン の 経 営 を 、 当 初 の 民 間 業 者 へ の 委 託 か ら Ｎ Ｐ Ｏ の 直 営 に

切 り 替 え た が 、 直 営 後 は ミ ッ シ ョ ン 重 視 に よ る 安 全 な 食 材 の 提 供

な ど に よ っ て 採 算 が 悪 化 し た こ と が 報 告 さ れ て い る 。  
し か し な が ら 、 ミ ッ シ ョ ン の 達 成 は 社 会 的 企 業 に と っ て そ の 基

盤 に な る も の で あ る の は い う ま で も な い も の の 、 そ の 達 成 は 事 業

が 順 調 に 継 続 す る こ と に よ っ て こ そ 可 能 に な る も の で あ る  
従 っ て 、 こ れ ら の 課 題 に 対 し て は 、 リ ー ダ ー な ど が 事 業 継 続 の

た め の 技 術 （ マ ネ ジ メ ン ト 技 術 ） を 身 に つ け る こ と が 求 め ら れ 、

た と え ば 、 そ の た め の 研 修 を 、 中 間 支 援 組 織 や 行 政 が お こ な う こ

と な ど が 考 え ら れ る 。  
ま た 、 積 極 的 に 事 業 展 開 す る た め 、「（ 特 活 ） お お さ か 元 気 ネ ッ

ト ワ ー ク 」 が 実 施 し て い る 「 起 業 家 カ フ ェ 」 の よ う な 、 社 会 的 企

業 同 士 が 情 報 を 交 換 ・ 共 有 す る 場 や 、 地 域 ・ 企 業 と 社 会 的 企 業 が

交 流 し 、 地 域 の 課 題 を 探 り 解 決 す る た め の き っ か け を 作 る 場 づ く

り が 必 要 で あ る 。  
 

５ ） 社 会 的 企 業 の 啓 発 ・ 表 彰 、 外 部 評 価 シ ス テ ム の 構 築  

社 会 的 企 業 調 査 で は 、 情 報 発 信 に か か わ る 課 題 に つ い て 、 Ｐ Ｒ

不 足 な ど の た め に 商 品 ・ サ ー ビ ス が 知 ら れ て い な い こ と が 挙 げ ら

れ て い る 。 行 政 や 中 間 支 援 組 織 に よ る 広 報 紙 の 発 行 や ポ ー タ ル サ

イ ト の 開 設 な ど に よ っ て 、 各 団 体 や そ の 事 業 の 紹 介 、 ま た そ の た

め の 社 会 的 企 業 一 般 の 啓 発 な ど を 進 め る こ と が 求 め ら れ る 。  
そ れ と と も に 、 中 間 支 援 組 織 や 行 政 は 、 神 戸 市 が 実 施 し て い る

「 神 戸 ソ ー シ ャ ル ベ ン チ ャ ー ア ワ ー ド 」 の よ う な 社 会 的 に 排 除 さ

れ が ち な 人 び と の 福 利 厚 生 の 向 上 な ど 社 会 的 企 業 の 成 果 の 表 彰 や 、

そ の 意 義 ・ ミ ッ シ ョ ン を 広 く Ｐ Ｒ す る こ と も 必 要 で あ る 。  
※ 神 戸 ソ ー シ ャ ル ベ ン チ ャ ー ア ワ ー ド  

2 0 0 3 年 に 設 置 。地 域 経 済 の 活 性 化 、地 域 の 問 題 解 決 、新 規 雇  
用 の 創 出 等 を 目 的 と し 、 よ り よ い 地 域 づ く り の た め の 経 済 的 な

自 立 を 目 指 し た 事 業 を 行 っ て い る 市 民 や 事 業 者 を 表 彰 す る 制 度 。 
 
さ ら に 、 社 会 的 企 業 が 地 域 社 会 に 貢 献 し て い る こ と の 保 証 を 得  

る た め に 、 ま た 、 よ り よ い パ ー ト ナ ー シ ッ プ を 進 め る た め に も 、

社 会 的 企 業 を 評 価 す る 外 部 評 価 シ ス テ ム の 構 築 が 必 要 で あ る 。 英

国 を 中 心 と す る ヨ ー ロ ッ パ で は 、 社 会 的 企 業 へ の 信 頼 の 構 築 と 、
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よ り 自 立 し た ビ ジ ネ ス と し て 成 長 さ せ る た め の 仕 組 み と し て 、 社

会 的 企 業 の 監 査 方 法 の 開 発 に 着 手 し て い る 。特 に 、英 国 で は 、A l a n  
K a y の 報 告 に あ る よ う に 、 す で に 、 民 間 レ ベ ル で 、 社 会 的 企 業 の
社 会 的 価 値 を 測 定 し 、 そ の 組 織 の ス テ イ ク ホ ル ダ ー （ 地 域 住 民 な

ど の 利 害 関 係 者 ） に 説 明 責 任 を 果 た す た め の 社 会 監 査 （ ソ ー シ ャ

ル オ ー デ ィ ト ） が 行 わ れ 、 そ の 指 導 者 た ち の ネ ッ ト ワ ー ク も 構 築

さ れ て い る 。 し か し 、 わ が 国 で は 、 社 会 的 企 業 が ま だ 未 成 熟 で あ

る こ と や 、 そ の 活 動 の 社 会 的 価 値 を 評 価 す る こ と の 困 難 さ な ど か

ら 、社 会 的 監 査 に 対 す る 認 識 も 低 く 、方 法 論 も 確 立 さ れ て い な い 。

今 後 、 英 国 で の 社 会 監 査 の 仕 組 み を わ が 国 へ 導 入 す る こ と の 可 能

性 に つ い て 検 討 す る こ と が 求 め ら れ る 。  
 

（ ４ ） 支 援 体 制 の 整 備  

１ ） 地 域 担 当 職 員 制 の 導 入 、 行 政 内 部 の 部 門 間 の 連 携  

行 政 が 、 社 会 的 企 業 を 支 え る コ ミ ュ ニ テ ィ ・ オ ー ガ ナ イ ザ ー と

し て の 役 割 を 果 た す た め の 支 援 体 制 に つ い て の 提 案 と し て 、 地 域

担 当 職 員 制 の 導 入 や 行 政 内 部 の 部 門 間 の 連 携 を 挙 げ る こ と が で き

る 。  

ま ず 、地 域 担 当 職 員 制 の 導 入 に つ い て 、神 戸 市 で は 、 2 0 0 3 年 度

よ り 、東 灘 区（ 人 口：約 2 1 万 人 ）と 西 区（ 人 口：約 2 5 万 人 ）で 、

地 域 担 当 制 を 実 施 し て い る 。東 灘 区 の 事 例 で は 、そ の 目 的 と し て 、

① 地 域 住 民 に よ る ま ち づ く り 活 動 を 総 合 的 に 支 援 す る 体 制 の 整 備 、

② 地 域 情 報・行 政 情 報 の 集 約（ 縦 割 り 行 政 の 是 正 ）、対 応 の 迅 速 化 、

効 率 化 、 ③ 地 域 の 力 を 育 み 、 個 性 あ ふ れ る 区 の 実 現 の た め 、 区 の

企 画 ・ 立 案 力 の 強 化 、 を 挙 げ て い る 。 そ の 体 制 は 、 ま ち づ く り 支

援 課 の 主 査 ３ 名 － 担 当 ６ 名 で 、６ 地 区（ 御 影 、住 吉 、魚 崎 、本 山 、

本 庄 、 六 甲 ア イ ラ ン ド ） を 分 担 し て い る 。  

こ れ ま で の 効 果 と し て 、 ① 地 域 に と っ て 区 の 窓 口 が 一 本 化 、 ②

各 種 の 地 域 情 報 が 地 域 担 当 者 に 入 る こ と 、 ③ 頻 繁 に 地 域 に 出 か け

る こ と で 、地 域 と の 信 頼 が 深 ま っ た こ と 、な ど が 指 摘 さ れ て い る 。

一 方 で 、 課 題 等 と し て 、 ① ま ち づ く り 支 援 課 内 及 び ま ち づ く り 推

進 課 と の 緊 密 な 情 報 交 換 が 必 要 で あ る こ と 、 ② 職 員 に 一 定 の 資 質

と や る 気 が 求 め ら れ る こ と 、 ③ 情 勢 の 変 化 （ 転 入 区 民 の 増 、 子 ど

も 増 、 マ ン シ ョ ン 居 住 者 増 等 ） へ の 対 応 が 必 要 、 な ど の 意 見 が 出

さ れ て い る 。  

こ の よ う に 、 地 域 ガ バ ナ ン ス の 形 成 ・ 社 会 的 企 業 の 育 成 に 貢 献

す る た め に 、 地 域 担 当 職 員 を 配 置 し 、 そ の 職 員 が 行 政 と 住 民 ・ 社

会 的 企 業 な ど を つ な ぐ 役 割 を 果 た す こ と が 求 め ら れ る 。  

併 せ て 、 地 域 担 当 職 員 に は 、 東 灘 区 の 事 例 で も 指 摘 さ れ て い る

よ う に 、 フ ァ シ リ テ ー タ ー ・ コ ー デ ィ ネ ー タ ー と し て の 役 割 が 求

め ら れ 、 そ の た め に 職 員 の 資 質 向 上 、 人 材 育 成 が 必 要 で あ る 。  
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ま た 、 職 員 の 配 属 期 間 に つ い て 、 井 吹 台 自 治 会 連 合 会 の 坂 本 会

長 は 「 顔 を や っ と 覚 え た と 思 っ た ら 異 動 に な る 。 ひ と り の 職 員 が

特 定 の 地 域 に 最 低 5～ 1 0 年 す べ き 」 と 指 摘 す る 。 職 員 と 住 民 と の

信 頼 関 係 の 構 築 に 時 間 を 要 す る こ と を 考 慮 す れ ば 、 通 常 の 人 事 異

動 の 3 年 サ イ ク ル で は な く て 、 配 属 期 間 を も う 少 し 長 く す る こ と

が 求 め ら れ る 。  

次 に 、 行 政 内 部 に お け る 部 門 間 の 連 携 を 進 め る 必 要 が あ る 。 民  
間 事 業 所 や 地 域 団 体 と の 連 携 に つ い て は 、自 治 体 に お い て は 通 常 、

た と え ば 、 民 間 事 業 所 は 産 業 部 局 所 管 、 地 域 団 体 は 民 生 部 局 所 管

な ど と 分 か れ て お り 、 社 会 的 企 業 ・ 民 間 事 業 所 ・ 地 域 団 体 相 互 の

交 流 を 促 し に く い こ と か ら 、 こ れ ら 部 局 間 の 連 携 が 求 め ら れ る 。  
 

２ ） 個 々 の 社 会 的 企 業 に 対 し て 中 間 支 援 組 織 を 介 し て の 支 援  

中 間 支 援 組 織 が 各 地 で 生 ま れ る と と も に 、 中 間 支 援 組 織 と 呼 ば

れ る に 足 る 運 営 能 力 を 育 て て い く た め に は 、 行 政 の 理 解 と 支 援 が

必 要 で あ る 。 英 国 で は 、 A l a n  K a y の 報 告 で 紹 介 さ れ た 、 ス コ ッ ト

ラ ン ド で 活 動 し て い る 中 間 支 援 組 織 Ｓ Ｓ Ｅ Ｃ や Ｓ ｅ ｎ ｓ ｃ ｏ ｔ の

両 団 体 は 、 と も に ス コ ッ ト ラ ン ド 政 府 か ら 相 当 額 の 資 金 を 受 け て

い る 。  

し か し 、 わ が 国 で は 、 今 回 実 施 し た 自 治 体 調 査 で み る と 、 中 間

支 援 組 織 へ 支 援 を 行 っ て い る 自 治 体 の 割 合 は 、 1 0 . 4 %と 少 な い 。  

そ の 中 で 、 神 戸 市 は 、 中 間 支 援 Ｎ Ｐ Ｏ へ の 委 託 事 業 と し て 「 Ｎ

Ｐ Ｏ 育 成 ア ド バ イ ザ ー 派 遣 事 業 」 を 実 施 し 、 そ こ か ら 草 の 根 Ｎ Ｐ

Ｏ へ の 団 体 運 営 に 関 す る ア ド バ イ ス を 行 い 、 そ れ ら の 課 題 解 決 を

通 じ た 自 律 的 な マ ネ ジ メ ン ト 力 の 向 上 を 支 援 し て い る 。  

ま た 、大 阪 府 が 、 2 0 0 3 年 か ら 2 年 間 、モ デ ル 事 業 と し て「 社 会

起 業 家 育 成 支 援 プ ロ ジ ェ ク ト 」 を 実 施 し た 事 例 が 注 目 さ れ る 。 こ

の 事 業 で は 、 同 プ ロ グ ラ ム の 運 営 主 体 を 、 提 案 公 募 に よ っ て 選 定

さ れ た 中 間 支 援 組 織 に 委 託 し て い る 。 そ の 中 間 支 援 組 織 が 、 中 間

支 援 と し て 実 施 す る 福 祉 コ ミ ュ ニ テ ィ ビ ジ ネ ス へ の 支 援 活 動 に 係

る 経 費 に 対 し て 、 大 阪 府 は 補 助 を 行 っ て い る 。  

こ の よ う に 、 個 別 の 社 会 的 企 業 に 対 し て 直 接 支 援 を 行 わ ず 、 中

間 支 援 組 織 を 介 し て 、 支 援 を 行 う こ と は 、 中 間 支 援 組 織 を 育 て る

上 で 、 有 効 で あ る と 考 え る 。  

ま た 、 補 助 金 等 に 頼 る の で は な く 、 社 会 的 起 業 家 や 行 政 職 員 の

人 材 育 成 や 情 報 交 換 の 場 づ く り 、 社 会 的 企 業 の 育 成 、 外 部 評 価 制

度 の 構 築 な ど 、 中 間 支 援 組 織 が 担 う 各 種 業 務 に 対 し 、 適 正 な 評 価

が 行 わ れ 正 当 な 対 価 が 支 払 わ れ る よ う 、 必 要 な 環 境 整 備 を 行 う こ

と も 不 可 欠 で あ る 。  

 

（ ５ ） パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 形 成 と そ の 制 度 化  
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社 会 的 企 業 を 巡 る パ ー ト ナ ー シ ッ プ（ 連 携・協 働 ）は 、〈利 用 者 〉

〈 他 団 体 〉〈 行 政 〉 と の 関 係 で み る こ と が で き る 。  
対 利 用 者 に つ い て は 、 (特 活 )お お さ か 元 気 ネ ッ ト ワ ー ク が 「 起

業 家 カ フ ェ 」 を 開 催 し 、 受 講 経 験 者 や 新 規 起 業 家 な ど の 利 用 者 と

の 交 流 や 利 用 者 間 の 交 流 を お こ な っ て い る 。  
社 会 的 企 業 が 発 展 す る た め に は 相 互 理 解 に も と づ い た 利 用 者 の

支 持 が 欠 か せ な い 。 す な わ ち 、 利 用 者 の 共 感 を も と に 、 事 業 機 会

の 発 見 や 拡 大 を 図 る と と も に 、 団 体 運 営 へ の 協 力 者 と し て と ら え

た ネ ッ ト ワ ー ク を 形 成 し て い く こ と が 多 く の 社 会 的 企 業 に 求 め ら

れ る 。  
次 に 、 他 団 体 と の パ ー ト ナ ー シ ッ プ に つ い て は 、 社 会 的 企 業 調

査 に お け る 交 流 相 手 と し て 、Ｎ Ｐ Ｏ・市 民 活 動 団 体（「 日 常 的 に 交

流 し て い る 」 と 「 と き ど き 交 流 し て い る 」 の 計 7 5％ ）、 民 間 事 業

所 （ 同 3 8％ ）、 地 域 団 体 （ 同 4 6％ ） が あ り 、 民 間 事 業 所 や 地 域 団

体 と の 交 流 割 合 は 高 く な い 。 し か し 、 現 状 で 交 流 し て い な い 場 合

で あ っ て も 交 流 へ の 意 欲 は 高 い 。（ 問 2 1～ 2 3）  

こ れ ら に 対 す る 中 間 支 援 組 織 の 役 割 は 大 き い 。「 神 戸 東 部 N P O
サ ー ビ ス セ ン タ ー 」 で は 、 福 祉 サ ー ビ ス を 提 供 す る 地 域 の Ｎ Ｐ Ｏ

な ど と ネ ッ ト ワ ー ク を 形 成 し て こ れ ら の 団 体 を 会 員 と し て 日 常 的

な パ ー ト ナ ー シ ッ プ を 形 成 し て い る 。 ま た 「 (特 活 )お お さ か 元 気
ネ ッ ト ワ ー ク 」 は 大 阪 府 内 の 有 力 な 社 会 的 企 業 （ コ ミ ュ ニ テ ィ ・

ビ ジ ネ ス ） を ネ ッ ト ワ ー ク し 、 そ の リ ー ダ ー た ち に よ っ て 運 営 さ

れ て い る 。今 後 は 、広 域 的 な 活 動 を お こ な う 社 会 的 企 業 に お い て 、

こ の よ う な 横 の 連 携 が 広 範 に 求 め ら れ る 。  
対 行 政 と の パ ー ト ナ ー シ ッ プ に つ い て は 、 ヒ ア リ ン グ 団 体 で は

「 (特 活 )ウ ィ ズ ア ス 」 が お こ な っ て い る 「 神 戸 ユ ニ バ ー サ ル ツ ー
リ ズ ム 」 に お い て は 、 神 戸 市 も 加 わ り 、 ホ テ ル ・ タ ク シ ー 会 社 ・

福 祉 機 器 レ ン タ ル 会 社 な ど と の 連 携 の も と に 、 旅 行 者 へ の サ ー ビ

ス 提 供 が 推 進 さ れ て い る 。 こ の 場 合 、 行 政 （ 神 戸 市 ） の 中 立 性 や

非 営 利 性 が 社 会 的 信 用 と し て 働 き 、「障 害 者 の 快 適 な 旅 行 」と い う

目 的 達 成 の た め に 社 会 の 諸 機 関 ・ 企 業 の 結 集 を 促 進 し た も の と 考

え ら れ る 。 社 会 的 企 業 の 発 展 の た め に は 、 パ ー ト ナ ー シ ッ プ 活 動

助 成 （ 神 戸 市 ） な ど の 助 成 策 と 並 び 、 今 後 は こ の よ う な 、 行 政 の

コ ー デ ィ ネ ー タ ー と し て の 役 割 が 大 き く 期 待 さ れ る 。  
※ パ ー ト ナ ー シ ッ プ 活 動 助 成 制 度  
パ ー ト ナ ー シ ッ プ 活 動 助 成 制 度 は 、「 神 戸 市 民 に よ る 地 域 活 動

の 推 進 に 関 す る 条 例 」 の 理 念 に 基 づ き 、 市 民 に よ る 地 域 活 動 の

自 主 性 及 び 自 律 性 を 尊 重 し つ つ 、 市 民 主 体 の 積 極 的 な 課 題 解 決

の た め の 取 り 組 み や 地 域 の 活 性 化 に つ な が る 活 動 を 支 援 す る こ

と に よ り 、地 域 力 の 強 化 を 図 ろ う と す る も の 。市 民 が 自 ら 企 画・

提 案 ・ 実 施 す る よ り よ い 地 域 づ く り の た め の 活 動 の 初 動 期 の 取
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り 組 み に つ い て 、 市 民 か ら 募 集 し 、 公 開 の 提 案 会 、 審 査 会 を 経

て 助 成 を 行 う 。  
 

ま た 、 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ 組 織 と 行 政 と の 間 で 、 地 域 課 題 の 解 決  
に 取 り 組 む た め 、 双 方 協 議 の 上 で 、 お 互 い の 役 割 分 担 を 定 め る 協

定 も 注 目 さ れ る 。神 戸 市 で は 、 2 0 0 4 年 3 月 制 定 の「 神 戸 市 民 に よ

る 地 域 活 動 の 推 進 に 関 す る 条 例 」に 基 づ い て 、「野 田 北 ふ る さ と ネ

ッ ト 」 や 「 北 須 磨 団 地 自 治 会 」 と 、 そ れ ぞ れ パ ー ト ナ ー シ ッ プ 協

定 を 締 結 し た 。  
※ パ ー ト ナ ー シ ッ プ 協 定  
地 域 と 市 が 、 当 該 地 域 の 課 題 の 解 決 に 取 り 組 む た め 、 双 方 協

議 の 上 で 、 相 手 の 立 場 を 尊 重 し な が ら 、 お 互 い の 役 割 分 担 を 定

め 締 結 す る 協 定 。 地 域 と 市 が 協 働 し 、 さ ら に 地 域 力 を 定 め 、 自

立 的 な 地 域 運 営 を 発 展 す る こ と を 目 的 と す る 。  
 

さ ら に 、 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ 組 織 と 行 政 に 加 え て 、 Ｎ Ｐ Ｏ ・ ボ ラ  

ン テ ィ ア 、 一 般 企 業 、 社 会 福 祉 法 人 な ど 、 様 々 な 主 体 の 連 携 に よ

る 協 働 活 動 を 担 保 す る も の と し て 、 パ ー ト ナ ー シ ッ プ 組 織 の 制 度

化 が 期 待 さ れ る 。  

A l a n  K a y の 報 告 に あ る よ う に 、 英 国 政 府 は 、 Ｎ Ｐ Ｏ 、 事 業 者 、

地 方 自 治 体 、 公 的 機 関 等 、 地 域 の 様 々 な 主 体 か ら 構 成 さ れ る 地 域

戦 略 パ ー ト ナ ー シ ッ プ （ Ｌ Ｓ Ｐ ） の 各 自 治 体 単 位 で の 設 立 を 促 し

て い る 。  

わ が 国 で も 、 地 方 再 生 プ ロ グ ラ ム に お い て 、 行 政 と Ｎ Ｐ Ｏ 、 事

業 者 な ど と の パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 形 成 が 推 奨 さ れ て い る 。 ま た 、

三 重 県 伊 賀 市 で の 条 例 に 基 づ く 住 民 自 治 協 議 会 は 、 パ ー ト ナ ー シ

ッ プ 組 織 の 制 度 化 を 図 る も の で あ る と 考 え ら れ る 。 住 民 自 治 協 議

会 は 、 市 長 の 諮 問 機 関 で あ っ て 、 か つ 、 市 の 重 要 事 項 に 関 す る 当

該 地 区 の 同 意 ・ 決 定 機 関 と い う 地 位 を 獲 得 し 、 市 長 か ら の 諮 問 に

応 じ 総 合 計 画 の 策 定 ・ 変 更 な ど 重 要 な 事 項 に 関 し て 答 申 す る と と

も に 、「 地 域 ま ち づ く り 計 画 」 を 策 定 し 自 ら 各 種 事 業 を 実 施 す る 。 

※ 伊 賀 市 の 住 民 自 治 協 議 会  

三 重 県 伊 賀 市 は 、 2 0 0 4 年 1 2 月 に 「 伊 賀 市 自 治 基 本 条 例 」 を

制 定 し 、 そ れ を 根 拠 に し て 、 小 学 校 区 単 位 を 基 本 に 、 住 民 自 治

協 議 会 を 設 置 し て い る 。 住 民 自 治 協 議 会 は 「 共 同 体 意 識 の 形 成

が 可 能 な 一 定 の 地 域 に お い て 、 そ こ に 住 む あ ら ゆ る 人 が 自 由 に

参 加 で き 、 地 縁 団 体 や 目 的 別 団 体 な ど と と も に 、 身 近 な 地 域 の

課 題 を 話 し 合 い 、 解 決 で き る よ う に 、 地 域 住 民 に よ り 自 発 的 に

設 置 さ れ た 組 織 」。   

 

こ の よ う に 、 様 々 な 主 体 に よ る 包 括 的 な パ ー ト ー ナ ー シ ッ プ 組  
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織 の 制 度 化 が 求 め ら れ る 。  

（ ６ ） 地 域 の ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 醸 成 方 策  

地 域 の ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 醸 成 に 向 け た 方 策 に つ い て は 、

す で に 、㈶ 神 戸 都 市 問 題 研 究 所 が 主 宰 し て 、昨 年 度 、市 民・大 学 ・

事 業 者 や 神 戸 市 の 関 係 者 と 協 働 で 調 査 研 究 し た 成 果 が あ る 。  

こ こ で は 、 そ の 調 査 研 究 の 結 果 を 紹 介 す る こ と で 、 ソ ー シ ャ ル

キ ャ ピ タ ル 醸 成 の 方 策 を 提 案 す る 。  

地 域 に お け る ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル は 、 ど の よ う な 取 り 組 み か

ら 育 ま れ る の か に つ い て 、 研 究 会 へ の 参 加 者 全 員 に よ る Ｋ Ｊ 法 に

よ る ワ ー ク シ ョ ッ プ 形 式 で 検 討 を 行 っ た 。 そ の 結 果 、 延 べ 1 0 0 枚

の 意 見 カ ー ド が 提 出 さ れ 、 親 和 性 を 持 つ も の を 整 理 し て 構 造 化 さ

れ た も の が 次 図 で あ る 。  

 
図 中 、「 ゆ る や か な 人 の つ な が り が で き る 」「 互 い に 思 い や り 、  

 
 

図 表 中 、「ゆ る や か な 人 の つ な が り が で き る 」「互 い に 思 い や り 、

信 頼 、親 切 、お せ っ か い を や く 」「お 互 い に 助 け 合 い 、友 達 に な る 」

を あ わ せ て 、「場 ぢ か ら・ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル 」と 名 づ け ら れ た 。

ま た 、 こ の 「 場 ぢ か ら ・ ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル 」 へ 向 か う 要 素 群

の 中 で 因 果 関 係 を 持 っ て い る も の を 軸 と し て ま と め ら れ た 。  
①  イ ベ ン ト 軸：「 時 間 や 金 に 余 裕 が あ る 」こ と を 前 提 に 、「地 域 の  

ソーシャルキャピタルの形成促進要因とその効果 

（出典：神戸都市問題研究所、2007年、『ソーシャルキャピタル協働政策研究会報告書』） 
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イ ベ ン ト や 行 事 が 多 く あ る 」 こ と  
② 子 ど も と の 関 わ り 軸：「 夫 婦 や 家 族 に 団 欒 と 社 交 が あ る 」こ と を  
前 提 に 「 近 所 の こ ど も と の か か わ り が あ る 」 こ と  

③ 地 域・テ ー マ の 興 味・愛 着 軸：「 地 域 の 歴 史 や ウ リ を 知 る 」こ と

を 前 提 に 「 地 域 や テ ー マ へ の 興 味 や 愛 着 が 深 ま る 」 こ と  
④ あ い さ つ 軸：「 長 く か ら そ の 土 地 に 住 ん で い る 」こ と を 前 提 に「 近  
所 で あ い さ つ や 声 が け が で き る 」 こ と  

⑤ 多 様 な 住 民 参 加 軸：「 長 く か ら そ の 土 地 に 住 ん で い る 」こ と を 前  
提 に 「 多 様 な 住 民 参 加 が で き る 」 こ と  

⑥ 共 通 の 課 題 軸 ：「 共 通 の 敵 や 問 題 が あ る 」 こ と  
こ れ ら は 、 ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル を 生 み 出 し た り 、 育 ん だ り す

る 要 素 を 示 し て い る 。  
こ の よ う な 6 つ の 軸 に 、 行 政 の 支 援 、 組 織 の 自 律 力 を 加 え て 、  

軸 ご と に 、 ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 形 成 促 進 を 進 め る 具 体 的 な 方

策 の 方 向 性 を ま と め た も の が 次 頁 の 表 で あ る 。  
２  地 域 類 型 別 方 策  

第 2 節 の 1 で は 、 第 1 節 で ま と め た 社 会 的 包 摂 手 法 に よ る 地 域

の 再 生 に 向 け た 方 向 性 の そ れ ぞ れ に つ い て 、 神 戸 市 全 体 に 共 通 す

る 方 策 を 挙 げ た 。 さ ら に 、 こ こ で は 、 神 戸 市 内 の 個 別 地 域 に た い

し 政 策 ア プ ロ ー チ を 試 み る 。  
第 2 章 の 定 量 的 把 握 で 見 て き た よ う に 、 神 戸 市 は イ ン ナ ー シ テ  

ィ 地 域 、 オ ー ル ド ニ ュ ー タ ウ ン 地 域 、 農 村 地 域 、 ニ ュ ー タ ウ ン 地

域 な ど と い っ た 多 様 な 要 素 を 併 せ 持 ち 、 ま た 、 モ ザ イ ク 状 の 多 様

な 変 化 を 示 し て い る 。 こ う し た 状 況 下 で 、 個 別 地 域 が 多 様 で 固 有

の 課 題 へ の 対 応 を 迫 ら れ て い る 。 そ こ で 、 イ ン ナ ー シ テ ィ 地 域 、

オ ー ル ド ニ ュ ー タ ウ ン 地 域 、 農 村 地 域 、 ニ ュ ー タ ウ ン 地 域 に つ い

て 、 そ れ ぞ れ 典 型 地 区 を 取 り 出 し て 、 そ の 方 策 を 検 討 す る 。  
典 型 地 区 と し て は 、 イ ン ナ ー シ テ ィ 地 域 で は 野 田 北 部 、 オ ー ル

ド ニ ュ ー タ ウ ン 地 域 で は 北 須 磨 団 地 、 農 村 地 域 で は 大 沢 町 、 ニ ュ

ー タ ウ ン 地 域 で は 井 吹 台 東 等 を 選 定 し た 。 こ の 各 典 型 地 区 は 、 第

2 章 の 定 量 的 把 握 か ら 次 の よ う な 地 域 特 性 を 持 っ て い る こ と が わ

か る 。  
① 野 田 北 部  

全 体 と し て 自 営 業 主 比 率 お よ び 高 齢 化 率 が 高 い 。 農 業 比 率 は

ゼ ロ と な っ て い る 。 浪 松 町 は 共 同 住 宅 割 合 が 高 い （ 2 丁 目 と 3

丁 目 ）。 本 庄 町 、 海 運 町 、 長 楽 町 は 共 同 住 宅 割 合 が 比 較 的 低 い 。

（ 本 庄 町 2、4 丁 目：人 口 減 少 。浪 松 町 、3 丁 目 は 増 え た が 、2、

4 丁 目 は 人 口 減 少 、 海 運 町 は す べ て で 人 口 減 少 。 長 楽 町 は 、 4

丁 目 は 増 え て い る が 、 2、 3 丁 目 は 人 口 減 少 ）  



 257 

接近軸 活動の方向性

1.地域・テーマへの興味・愛着
を深める

地域の伝統・文化・歴史・魅力、生活に役立つ情報を知る

地域の魅力やウリ（自慢できるヒト・コト・モノ）を掘り出し、発信する

地域で世話を焼くものをつくる

「地域」から離れて、「テーマ」を中心とした人の輪もできるので、この活動を通じて地域活動に目を向けさせる

たまり場を活用する

2.あいさつ 様々な年齢・性別・社会階層間で、あいさつを励行する

子ども・学校・地域を活用

あいさつを地域に浸透させる技術を確立する

3.イベント 住民主体で企画する

住民主体で開催する

住民が参加する

具体的にできるイベント例

イベントを支援する

地域課題解決のために活動をイベント化する

4.子どもとの関わり 子どもと大人の共同参加を広げる

多様な年代の幼児・児童・生徒が集えるたまり場をつくる

子どもの手によるイベントづくり、参加を進める

学校・団体と連携する

5.多様な住民参加 自治会だけでなく、商店街、事業者などが集える「多様な参加の場」をつくる

地域にあるサークルや井戸端会議の場を発掘し、広げ、地域活動とつなげていく

多様な市民が互恵・対等・平等に参加するための技術を身につけるとともに、多様なステークホルダーをつな
いで橋渡しをする仲介者を活用する

多様な参加を保証する組織運営を行う

6.共通の課題 地域課題に関する情報を共有し、解決の必要性・可能性への住民の気づきを促す

地域課題を共有するための場やしくみをつくる

7.行政の支援 直・間接の合意形成の支援

地域担当制によって顔の見える行政化を進める

地域の自律性・自主性に応じて資金の支援をする

既存制度の拡大

8.組織の自律力 地域リーダー・フォロワーの存在が自律のためには不可欠

地域のつながりを豊かにするためにできること（課題の構造化）

 
（出典：神戸都市問題研究所、2007年、『ソーシャルキャピタル協働政策研究会報告書』） 

② 北 須 磨 団 地  

全 体 と し て 人 口 減 少 と な っ て い る 。 但 し 7 丁 目 と 9 丁 目 は 人 口

増 で あ る 。 高 齢 化 率 は 高 い が 、 自 営 業 主 割 合 や 農 業 比 率 は 低 い 。

共 同 住 宅 割 合 は 4 丁 目 と 9 丁 目 で 高 い が 、 そ の 他 の 丁 は 比 較 的 低

い （ 1 丁 目 は 0 . 4 7： 3 丁 目 は 0 . 5 3、 後 は そ れ 以 下 。）。  
③ 大 沢 町  

大 沢 町 簾 だ け は 人 口 変 化 が な い が 、 そ の 他 の 地 域 で 人 口 減 と な

っ て い る 。 大 沢 町 は 農 業 比 率 、 自 営 業 主 割 合 、 高 齢 化 率 が 高 い 地  

域 で あ る 。 共 同 住 宅 割 合 は ゼ ロ で あ る 。  
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④ 井 吹 台 東 町 等  

1 丁 目 か ら 3 丁 目 の 人 口 減 を 4 丁 目 か ら 6 丁 目 の 人 口 増 が 上 回  
り 、 町 の 小 計 で は 約 3 . 9％ の 人 口 増 と な っ て い る 。 高 齢 化 率 、 自

営 業 主 割 合 、農 業 比 率 は 低 い 。共 同 住 宅 割 合 は 1 丁 目 、 2 丁 目 、 4

丁 目 で か な り 高 く 、 5 丁 目 と 6 丁 目 で は ゼ ロ で あ る 。  

各 典 型 地 区 に つ い て 、 社 会 的 企 業 へ の ヒ ア リ ン グ 調 査 の 結 果 と  
住 民 を 対 象 と し て 実 施 し た ア ン ケ ー ト 調 査 の 結 果 か ら 伺 え る 住 民

の 意 識 を 踏 ま え な が ら 社 会 的 企 業 支 援 に 向 け た 活 動 の 方 向 性 を ま

と め る と と も に 具 体 的 な 活 動 を 例 示 す る 。 ま た 、 そ の 活 動 主 体 が

誰 な の か を 明 記 す る 。  
（ １ ） イ ン ナ ー シ テ ィ 地 域  

第 2 章 の ヒ ア リ ン グ 調 査 で 紹 介 し た よ う に 、 野 田 北 部 で は 、 初  
期 の 復 興 の ま ち づ く り が 一 段 落 し つ つ あ る 中 で 、 ま ち づ く り 全 体

と し て は や や 閉 塞 感 が 生 ま れ て き た 。 そ れ を 打 開 し て 、 持 続 的 に  
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ま ち づ く り を 進 め て い く た め に 、 様 々 な 地 域 活 動 団 体 が 相 互 の コ

ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ 連 携 を 図 る 場 と し て 、 様 々 な 団 体 を 包 摂 す る

形 で 「 野 田 北 ふ る さ と ネ ッ ト 」 が 創 設 さ れ た 。  
野 田 北 ふ る さ と ネ ッ ト が 、 地 域 運 営 を 持 続 的 に 可 能 と す る ま ち  

づ く り 組 織 へ の 展 開 し て い く た め に は 、 財 源 、 場 所 、 情 報 な ど の

支 援 、 し っ か り と し た 組 織 運 営 の ル ー ル 化 等 が 必 要 に な っ て く る

と 指 摘 さ れ て い る 。  
そ の 課 題 解 決 の た め の 具 体 的 な 施 策 と 事 業 例 に つ い て 、 野 田 北  

部 の 住 民 意 識 を 踏 ま え な が ら 、 以 下 の よ う に 整 理 し た 。  
 

１ ） 社 会 的 企 業 の 自 律 的 な 運 営  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 地 域 住 民 組 織 が 自 律 的 ・ 自 立 力 を  
高 め る の に 重 要 な も の は 何 か 」 と い う 設 問 に た い し て 、 野 田 北 部

で は 、「有 能 な リ ー ダ ー（ 会 長 ）や サ ブ リ ー ダ ー（ 副 会 長 ）を 獲 得 ・

養 成 す る こ と 」の 割 合 が 最 も 高 く 、次 い で 、「住 民 一 人 ひ と り が 自

治 意 識 や 地 域 運 営 の 技 能 を 高 め る こ と 」の 割 合 が 高 く な っ て い る 。 
こ の 重 要 度 の 高 い 2 つ の 活 動 の 方 向 性 の う ち 、 有 能 な リ ー ダ ー  

や サ ブ リ ー ダ ー を 獲 得 ・ 養 成 す る こ と に つ い て 、 具 体 的 な 活 動 を

例 示 す る と 下 表 の と お り で あ る 。  
活動の方向性  
 

具体的活動  地
域  

事
業
者  

行
政  
 

有能 なリ ーダ ーや
サブ リー ダー を獲
得・養成すること  
 
 

・  日頃からリーダーになりそう
な人に参加を呼びかけておく  

・  各団体で多くのリーダーを育
てる。リーダーを全体のリー
ダーに育てる。  

・リーダー讃える地域顕彰制度を
つくる。  

・  リーダー交代の仕組みづくり  
・サブリーダーを養成し、リーダ
ーを順送りに継承してもらう
慣習づくり  

○  
 
 
○  
 
 
○  
 
○  
 
○  

  
 
 
 
 
 
○  

２ ） 行 政 の 支 援  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 今 後 の 地 域 活 動 支 援 に お け る 行 政  
の 役 割 」 と い う 設 問 に た い し て 、 野 田 北 部 で は 、 突 出 し た も の は

な い も の の 、 他 の 3 地 域 に 比 べ て 「 地 域 ご と に 職 員 を 定 め 、 地 域

に と っ て 顔 の 見 え る 行 政 を す す め る こ と 」 の 割 合 が 高 い 。 こ の 活

動 の 方 向 性 に つ い て 具 体 的 な 活 動 を 例 示 す る と 下 表 の と お り で あ

る 。  
活動の方向性  
 

具体的活動  地
域  

事
業
者  

行
政  
 

顔の 見え る行 政化
を進める  
 

・  行政は通常縦割りであるが、
地域担当制によって「顔」の
見える関係を作る。  

  ○  
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・  地域担当者に、制度や予算を
地域の実情に合わせ、活用で
きるような能力や、ファシリ
テーション能力を身につけさ
せる。  

○  

 
３ ） 地 域 の ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 醸 成  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 地 域 で の 人 と 人 の つ な が り づ く り  
に は 何 が 重 要 か 」と い う 設 問 に た い し て 、野 田 北 部 で は 、「地 域 住

民 間 で 、 あ い さ つ を す す め る 」 の 割 合 が 最 も 高 い 。  
あ い さ つ を 広 め る た め の 活 動 の 方 向 性 と 具 体 的 活 動 の 例 示 は 、

下 表 の と お り で あ る 。  
活動の方向性  
 

具体的活動  地
域  
 

事
業
者  

行
政  
 

様々な年齢・性別・
社会階層間で、あい
さつ を奨 励す るこ
と  
 

・  地 域 で あ っ た 人 に は 、 必    
ずあいさつを、まず自分から
する  

・  あいさつ運動を広める  
・  高齢者も積極的に声かけをす
る。  

・  年配 者 から 進 ん で声 を かけ
る。   

○  
 
 
○  
○  
 
○  

  

子ども・学校・地域
を活用  
 
 

・  子どもの通学時のあいさつ運
動  

・  小学校内でのあいさつ運動  
・  地域の信頼できるオジサン・
オバサンにかかわってもらう  

○  
 
○  
○  

 ○  
 
○  
○  

あい さつ を地 域に
浸透 させ る技 術を
確立する  

・  ご近所の人を知るためのしく
みをつくる（配布物、学校訪
問、商店街探検隊）  

・  あいさつの流れをつくる。  
・  あいさつ浸透の技術について
検討する。  

○  
 
 
○  
○  

 
 
 
○  
○  

○  
 
 
○  
○  

 
（ ２ ） オ ー ル ド ニ ュ ー タ ウ ン 地 域  

第 2 章 の ヒ ア リ ン グ 調 査 で 紹 介 し た よ う に 、 北 須 磨 団 地 で は 、  
須 磨 団 地 自 治 会 を 中 心 に 地 域 組 織 が 緩 や か に 連 携 し て い る 。 老 人

会 、 ふ れ あ い の ま ち づ く り 協 議 会 、 婦 人 会 （ 部 ） 等 に 加 え 、 地 元

事 業 所 が す べ て 自 治 会 に 絡 ん で い る 。  
北 須 磨 団 地 は 、ま ち 開 き か ら 4 0 年 を 迎 え た が 、団 地 内 人 口 が 減  

少 傾 向 に あ り 、高 齢 化 率 も 3 8 . 7％ で あ る こ と か ら 、こ れ ま で の 活

発 な 地 域 活 動 を い か に 持 続 さ せ て い く か が 問 題 と な っ て い る 。  
そ の 課 題 解 決 の た め の 具 体 的 な 施 策 と 事 業 例 に つ い て 、 北 須 磨  

団 地 の 住 民 意 識 を 踏 ま え な が ら 、 以 下 の よ う に 整 理 し た 。  
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（ ス タ ヂ オ ・ カ タ リ ス ト 松 原 永 季 作 成 ）  
 

１ ） 社 会 的 企 業 の 自 律 的 な 運 営  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 地 域 住 民 組 織 が 自 律 的 ・ 自 立 力 を

高 め る の に 重 要 な も の は 何 か 」 と い う 設 問 に た い し て 、 北 須 磨 団

地 で は 、「組 織 運 営 に つ い て の ノ ウ ハ ウ が 蓄 積・共 有 さ れ 、継 続 さ

れ て い く こ と 」の 割 合 が 最 も 高 く 、次 い で 、「住 民 一 人 ひ と り が 自

治 意 識 や 地 域 運 営 の 技 能 を 高 め る こ と 」 の 割 合 が 高 い 。  
こ の 結 果 を 受 け て 、 組 織 の 継 続 を 確 保 す る た め に 知 恵 を し ぼ る

と い う 方 向 性 の 具 体 的 な 活 動 を 下 表 の と お り 例 示 す る 。  
活動の方向性  
 

具体的活動  地
域  
 

事
業
者  

行
政  
 

組織 の継 続を 確保
する ため に知 恵を
しぼる  
 

・  輪番制で皆が役割を体験する
こと  

・  「多様な参加の技術」の集約
と啓発  

・  住民が継続的に集まることの
できる機会や場所の提供  

・  まちづくり学校でノウハウを
蓄積・共有していく  

・  地域組織運営ハンドブック・
運営事例集をつくる  

○  
 
○  
 
○  
 
○  
 
○  
 

○  
 
○  
 
○  
 
○  
 
○  
 

 
 
○  
 
○  

２ ） 行 政 の 支 援  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 今 後 の 地 域 活 動 支 援 に お け る 行 政

の 役 割 」と い う 設 問 に た い し て 、北 須 磨 団 地 で は 、「地 域 個 々 の 事

情 や 活 動 状 況 に あ っ た 、 き め 細 か い 手 助 け を す る こ と 」 の 割 合 が

最 も 高 い 、つ い で 、「行 政 の い ろ い ろ な 部 局 か ら 出 て い る 助 成 金 を

一 本 化 し 、 そ の 用 途 に つ い て も で き る だ け 柔 軟 化 す る な ど 、 地 域

北 須 磨 団 地

自治会  

婦 人 部  

自 治 会

老 人 会  

老 人 い こ い

ふれまち  

公 園 管

理 会  

中 高 層 管

理 会  

子 供 会  

推 進 委 員 会  
学 校 法 人  
社 福 法 人  
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の 主 体 性 を 尊 重 し た 支 援 制 度 の す る こ と 」 の 割 合 が 高 い 。  
こ の 重 要 度 の 高 い 2 つ の 活 動 の 方 向 性 に つ い て 、そ れ ぞ れ の 具

体 的 な 活 動 を 下 表 の と お り 例 示 す る 。  
活動の方向性  
 

具体的活動  地
域  
 

事
業
者  

行
政  
 

地域 個々 の事 情や
活動状況にあった、
きめ 細か な手 助け
をすること  

・地域の自律度・成熟度に合わせ
た段階的な地域活動支援策の
展開・活用  

  ○  

行政 のい ろん な部
局か ら出 てい る助
成金を一本化し、そ
の用 途に つい ても
でき るだ け柔 軟化
すること  
 
 

・  自治力・自律力の高い地域か
ら、現在の縦割り部局ごとの
地域団体助成システムを総合
化し、包括的な役所の助成金
（ブロック・グラント）制度
をはじめる  

・  ボランティア団体やＮＰＯな
ど、市民の自主的な活動に対
して、個人市民税額の何％相
当額を支援する  

  ○  
 
 
 
 
 
○  

３ ） 地 域 の ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 醸 成  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 地 域 で の 人 と 人 の つ な が り づ く り

に は 何 が 重 要 か 」と い う 設 問 に た い し て 、北 須 磨 団 地 で は 、「地 域

住 民 間 で 、あ い さ つ を す す め る 」の 割 合 が 最 も 高 く 、次 い で 、「地

域 で の 問 題 や 課 題 に つ い て の 情 報 が 、 み ん な に よ く 伝 わ る こ と 」

の 割 合 が 高 い 。 こ の 前 者 の 具 体 的 活 動 の 例 示 は 、 イ ン ナ ー シ テ ィ

地 域 と 同 様 の も の で あ る が 、「地 域 課 題 の 共 有 化 」に つ い て の 具 体

的 な 活 動 を 下 表 の と お り 例 示 す る 。  
活動の方向性  
 

具体的活動  地
域  
 

事
業
者  

行
政  
 

地域 での 問題 や課
題に つい ての 情報
が、みんなによく伝
わること  

・  地域課題を気づいてもらう仕
掛けづくり（Push 型でなくオ
ピニオンリーダーを通じた 2
段階WOM（Word of Mouth
口コミ型）を活用する  

・  コミュニティ・チラシ、ＨＰ
など頻繁な情報提供  

・  地域情報のメールマガジン化  

○  
 
 
 
 
○  
 
○  

 ○  
 
 
 
 
○  
 
○  

（ ３ ） 農 村 地 域  

第 2 章 の ヒ ア リ ン グ 調 査 で 紹 介 し た よ う に 、「大 沢 コ ン パ ク ト タ  
ウ ン 研 究 会 」は 、昔 な が ら の 地 域 密 着 型 の 村 落 共 同 体 を ベ ー ス に 、

各 地 区 の 自 治 会 、 協 議 会 （ 里 づ く り 協 議 会 、 ふ れ あ い の ま ち づ く

り 協 議 会 等 ）、財 産 管 理 団 体 、婦 人 会・フ レ ッ シ ュ ミ セ ス の 会 、老

人 会 、防 災・防 犯 組 織（ 消 防 団 、防 災 福 祉 コ ミ ュ ニ テ ィ 等 ）、子 供

会 、Ｐ Ｔ Ａ 等 と い っ た 従 来 の 地 縁 組 織 や 社 会 扶 助 組 織 等 を 超 え て 、

住 民 間 の つ な が り を 再 構 築 す る 開 か れ た 住 民 組 織 （ 場 ） と な っ て

い る 。  
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防災
福祉
コミュニティ

ふれあいの
まちづくり
協議会

財産区

管理会

財産区

管理会

財産区
管理会

財産区
管理会

財産区

管理会

財産区
管理会

日西原
里づくり
協議会

田栗谷
里づくり
協議会

市原

里づくり
協議会

神付
里づくり
協議会

上大沢
里づくり
協議会

中大沢
里づくり
協議会

簾
里づくり
協議会

婦人
消防隊

松寿会
（老人クラブ）

北消防団
大沢支部

大沢
中学校
ＰＴＡ

大沢
小学校
ＰＴＡ

学校
施設開放
委員会 児童館

開放運営
委員会

青少年育成
協議会
大沢支部

有馬

防犯協会
大沢支部

大沢
体育協会

有馬交通
安全協会
大沢支部

スポーツクラブ
おおそう・光・
みらい

公園管理会 郷友会

遺族会

大沢
コンパクト
タウン
研究会

しろんと綱引き
実行委員会

どろんこバレー
実行委員会

子供会
営農
組合

子供会

営農
組合

営農
組合

子供会

子供会

営農

組合

営農
組合

子供会

子供会
営農
組合

日西原
自治会

市原
自治会

神付
自治会

上大沢
自治会

中大沢
自治会

簾
自治会

フレッシュ
ミセスの会

大沢
婦人会

大沢
自治
連合会

 

図表３－１ 神戸における地域コミュニティの重層的イメージ  
＜北区大沢地区の場合／神戸市市民参画推進局提供＞  

 
「 大 沢 コ ン パ ク ト タ ウ ン 研 究 会 」 は 、 学 識 経 験 者 や 行 政 の 知 恵  

や サ ポ ー ト を 得 な が ら 、 過 疎 対 策 に 向 け た 議 論 や 活 動 に 取 組 ん で

き た 。 今 後 の 取 り 組 み と し て 、 ① 独 自 財 源 の 確 保 、 ② 交 流 の 場 づ

く り な ど を コ ー デ ィ ネ ー ト で き る 人 材 の 発 掘・育 成 、③ 地 域 組 織 、

大 学 、 行 政 を 含 め 各 種 団 体 と 更 な る 連 携 強 化 、 ④ ホ ー ム ペ ー ジ の

ネ ッ ト ワ ー ク の 拡 大 、 ⑤ 地 域 事 務 所 づ く り な ど が 必 要 で あ る と 指

摘 さ れ て い る 。  
そ の 課 題 解 決 の た め の 具 体 的 な 施 策 と 事 業 例 を 、 大 沢 町 の 住 民  

意 識 を 踏 ま え な が ら 、 以 下 の よ う に 整 理 し た 。   
 
１ ） 社 会 的 企 業 の 自 律 的 な 運 営  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 地 域 住 民 組 織 が 自 律 的 ・ 自 立 力 を

高 め る の に 重 要 な も の は 」 と い う 設 問 に た い し て 、 大 沢 町 で は 、

「 住 民 一 人 ひ と り が 自 治 意 識 や 地 域 運 営 の 技 能 を 高 め る こ と 」 の

割 合 が 圧 倒 的 に 高 い 。  
こ の 活 動 の 方 向 性 に つ い て の 具 体 的 な 活 動 を 、 下 表 の と お り 例

示 す る 。  
活動の方向性  
 

具体的活動  地
域  
 

事
業
者  

行
政  
 

住民 一人 ひと りが
自治 意識 や地 域運

・  輪番制で皆が役割を体験する  
・  まちづくり学校でノウハウを

○  
 

 ○  
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営の 技能 を高 める
こと  

蓄積・共有していく  
・  行政は、地域の潜在力が発揮
されるための「呼び水」とし
ての触媒の役割を果たす  

○  ○  
 
○  
 

 
２ ） 行 政 の 支 援  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 今 後 の 地 域 活 動 に お け る 行 政 の 支

援 の 役 割 」 と い う 設 問 に た い し て 、 大 沢 町 で は 「 地 域 個 々 の 事 情

や 活 動 状 況 に あ っ た 、 き め 細 か い 手 助 け を す る こ と 」 の 割 合 が 最

も 高 く 、次 い で 、「行 政 の い ろ ん な 部 局 か ら 出 て き た 助 成 金 を 一 本

化 し 、 そ の 用 途 に つ い て も で き る だ け 柔 軟 化 す る な ど 、 地 域 の 主

体 性 を 尊 重 し た 支 援 制 度 に す る こ と 」 の 割 合 が 高 い 。  
こ の そ れ ぞ れ の 活 動 の 方 向 性 に 対 応 す る 具 体 的 な 活 動 の 例 示 は 、

オ ー ル ド ニ ュ ー タ ウ ン 地 域 の も の と 同 様 で あ る 。  
 
３ ） 地 域 の ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 醸 成  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 地 域 で の 人 と 人 の つ な が り づ く り

に は 何 が 重 要 か 」と い う 設 問 に た い し て 、大 沢 町 の 結 果 で は 、「地

域 住 民 間 で 、 あ い さ つ を す す め る 」 の 割 合 が 最 も 高 く 、 次 い で 、

「 地 域 で の 問 題 や 課 題 に つ い て の 情 報 が 、 み ん な に よ く 伝 わ る こ

と 」の 割 合 が 高 い 。そ の 一 方 で 、他 地 域 と 比 べ て 、「地 域 の 文 化 や

歴 史 、 行 事 な ど へ の 関 心 や 愛 着 を 深 め る 」 の 割 合 が 高 い 。  
こ の 「 あ い さ つ 」、「 地 域 課 題 の 共 有 化 」 つ い て の 具 体 的 活 動 の

例 示 は す で に 記 載 し て い る も の で あ る が 、「地 域 の 文 化 や 歴 史 、行

事 な ど へ の 関 心 や 愛 着 を 深 め る 」 の 具 体 的 な 活 動 を 下 表 の と お り

例 示 す る 。  
活動の方向性  
 

具体的活動  地
域  
 

事
業
者  

行
政  
 

地域の文化や歴史、
行事 など への 関心
や愛着を深める  

・  年長者と若者層が直に触れ合
うことで、歴史、知恵などを
継承させる  

・  まちの歴史を知る会を広める  
・  地域の伝統行事を洗い出す  
・  「自分の住むところはどんな
場所なのか」知るための情報
を知る  

・  住民自身による「地域情報の
集約」活動をする  

・  コミュニティ活動の基礎単位
でのデータを収集・提供する  

○  
 
 
○  
 
○  
 
○  
 
 
○  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○  

 

（ ４ ） ニ ュ ー タ ウ ン 地 域  

第 2 章 の ヒ ア リ ン グ 調 査 で 紹 介 し た よ う に 、井 吹 台 東 等 で は 、

自 治 会 連 合 会 が 地 域 安 全 運 動 を 、（ 特 活 ） ニ ュ ー い ぶ き が 高 齢
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者 ・ 障 害 者 ・ 子 育 て 支 援 サ ー ビ ス の 提 供 を 、 ふ れ あ い の ま ち づ

く り 協 議 会 が ク ラ ブ 活 動 を 行 う な ど 、地 域 を 基 盤 と し な が ら も 、

必 要 と さ れ る 活 動 に 応 じ た 組 織 形 態 を と っ て 、 そ れ ぞ れ 機 能 分

担 し て い る 。 今 後 の 課 題 と し て 、 地 域 の 人 材 を も っ と 活 用 す べ

き な ど と い っ た 指 摘 が な さ れ て い る 。  
そ の 課 題 解 決 の た め の 具 体 的 な 施 策 と 事 業 例 を 、 井 吹 台 東 等

の 住 民 意 識 を 踏 ま え な が ら 、 以 下 の よ う に 整 理 し た 。  
 

１ ） 社 会 的 企 業 の 自 律 的 な 運 営  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 地 域 住 民 組 織 が 自 律 的 ・ 自 立 力  
を 高 め る の に 重 要 な も の 」 と い う 設 問 に た い し て 、 井 吹 台 東 等

で は 、「住 民 一 人 ひ と り が 自 治 意 識 や 地 域 運 営 の 技 能 を 高 め る こ

と 」 の 割 合 が 最 も 高 い 。  
こ の 方 向 性 に つ い て の 具 体 的 活 動 の 例 示 は 、 オ ー ル ド ニ ュ ー  

タ ウ ン 地 域 と 同 様 の も の で あ る 。  
 

２ ） 行 政 の 支 援  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 今 後 の 地 域 活 動 支 援 に お け る 行

政 の 役 割 」と い う 設 問 に た い し て 、井 吹 台 東 等 で は 、「地 域 の 自

律 力 や 自 立 力 を 得 る た め の 、「き っ か け 」づ く り 」の 割 合 が 最 も

高 い 。  
こ の 方 向 性 に つ い て 、具 体 的 な 活 動 を 下 表 の と お り 例 示 す る 。 
活動の方向性  
 

具体的活動  地
域  
 

事
業
者  

行
政  
 

きっかけづくり  ・  コンサル派遣による合意形成
支援  

・  行政職員や地域で活動する人
材のファシイテーション能力
を高め、活用する  

・  まちづくり学校でノウハウを
蓄積・共有する  

  ○  
 
○  
 
 
○  

 

３ ） 地 域 の ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル の 醸 成  

住 民 意 識 ア ン ケ ー ト 調 査 の 「 地 域 で の 人 と 人 の つ な が り づ く り

に は 何 が 重 要 か 」 と い う 設 問 に た い し て 、 井 吹 台 東 等 で は 、 他 地

域 と 同 様 に 、「地 域 住 民 間 で 、あ い さ つ を す す め る 」の 割 合 が 最 も

高 く 、次 い で 、「地 域 で の 問 題 や 課 題 に つ い て の 情 報 が 、み ん な に

よ く 伝 わ る こ と 」 の 割 合 が 高 い 。  
こ の 重 要 度 の 高 い 方 向 性 に つ い て の 具 体 的 な 活 動 の 例 示 は 、 オ

ー ル ド ニ ュ ー タ ウ ン 地 域 の も の と 同 様 で あ る 。  
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３  社 会 的 包 摂 を 視 点 と し た 都 市 政 策 の 方 向 性  
－ ブ ロ ッ ク ・ グ ラ ン ト 方 式 と 政 策 パ ッ ケ ー ジ ン グ 方 式 の 提 案 －  

 
（ １ ） 社 会 的 企 業 支 援 の た め の 基 本 的 視 点  
 こ れ ま で の 検 討 に お い て 、 本 調 査 で は 社 会 的 包 摂 と い う 視 角 か ら

の 地 域 再 生 を 実 現 す る う え で 、 社 会 的 企 業 の 役 割 が 極 め て 重 要 で あ

る こ と を 指 摘 し た 。 こ う し た 分 析 か ら 、 前 項 で は 地 域 再 生 に 向 け た

社 会 的 企 業 支 援 方 策 を 提 案 し て き た が 、こ れ は 社 会 的 企 業 の「 自 立 」

「 連 帯 （ パ ー ト ナ ー シ ッ プ ）」「 ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル 」 各 々 の 形 成

と い う 3 つ の カ テ ゴ リ ー に 分 類 す る こ と が で き る 。 社 会 的 企 業 の 自

立 に 関 し て は 、 大 き く ビ ジ ネ ス 支 援 と 社 会 的 ミ ッ シ ョ ン へ の 支 援 に

整 理 で き る が 、 前 者 は ベ ン チ ャ ー 企 業 な ど を 支 え る フ レ ー ム と 近 似

し て お り 、 そ の 意 味 で 従 来 の 地 域 政 策 枠 組 み か ら み る と 「 ミ ク ロ 政

策 」 の 範 疇 に あ る 。 た だ 、 社 会 的 企 業 は そ の 性 格 上 多 様 な 雇 用 ・ 就

業 形 態 に よ っ て 運 営 さ れ て い る 。 通 常 の フ ル タ イ ム 職 員 に 加 え 、 有

償 ボ ラ ン テ ィ ア 、 無 償 ボ ラ ン テ ィ ア と 様 々 で あ る 。 既 往 の 企 業 と も

っ と も 異 な る 点 で あ ろ う 。 後 者 に つ い て は 、 英 国 で 先 行 す る 社 会 監

査 な ど の 導 入 を 指 摘 し た が 、 わ が 国 で は 未 だ 十 分 な 議 論 が 行 わ れ て

い な い 領 域 で あ り 今 後 の 進 展 に 期 待 し た い と こ ろ で あ る 。 都 市 政 策

的 に は 、 新 し い 分 野 だ け に 現 場 の 社 会 的 企 業 や 中 間 支 援 組 織 と 連 携

し た 社 会 監 査 の 仕 組 み の 確 立 が 急 務 で あ る 。 後 述 す る よ う に 、 社 会

的 企 業 の 存 立 基 盤 は 、 地 域 社 会 の 稠 密 な ネ ッ ト ワ ー ク に あ り 、 組 織

も マ ル チ ・ ス テ ィ ク ホ ル ダ ー 型 と な っ て い る 。 社 会 的 ミ ッ シ ョ ン と

同 時 に 、ビ ジ ネ ス と し て の 視 点・成 果 を 求 め ら れ る こ う し た 組 織 は 、

企 業 で も 政 府 で も な い 新 た な 社 会 の 中 で の 位 置 づ け が 必 要 と 考 え て

よ い だ ろ う 。 こ う し た 点 を 鑑 み る と 、 社 会 的 企 業 へ の 支 援 は 、 既 往

中 小 零 細 企 業 へ の ミ ク ロ 政 策 の 延 長 と 考 え る こ と に は 無 理 が あ る 。

実 際 、 英 国 に お い て 中 小 企 業 政 策 の 一 部 と し て 社 会 的 企 業 支 援 を 位

置 づ け た 際 、 十 分 に 機 能 し な か っ た 経 緯 が あ る 。 そ れ は 、 社 会 的 ミ

ッ シ ョ ン と 同 時 に 組 織 自 体 が 企 業 と 大 き く 異 な っ て い た と 指 摘 さ れ

て い る 。 社 会 的 企 業 に 対 す る ミ ク ロ 政 策 が 必 要 で あ る 。  
「 連 帯（ パ ー ト ナ ー シ ッ プ ）」の 形 成 は 、従 来 の 都 市 政 策 枠 組 み と

は や や 異 質 な 項 目 で あ る 。 社 会 的 企 業 の 存 立 基 盤 は 、 マ ル チ ・ ス テ

ィ ク ホ ル ダ ー 型 組 織 運 営 に 最 大 の 特 徴 が あ る 。 社 会 的 企 業 は 、 経 済

活 動 を 行 う 主 体 で あ る と 同 時 に 社 会 的 目 的 を 明 確 に し て い る た め に 、

事 業 取 引 に 関 わ る 相 手 だ け で は な く 、 地 域 社 会 の 多 様 な ス テ ィ ク ホ

ル ダ ー に よ っ て 支 え ら れ て い る 。 こ う し た マ ル チ ・ ス テ ィ ク ホ ル ダ

ー 型 組 織 は 、 企 業 と の 競 争 に お い て 非 価 格 競 争 力 と い う 側 面 か ら 優

位 性 を 有 し て い る 場 合 も あ る 。 ま た 、 組 織 運 営 に お け る ボ ラ ン テ ィ

ア の 参 加 な ど 新 た な 人 的 資 源 と の 協 働 は 、 企 業 や 政 府 ・ 自 治 体 な ど

既 往 主 体 に は な い 組 織 運 営 の 確 信 を も た ら す 可 能 性 を 持 つ 。 社 会 的
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企 業 は 、 こ う し た 地 域 に 形 成 さ れ た 社 会 経 済 ネ ッ ト ワ ー ク が そ の 存

立 基 盤 と い う こ と に な る 。 か か る 地 域 社 会 の 制 度 的 厚 み 、 あ る い は

イ ン フ ォ ー マ ル な 関 係 性 の あ り 方 に 社 会 的 企 業 の 機 動 性 が 左 右 さ れ

る と い っ て 過 言 で は な い 。 し た が っ て 、 社 会 的 企 業 支 援 へ の 第 二 の

ア プ ロ ー チ は 、 か か る 存 立 基 盤 自 体 の 強 化 と い う こ と に な ろ う 。 こ

う し た 、 地 域 全 体 の 発 展 を 促 す 政 策 は 、 こ れ ま で は マ ク ロ 政 策 と し

て 分 類 さ れ て き た も の で あ る が 、 よ り 小 規 模 な 地 理 的 範 囲 を 想 定 す

る 今 回 の 議 論 で は 、 メ ソ ・ ス ケ ー ル に お け る 地 域 政 策 と い う こ と に

な ろ う 。  
地 域 を 単 位 と し た 政 策 手 段 に つ い て は 、 こ れ ま で 必 ず し も 十 分 な

議 論 が 行 わ れ て い な い が 、 こ こ で は 連 携 型 政 策 （ C o - o p e r a t i o n  
P o l i c y  O p t i o n s） の 役 割 を 指 摘 し て お き た い 。 こ こ で い う 連 携 型 政
策 は 、政 府・自 治 体・ N P O 等 の 多 様 な 主 体 が パ ー ト ナ ー シ ッ プ を 形
成 し 、 地 域 経 済 全 体 の 資 金 ・ 所 得 循 環 を 刺 激 し た り 地 域 の イ ノ ベ ー

シ ョ ン を 活 性 化 さ せ る こ と を 狙 い と し て い る 。 し た が っ て 、 こ う し

た 連 携 型 政 策 は 、 地 域 全 体 の 社 会 経 済 を 刺 激 ・ 活 性 化 す る た め に 、

特 定 目 的 に 限 定 し た 施 策 で は な く 、 地 域 内 部 の つ な が り あ る い は 外

部 と の ネ ッ ト ワ ー ク を 強 化 し 、 連 関 性 の ダ イ ナ ミ ズ ム を 刺 激 す る 包

括 的 な 仕 組 み で あ る こ と が 求 め ら れ る 。 そ の 意 味 で も 、 既 往 の 縦 割

り 型 ミ ク ロ 地 域 政 策 だ け で は 限 界 が あ る と い っ て よ い 。 こ う し た 背

景 か ら 台 頭 し た ア プ ロ ー チ が 、 ミ ク ロ 政 策 を も 包 摂 す る ブ ロ ッ ク ・

グ ラ ン ト 方 式 ／ 政 策 パ ッ ケ ー ジ ン グ 方 式 な の で あ る 。  
 
（ ２ ） 社 会 的 包 摂 ア プ ロ ー チ と 新 た な 都 市 政 策  
 阪 神 ・ 淡 路 大 震 災 か ら の 復 興 を コ ミ ュ ニ テ ィ 再 生 と い う 視 点 か ら

み た と き 、 今 回 典 型 地 区 と し て 取 り 上 げ た 神 戸 市 長 田 区 西 端 に 位 置

す る 「 野 田 北 部 地 区 」 の 活 動 は 大 変 興 味 深 い 。 震 災 前 か ら イ ン ナ ー

地 区 と し て 人 口 減 少 な ど の 問 題 に 直 面 し て い た 同 地 区 で あ る が 、 壊

滅 的 と ま で 言 わ れ た 震 災 か ら の ダ メ ー ジ を 、復 興 土 地 区 画 整 理 事 業 、

街 並 み 環 境 整 備 事 業 な ど の 実 施 を 経 て 、2 0 0 4 年 に は 神 戸 市 と の パ ー

ト ナ ー シ ッ プ 協 定 第 １ 号 認 定 地 区 に ま で 至 っ て い る 。特 筆 す べ き は 、

2 0 0 1 年 に ス タ ー ト し た「 野 田 北 ふ る さ と ネ ッ ト 」で あ ろ う 。行 政 の

縦 割 り 支 援 、 こ れ と 連 動 す る 形 で 形 成 さ れ て い っ た 様 々 な 地 域 組 織

を 、ひ と つ の「 場 」に の せ 連 携 の 仕 組 み を 作 ろ う と い う 試 み で あ る 。

こ こ で は 、 情 報 共 有 を 核 と す る 参 加 と 共 感 に よ っ て 、 地 域 の 意 思 決

定 や 事 業 実 施 が 戦 略 的 か つ 効 果 的 に 行 わ れ て い る 。 モ ザ イ ク 化 し た

地 域 の 個 性 と 、 行 政 な ど に よ る 政 策 を 巧 み に マ ッ チ ン グ さ せ 地 域 内

部 に お け る 意 思 決 定 の 仕 組 み と 連 動 さ せ る も の と い っ て よ い 。 地 域

の 経 済 基 盤 の 衰 退 が コ ミ ュ ニ テ ィ の 弱 体 化 と 結 び つ い た 野 田 北 部 固

有 の 課 題 に 対 し 、 地 域 自 ら が 再 生 へ の 戦 略 を 動 か し 始 め た と い っ て

よ い か も し れ な い 。現 在 、「野 田 北 ふ る さ と ネ ッ ト 」は 、（財 ）阪 神 ・
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淡 路 大 震 災 復 興 基 金 に よ る 「 ま ち の に ぎ わ い づ く り 一 括 助 成 事 業 」

5 0 0 万 円 を 使 っ た 地 域 再 生 を 実 施 し て い る 。 昨 年 度 か ら 競 争 的 ま ち

づ く り 補 助 金 と し て 大 震 災 被 災 地 に お い て 稼 動 し て い る 同 資 金 は 、

わ が 国 に お け る 本 格 的 な ブ ロ ッ ク ・ グ ラ ン ト （ 包 括 補 助 金 ） と し て

位 置 づ け ら れ る も の で も あ る 。  
 野 田 北 部 に 限 ら ず 、 地 域 の 再 生 は 地 域 資 源 を 社 会 ・ 経 済 ・ 文 化 と

い っ た 多 様 な 視 点 か ら 統 合 的 に 再 生 す る こ と に 尽 き る と い っ て 過 言

で は な い 。 し か し 地 域 内 部 の 稠 密 な 連 携 を 刺 激 す る ブ ロ ッ ク ・ グ ラ

ン ト 方 式 は 、継 続 的 に 注 入 が 保 証 さ れ る 仕 組 み で は な い 。ブ ロ ッ ク・

グ ラ ン ト 方 式 の 役 割 は 、 定 め ら れ た 期 間 に お い て 地 域 自 立 の た め の

関 係 性 再 編 の 初 期 ・ 中 期 的 期 間 に お け る 刺 激 を 行 う こ と に あ る と 位

置 づ け る と 、 そ の 役 割 終 了 後 、 サ ス テ ナ ブ ル な 地 域 再 生 を 引 き 続 き

誘 導 す る た め に は 既 往 の ミ ク ロ 政 策 あ る い は 連 携 型 政 策 を 自 立 の た

め の 地 域 課 題 と 的 確 に 結 び つ け る 必 要 が あ る 。 そ の た め に は 、 縦 割

り の 非 効 率 を 排 し 合 理 的 な 形 で 施 策 と 地 域 を 結 び つ け る 新 た な 仕 組

み が 必 要 で あ る 。地 域 の イ ニ シ ア チ ブ に よ る「 政 策 パ ッ ケ ー ジ ン グ 」

を こ こ で 提 案 し た い 。 た と え ば 、 阪 神 ・ 淡 路 大 震 災 復 興 計 画 に お け

る 産 業 復 興 に 関 わ る 提 案 で の 特 色 の ひ と つ は 、「復 興 の ま ち づ く り と

連 動 し た 産 業 の 振 興 」 に あ っ た 。 復 興 へ の ア プ ロ ー チ も 個 別 集 積 の

特 性 を 十 分 配 慮 し た う え で 、 地 域 の 優 位 性 を 顕 在 化 さ せ る と い う こ

と が 重 要 で あ る と の 認 識 は 共 有 さ れ て は い た 。実 際 、計 画 で は 、「ケ

ミ カ ル シ ュ ー ズ 産 業 や 清 酒 業 等 の 地 場 産 業 の 振 興 に つ な が る よ う 関

連 地 域 を 再 整 備 す る と と も に 、 復 興 の ま ち づ く り に 合 わ せ て 商 店

街・小 売 市 場 の 個 性 づ く り を 行 う 」こ と と し て 提 案 が 行 わ れ て い る 。

大 都 市 に お け る 被 災 か ら の 復 興 は 、 極 め て 多 様 な 状 況 へ の 対 応 が 前

提 で あ る 。 復 興 過 程 で 加 速 度 的 に 多 重 ・ 多 層 化 す る 問 題 に 対 し 的 確

か つ 速 や か な 対 応 を 行 う た め に は 、 多 様 な 政 策 を パ ッ ケ ー ジ 化 す る

こ と が 可 能 な 制 度 が 求 め ら れ た 。 こ う し た 仕 組 み が 可 能 で あ れ ば 、

ブ ロ ッ ク・グ ラ ン ト 方 式 が 目 指 し た 縦 割 り 施 策 の 非 効 率 か ら 脱 却 し 、

さ ら に 政 策 が バ ン ド リ ン グ す る こ と に よ る 相 乗 効 果 に も 期 待 で き る 。

局 地 的 な 特 性 を 有 す る 復 興 課 題 に 対 処 す る た め の 政 策 パ ッ ケ ー ジ は 、

問 題 へ の 効 率 的 か つ 的 確 な 対 応 を 可 能 と し 、 さ ら に 個 別 政 策 展 開 で

は 予 想 で き な い 相 乗 効 果 を も た ら す 可 能 性 が あ る 。 政 策 パ ッ ケ ー ジ

内 部 に お け る 個 々 の 施 策 の 連 動 ・ 連 携 は 、 資 金 供 与 型 施 策 だ け で な

く 規 制 緩 和 ・ 誘 導 を 含 む 新 た な 仕 組 み の 連 携 が 介 在 す る こ と に よ っ

て 、 所 得 の 地 域 内 循 環 を 高 め 、 地 域 乗 数 効 果 を 拡 大 す る こ と が 期 待

で き る 。 地 域 内 部 へ の 広 範 な 所 得 の 波 及 は 、 付 加 価 値 の 地 域 内 循 環

率 を 高 め 、 衰 退 局 面 に あ る 被 災 地 の 活 性 化 に 大 き な 影 響 を 及 ぼ す こ

と に な っ た で あ ろ う 。  
 
（ ３ ） ブ ロ ッ ク ・ グ ラ ン ト 方 式 ／ 政 策 パ ッ ケ ー ジ ン グ 方 式 の 導 入  
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 1 9 8 0 年 代 か ら 9 0 年 代 に か け て 、 急 速 な グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン の

進 行 に よ っ て 都 市 ・ 地 域 問 題 は 世 界 的 に 深 刻 さ を 拡 大 し て き た 。 こ

う し た 変 化 は 次 の よ う な 新 た な 都 市 ・ 地 域 政 策 課 題 を 顕 在 化 さ せ る

こ と と な っ た 。 第 一 に 、 都 市 ・ 地 域 の 荒 廃 ・ 疲 弊 が 広 範 な 社 会 経 済

的 連 関 性 の な か で 顕 在 化 し て お り 、 従 来 の た と え ば 社 会 福 祉 政 策 や

土 地 市 場 牽 引 政 策 の よ う な 単 一 目 標 型 政 策 で は 、 問 題 解 決 が 困 難 で

あ る こ と が 指 摘 で き る 。 第 二 に 、 課 題 が 錯 綜 す る 実 態 を 鑑 み る と 、

こ れ を 解 決 す る た め の 都 市 再 生 手 法 や 資 金 は 、 政 府 の 各 省 庁 が 個 別

に 有 す る の で は な く 問 題 解 決 の た め の 包 括 資 金 と し て 政 府 は 提 示 す

る 要 請 が 高 ま っ た こ と が あ る 。 縦 割 り 方 式 の 限 界 と い っ て よ い 。 第

三 に 、 こ う し た 問 題 は 極 め て 地 域 ご と の 個 別 性 が 強 く 、 中 央 政 府 の

画 一 的 ス キ ー ム で は 対 応 が で き な い 。 し た が っ て 、 地 元 か ら の 再 生

提 案 を 基 軸 と す る 政 策 へ 大 き く 踏 み 出 し た こ と 、 さ ら に 再 生 提 案 に

は 多 様 で 柔 軟 な パ ー ト ナ ー シ ッ プ が 不 可 欠 で あ る こ と の 認 識 が 共 有

さ れ て い る こ と な ど が 特 色 で あ る 。  
 こ う し た 状 況 下 に お い て 、 都 市 ・ 地 域 政 策 と し て の ブ ロ ッ ク ・ グ

ラ ン ト 方 式 あ る い は 政 策 パ ッ ケ ー ジ ン グ 方 式 の 導 入 が 期 待 さ れ る こ

と に な っ た 。 た と え ば 、 社 会 的 包 摂 が 地 域 政 策 に お い て 大 き な 役 割

を 占 め る E U に お い て 、 か か る ア プ ロ ー チ が 既 に 取 ら れ て い る 。 コ

ミ ュ ニ テ ィ レ ベ ル の 局 地 的 課 題 と し て 深 刻 化 す る 社 会 的 排 除

（ s o c i a l  e x c l u s i o n）問 題 へ の 対 応 、構 想・計 画 段 階 か ら の 市 民 参 加 、
中 ・ 長 期 的 視 点 な ど を そ の 軸 と し な が ら 、 コ ミ ュ ニ テ ィ へ の 統 合 的

支 援 を 強 化 し て い る の で あ る （ 具 体 的 な 政 策 カ テ ゴ リ ー に つ い て は

次 頁 の 図 表 を 参 照 ）。  
ま た 、 こ う し た 都 市 政 策 が も っ と も 先 行 す る 英 国 で は 、 2 0 0 2 年 4

月 、 分 野 横 断 的 視 点 か ら デ ザ イ ン さ れ た シ ン グ ル ・ プ ロ グ ラ ム S P
が 、 イ ン グ ラ ン ド の 地 域 開 発 庁 R D Aｓ （ R e g i o n a l  D e v e l o p m e n t  
A g e n c i e s  ）に 導 入 さ れ た 。 S P は 、 R D A が 地 域 整 備 に 投 資 し 、ま た
こ れ を 運 営 し て い く う え で 、大 胆 な 柔 軟 性 を 担 保 す る も の で あ っ た 。

そ の 審 査 基 準 は 、 た と え ば 問 題 解 決 に あ た っ て 広 範 な パ ー ト ナ ー シ

ッ プ 形 成 と そ の 役 割 の あ り 方 、社 会 的 企 業 や L E T S ( L o c a l  E x c h a n g e  
a n d  Tr a d i n g  S y s t e m )な ど 都 市 ・ 地 域 再 生 の た め の 斬 新 な プ ロ グ ラ
ム を 提 案 し て い る か 、 な ど を 考 慮 し た 「 可 能 性 」 の 評 価 で あ る 。 こ

う し た 特 性 は 、地 域 再 生 に あ た っ て 、課 題 の 多 様 性 へ の 柔 軟 な 対 応 、

変 化 へ の 機 動 的 即 応 、 そ し て 限 ら れ た 地 域 資 源 を 選 択 的 に 集 中 さ せ

る こ と で 、で き る 限 り 大 き な 乗 数 効 果 を 創 出 す る こ と を 可 能 に す る 。

そ の た め に は 、 地 域 課 題 を 熟 知 す る 地 元 パ ー ト ナ ー シ ッ プ に よ る 政

策 パ ッ ケ ー ジ 提 案 が 重 要 で あ る 。 地 方 自 治 体 に と ど ま ら ず 企 業 、

N P O さ ら に は 市 民 グ ル ー プ な ど 多 様 な 主 体 か ら の 競 争 的 提 案 を 制

度 化 す る こ と も 必 要 で あ ろ う 。  
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        図 表  E U に お け る C E D 政 策  

 
（ H .ア ー ム ス ト ロ ン グ 他 「 地 域 政 策 に お け る C E D の 役 割 ( 2 0 0 5 )  

H .ア ー ム ス ト ロ ン グ 他 編 著 『 互 恵 と 自 立 の 地 域 政 策 』 文 眞 堂  

4 4 頁 」）  
   
2 0 0 7 年 1 月 、政 府 は「 頑 張 る 地 方 応 援 プ ロ グ ラ ム 」を 発 足 さ せ た 。

「 や る 気 の あ る 地 方 が 自 由 に 独 自 の 施 策 を 展 開 す る こ と に よ り 、「魅

力 あ る 地 方 」 に 生 ま れ 変 わ る よ う 、 地 方 独 自 の プ ロ ジ ェ ク ト を 自 ら

考 え 、 前 向 き に 取 り 組 む 地 方 自 治 体 に 対 し 、 地 方 交 付 税 の 支 援 措 置

を 講 じ る 」 と し た こ の 政 策 は 、 地 方 交 付 税 に よ る 3 , 0 0 0 億 円 の 支 援

措 置 、情 報 通 信 施 設 へ の 補 助 事 業 優 先 採 択 な ど が 盛 り 込 ま れ て い る 。

わ が 国 で 最 初 に 稼 動 し 始 め た 競 争 型 ブ ロ ッ ク ・ グ ラ ン ト 方 式 と い っ

て よ い だ ろ う 。 こ の 他 、 国 土 交 通 省 に よ る 都 市 再 生 整 備 計 画 に 基 づ

く 「 ま ち づ く り 交 付 金 」 な ど も 従 来 の 縦 割 り 型 支 援 と 比 べ る と 大 き

く 地 域 の 側 の 自 由 裁 量 の 度 合 い を 大 き く し て い る 。 こ う し た 政 府 に

よ る 実 験 的 試 み の 一 方 、 地 方 自 治 体 に お い て も 萌 芽 的 で は あ る が 積
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極 的 な 取 り 組 み も あ る 。（ 財 ）阪 神・淡 路 大 震 災 復 興 基 金 に よ る「 ま

ち の に ぎ わ い づ く り 一 括 助 成 事 業 」 に つ い て は 、 さ き の 野 田 北 地 区

で も 言 及 し た と こ ろ で あ る が 、 2 0 0 6・ 2 0 0 7 年 と 実 施 さ れ て い る こ の

仕 組 み は 、 1 件 最 大 1 , 0 0 0 万 円 の 規 模 で の 公 募 提 案 方 式 で あ る 。 阪

神 ・ 淡 路 大 震 災 復 興 フ ォ ロ ー ア ッ プ 委 員 会 に お け る 提 言 に 基 づ い て

実 施 さ れ た こ の コ ン ペ は 、 地 域 の 個 性 に 基 づ く 「 地 域 再 生 」 を 企 図

し た も の で 、１ 件 あ た り の 規 模 の 大 き さ も さ る こ と な が ら 、「一 括 助

成 」 型 地 域 支 援 を 地 域 団 体 や N P O 等 を 主 体 と す る 地 域 の 側 か ら の

提 案 に 基 づ い て 実 施 し た こ と に 意 義 が あ る 。 現 在 、 軌 道 に 乗 り つ つ

あ る こ う し た 方 式 を 、 よ り 充 実 し 政 策 パ ッ ケ ー ジ 方 式 と の 連 携 を も

行 い な が ら 、 都 市 ・ 地 域 再 生 に お け る 新 た な 仕 組 み の 本 格 導 入 を 加

速 し な け れ ば な ら な い 。  
 
（ ４ ） 新 た な 都 市 政 策 に お け る 課 題  
こ こ で は 、 こ れ ま で 本 調 査 研 究 に お い て 明 ら か に し た 「 現 場 」 で

の 知 見 を も と に ブ ロ ッ ク ・ グ ラ ン ト 方 式 ／ 政 策 パ ッ ケ ー ジ 方 式 を 考

え る に あ た っ て 、 具 体 的 に 以 下 5 つ の 留 意 点 を 指 摘 し て お き た い 。  
第 一 は 、 こ れ ら の 新 た な 都 市 政 策 を 可 能 に す る 組 織 の あ り 方 と 関

わ っ て い る 。 ま ず 、 個 別 地 域 へ の 対 応 を 柔 軟 な 形 で 可 能 と す る ブ ロ

ッ ク ・ グ ラ ン ト 方 式 は 、 こ れ ま で と は 異 な る 施 策 実 施 の 制 度 ・ 仕 組

み を 必 要 と し て い る 。た と え ば 、英 国 S R B / S P は 、 5 省 庁 2 0 事 業 を

統 合 し 自 由 裁 量 で 支 出 で き る 資 金 を 制 度 化 し た も の で あ る 。 実 際 に

は 、 政 府 に よ っ て 設 立 さ れ た R D A ( R e g i o n a l  D e v e l o p m e n t  A g e n c y )
が 、 独 立 し た 裁 量 権 を 有 す る こ と に よ っ て 、 地 域 パ ー ト ナ ー シ ッ プ

組 織 へ の 資 金 提 供 を 行 う こ と に な っ て い る 。 こ う し た 視 点 で の 省 庁
横 断 型 補 助 金 は 、 使 途 自 体 が 地 域 の イ ニ シ ア チ ブ に よ っ て 提 案 が 可

能 で あ る こ と 、 パ ー ト ナ ー シ ッ プ に よ る 競 争 的 提 案 方 式 の 導 入 と い

っ た 新 た な 実 施 主 体 の 台 頭 を も 支 援 す る こ と が で き る な ど の 特 色 を

も つ こ と に な る 。た だ 、こ の 方 式 を 本 格 的 に 採 用 す る こ と に な れ ば 、

政 府 ・ 自 治 体 の 組 織 や 制 度 自 体 の 大 き な 改 変 が 必 要 と な る か も し れ

な い 。  
こ れ に 対 し 政 策 パ ッ ケ ー ジ 方 式 は 、 政 府 ・ 地 方 自 治 体 が 提 示 す る

「 縦 割 り 型 」 施 策 を 連 携 さ せ る 提 案 を 行 う も の で あ る 。 再 生 が 求 め

ら れ る 地 域 に お い て 、 新 た な 政 策 や 仕 組 み の 提 案 は 現 実 に は 困 難 な

で も あ ろ う 。 制 度 化 さ れ た 既 往 施 策 を 、 再 生 の 状 況 に 呼 応 す る 形 で

い わ ば 「 編 集 」 す る こ と を 可 能 に す る リ ン ケ ー ジ 政 策 と い っ た 視 点

も あ わ せ も つ 必 要 が あ る 。 地 域 の イ ニ シ ア チ ブ に よ る ポ リ シ ィ ・ ミ

ッ ク ス で あ る 。 こ う し た 仕 組 み が 可 能 で あ れ ば 、 既 存 の 仕 組 み や 多

様 な 財 源 を 組 み 合 わ せ る こ と で 、 ハ ー ド 、 ソ フ ト そ し て ヒ ュ ー マ ン

な 施 策 を 統 合 化 し 、 支 援 の 効 果 的 ・ 効 率 的 展 開 が 可 能 に な る と 思 わ

れ る 。  
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第 二 は 、 政 策 結 果 の モ ニ タ リ ン グ の 必 要 性 で あ る 。 こ こ で 提 案 し

た ア プ ロ ー チ は 、 既 往 施 策 で は 十 分 に 対 応 で き な い 問 題 解 決 へ の 機

動 的 即 応 、 さ ら に は 固 有 ・ 個 別 問 題 へ の 的 確 な 対 応 を 背 景 と し て い

る 。 そ の 意 味 で 、 政 策 自 体 が 従 来 の 意 味 で の 公 平 性 や 継 続 性 と は 異

な る 方 式 と 言 っ て よ い 。 し た が っ て 、 政 策 の 進 捗 状 況 の チ ェ ッ ク 、

成 果 の 継 続 的 評 価 は 不 可 避 で あ る 。 こ う し た 緊 急 性 の 高 い 包 括 型 補

助 金 制 度 あ る い は 既 往 施 策 リ ン ケ ー ジ 型 プ ロ グ ラ ム の 評 価 シ ス テ ム

の 開 発 な ど も 今 後 必 要 と な ろ う 。  
第 三 に 、政 策 実 施 の 機 動 性 ゆ え に 、手 続 き の 簡 素 化 が 必 要 で あ る 。

た と え ば 、 ブ ロ ッ ク ・ グ ラ ン ト 方 式 は 、 そ の コ ン テ ン ツ に お い て 柔

軟 な 裁 量 が 担 保 さ れ る が 、 計 画 策 定 か ら 実 施 に 至 る 過 程 は 慎 重 に な

ら ざ る を 得 な い 側 面 が あ る 。 た だ 、 地 域 再 生 は 時 間 と の 戦 い と い っ

た 側 面 も 閑 却 し て は な ら な い 。 こ う し た 過 程 を 大 胆 に 圧 縮 す る 措 置

が 必 要 で あ る 。  
第 四 に 、 再 生 過 程 の マ ネ ジ メ ン ト を 重 視 す る 社 会 的 包 摂 ア プ ロ ー

チ は 、 こ れ ま で の 単 年 度 方 式 で の 実 施 に 限 界 が あ る 。 実 際 、 か か る

再 生 を 担 う 主 体 で あ る 社 会 的 企 業 自 体 も 、 地 域 の 課 題 に 呼 応 し て 柔

軟 な 変 化 を 続 け る 組 織 な の で あ る 。 近 年 、 地 方 自 治 体 に よ る 支 援 も

あ り 、多 様 な 社 会 的 企 業 が 活 動 を 行 っ て い る 。こ こ で 重 要 な こ と は 、

新 し い 分 野 を 自 ら 発 見 し 解 決 の 方 向 を 見 出 す と い っ た こ れ ま で と は

異 な る 活 動 だ け に 、 そ の 支 援 に 向 け て は こ う し た 多 様 性 と 変 化 を 前

提 と し 、 ま た こ う し た 特 性 を よ り 促 す も の で な け れ ば な ら な い 。  
最 後 に 、 こ う し て 地 域 全 体 で 展 開 さ れ る ブ ロ ッ ク ・ グ ラ ン ト 政 策

や パ ッ ケ ー ジ 政 策 群 全 体 を マ ネ ジ メ ン ト す る 機 能 の 重 要 性 を 指 摘 し

て お き た い 。 地 域 再 生 の た め の 政 策 群 は 、 機 能 的 に は 多 重 ・ 多 層 的

な 要 素 が 強 い 。 こ う し た パ ッ ケ ー ジ 型 の 政 策 群 を い わ ば ク ラ ス タ ー

と し て 編 成 す る 役 割 を 当 該 地 方 自 治 体 な い し 多 様 な 主 体 の パ ー ト ナ

ー シ ッ プ 組 織 と し て 持 っ て お く 必 要 が あ る 。た と え ば 、R u s t B e l t 再
生 に お い て 革 新 的 な モ デ ル を 提 示 し た ド イ ツ I B A エ ム シ ャ ー パ ー

ク や E U 地 域 再 生 資 金 導 入 に よ る 新 た な プ ロ ジ ェ ク ト 群 ネ ッ ト ワ ー

ク を 試 行 す る 英 国 リ バ プ ー ル に お け る 試 み は 、 こ う し た プ ロ ジ ェ ク

ト ・ ク ラ ス タ ー の マ ネ ジ メ ン ト の 重 要 性 を 示 唆 し た も の で あ る 。  
こ う し た 施 策 の 実 施 に お い て は 、 た と え ば 神 戸 市 の 地 域 担 当 各 部

局 の 有 し て い る 施 策 ・ 補 助 金 を す べ て 統 合 し て 、 区 を 窓 口 に コ ミ ュ

ニ テ ィ 再 生 計 画 の 直 接 支 援 措 置 と し て 位 置 づ け る と い っ た こ と も 考

え ら れ よ う 。 そ の 際 、 行 政 と コ ミ ュ ニ テ ィ 、 さ ら に は 専 門 的 立 場 の

メ ン バ ー か ら 構 成 さ れ る 第 三 者 協 議 会 が 組 成 さ れ る こ と に よ っ て 、

資 金 の 配 分 や 評 価 に つ い て の 情 報 共 有 ・ 透 明 性 が 確 保 さ れ る と い う

こ と に な ろ う 。  
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補論   英国における社会的企業への支援  

 
（１）  社会的企業への支援  

１）政府による支援  

現在のところ英国では、社会的企業に対して非常にプラスのイメージが

持たれ、あらゆる政府省庁が言及しており、すべての政党は政策にこれを

盛り込んでいる。現在社会的企業支援を行う省庁はコミュニティ自治省

D e p a r t m e n t  f o r  C o m m u n i t i e s  a n d  L o c a l  G o v e r n m e n t  ( D C L G )であ
る。この扱いは、社会的企業を「ないがしろにしている」という意見もあ

るが、それはかつて、より影響力の強い通商産業省の管轄にあったという

経緯からきている。しかしながら、通商産業大臣も一定範囲で社会的企業

を担当している。    
英国政府は、社会的企業が公共サービスの請負、恵まれない地域の再活

性化、ローカル経済の振興、社会的に疎外されたグループを対象とした活

動をするなど、社会的疎外を解決する重要な役目を担っていると認識して

いる。  
具体的に述べると、政府は地方自治体に対して、社会的企業を公共セク

ターサービスの入札に加えるよう文書による指導勧告をおこなっており、

地域社会がその地域の土地、不動産を購入する手続きを文章にしている  
(これにより社会的企業が拡大のための融資を受ける際の担保となる資産
を築くことが出来る )。  資金援助の一環として、政府は “ C h a n g e  U p ”  基
金プログラムを設立し、ボランティア組織が社会的企業に近い形で、すな

わちよりビジネス的に企業らしくチェンジアップして活動する道を開いて

いる。また政府の要件では、全ての地域開発庁 ( R D A )は社会的企業と各々
の地域で効率よく協力する由を書面計画として作成する義務がある。また

将来の方策として、政府が休眠口座になってしまった預金を基金としてま

とめ、その一部を社会的企業のために使おうという案があるが、これは現

在決定待ちである。  
社会的企業へのアドバイス、指導、研修の提供者として、政府は全英各

地域のビジネス・リンク (スコットランでは小企業ゲートウェーと称され
る )が、社会的企業の設立を目指す人々に専門的なサポートを提供するこ
とを期待している。スコットランドではスコティッシュ・エンタープライ

ズとローカルの企業が、アドバイスや現実的な手助けをすることで社会的

企業を支援することになっている。コミュニティ ･スコットランドは ｢社会

的企業への戦略 ｣を文書にしたためたが、これは社会的企業セクターを拡

大するための行動計画である。さらに、各地方自治体には経済開発局

( e c o n o m i c  d e v e l o p m e n t  d e p a r t m e n t )があり、ボランティア組織と社
会的企業にアドバイスを行い助成金を出している。  
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２）非政府支援  
政府は自立した社会的経済支援組織に対して助成金を出すことがしばし

ばあり、スコットランドでは多くの組織が社会的企業に対して、支援やネ

ットワーク作りのための施設を提供している。例を挙げると：  
・スコットランド社会的企業連合 ( S c o t t i s h  S o c i a l  E n t e r p r i s e  

C o a l i t i o n )は、社会的企業部門セクターの奨励、このセクターの広報
活動をするなど、社会的企業支援組織のコーディネーションを行って

いる。  
・開発トラスト協会スコットランド ( D e v e l o p m e n t  T r u s t  

A s s o c i a t i o n  S c o t l a n d )  は開発トラスト間での支援、ネットワーク
作り、意見の交換を行っている。  

・社会的企業アカデミー  は社会的企業、社会企業家に対して研修と教
育活動を行っている。  

・ S e n s e c o t  は社会的企業、社会企業家に対してネットワーク ･サービ
スを提供している。  

・ C o m m u n i t y  R e c y c l i n g  N e t w o r k  S c o t l a n d は、リサイク ルを行い、

環境団体と協力している。  
それ以外にも、多くの団体が全国規模ではないが、地域での活動をおこ

なっている。  
 
（２）社会的包摂戦略に影響を与えるその他の要素  

１）ローカル ･ コンパクト (地域協約 )と社会的包摂  
( w w w . t h e c o m p a c t . o r g . u k )   
ローカル ･コンパクトとは地方自治体、ローカルの公共セクター、ボラ

ンティア、コミュニティ組織間のパートナーシップ合意である。英国では

地方自治体の 9 9％がローカル ･コンパクトを結んでおり、ただしスコット

ランドはその範囲ではないが、ほぼ同様の仕組みが存在する (コミュニテ
ィ ･プランニング等 )。  
｢コンパクト ｣が始まったのは 1 9 9 8 年だが、それ以前に 2 万 5 千件以上

の組織に対して、コンパクトの概念がどのようにすれば機能するか意見が

求められた。コンパクトが初めて交付されたのは 1 9 9 9 年ドーセット州で

あったが、それ以降世界中で 2 5 の国々がコンパクトの概念を取り入れて
いる。   
コンパクトはボランティア ･セクターの未来に関するディーキン委員会

レポート ( D e a k i n  C o m m i s s i o n  R e p o r t  o n  t h e  F u t u r e  o f  t h e  
V o l u n t a r y  S e c t o r )と ｢未来構築のための協力 ｣ ( B u i l d i n g  t h e  F u t u r e  
T o g e t h e r )に関する政策文書双方の提言に基いて設立されることになった。
ディーキン委員会の導き出した結論は、政府はボランティア、コミュニテ
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ィが多様な役割を担う正当性と、政府自らが健全なボランティア ･セクタ

ーの育成を奨励する責任があることを認識しなければならないというもの

であった。委員会は、政府とボランティア ･セクターの代表者が、将来の

関係づくりの基本原理を盛り込んだ協約を作成することを提言している。

｢未来構想のための協力 ｣では、一連の原理から成り立つコンパクトが政府

とボランティア、コミュニティ・セクター間のパートナーシップの基盤と

して必要であると結論付けた。  
コンパクト・ボイス ( w w w . c o m p a c t v o i c e . o r g . u k )は独立団体で、コン

パクトに加盟したボランティア、コミュニティ・セクターが見解を述べる

場となっている。コンパクト ･ボイスは全国のボランティア組織、さらに

全国、地方、地域レベルでの上部組織の代表者で構成されている。コンパ

クト ･ボイスは、四半期ごとにコンパクト委員会、政府閣僚、地方自治体

組織と会合を持ち、年次総会では、コンパクトの進捗状況の見直しを行い、

次年度の行動計画の合意を取りまとめる。  さらに会議に先立って、コン
パクト ･ボイスはオープン ･イベントを開催することが多く、その中で最低

でも年に一度はメンバーに対する研修イベントが行われる。  コンパクト
は現在、イングランドの 3 8 8 地方自治体におけるローカル ･コンパクト進

捗状況リストを記録しており、これがローカル ･コンパクトの活動範囲を

検証する資料となっている。  
コンパクトの協力団体のローカル ･コンパクト ･ボイスは、フルタイム、

パートタイムでローカル ･コンパクトに関わっている 3 0 0 人のメンバーの
ネットワーク組織である。ローカル ･コンパクト ･ボイスの機能は、主に情

報交換、定期ブリーフィングなど e メールを通じての活動を行うことであ
る。  
コンパクト ･ボイス、ローカル ･コンパクト ･ボイスは共に、政府、コン

パクト委員会と協力し、相互の利益発展とコミュニティの利益のため、ボ

ランティア ･セクター、政府および地方公共団体間の関係改善を目指して

いる。コンパクトのネットワークのお陰で、メンバーはイングランド全土

からコンパクト専門家の経験、問題解決策を引き出すことが出き、国家の

ローカル ･コンパクト関連問題政策に影響を与えることが可能となる。ロ

ーカル ･コンパクト実施ワークブックもまたコンパクト ･ボイスによるもの

だが、これは地方地域において、ローカル ･コンパクトを最大限に活用す

る有用な実践ツールとなっている。  
ローカル ･コンパクトは、ローカルな関係作りには必須で、地域の関係

作り改善の牽引力となっている。ローカル ･コンパクトで重要なのは、ロ

ーカル ･ エリア協定 ( L o c a l  A r e a  A g r e e m e n t s )、ローカル戦略パートナ
ーシップ  ( L o c a l  S t r a t e g i c  P a r t n e r s h i p s )を含む地方政策へのつながり
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である。 .ローカル ･コンパクトは、複数の組織を協調協力させることが出
来るので、ローカル ･レベルでの社会的疎外の解決に関わっている。  
 
２）ローカル戦略パートナーシップと社会的包摂  
( w w w . c o m m u n i t i e s . g o v . u k )  
政府省庁であるコミュニティ自治省 ( C o m m u n i t i e s  a n d  L o c a l  

G o v e r n m e n t  ( D C L G ) )の信念は、地域で人と組織が協力すれば、それだ
け成果も大きいというものである。ここで言う地域の組織とは、コミュニ

ティ、宗教グループ、市議会、警察、消防、救急サービス、慈善団体、企

業、学校、健康保険団体その他が含まれる。政府の信念は、経験専門知識

の蓄積により、地域の住民、集落、問題に対する理解が深まり、確実に正

しい行動とサービスを実行できるというものだ。このつながりがローカル

戦略パートナーシップ ( L S P )として知られるもので、実際のところローカ
ル ･コンパクトの延長線上にあるが、活動の拠点は主に恵まれない地域で

ある  
L S P は非政府団体で、複数の団体のパートナーシップであり、地方自治

体の境界内で活動を行っている。公共、民間、コミュニティ、ボランティ

アといった異なるセクターがローカルなレベルで集まって、相互に助け合

うことで、より効率の高い協力体制が出来る一助となっている。 L S P は情
報共有のための会合を開催することで、協力する基盤作りの場を提 供して

いる。 L S P の様々な活動の具体例を以下に挙げる。  
・ローカルレベルで公共セクターの様々な組織、民間セクター、企業、

コミュニティ、ボランティア ･セクターを集結し、異なったイニシア

ティブやサービスが相互補完的に助け合い協力できるように調整する。   
・単一の横断的な調整枠組みを提供し、その中では様々な別個のパート

ナーシップが活動可能。   
・コミュニティ戦略とローカル地域協定 ( C o m m u n i t y  S t r a t e g i e s  a n d  

L o c a l  A r e a  A g r e e m e n t s  ( L A A s ) )を展開し、実施を推進する。   
・資金の割当を合意させ、近隣再生資金  ( N e i g h b o u r h o o d   R e n e w a l  

F u n d i n g  ( N R F ) )を受給している地域での ｢格差をなくす ｣手助けをす
る責任を有する。  

L S P の中には ' A n y t o w n  A h e a d '  や  ' A n y p l a c e  P a r t n e r s h i p 'と言う名
称で知られるものもある。特に恵まれない地区、すなわち N R F で指定さ
れた地域では、 L S P が確実に成果を出していると報告されている。それぞ
れの地域が解決すべき問題の中身により、 L S P のメンバー構成と具体的な
機能は変わってくる。ローカル地域協定（ L A A）を推進することにより、
L S P の立場は益々重要性を増してきている。 L A A では中央政府とローカ
ル地域 (地方自治体およびローカル戦略パートナーシップ )、その他ローカ
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ルレベルでの主要パートナーの間で合意された、ローカル地域における優

先順位を設定する。  L A A は中央の資金プログラムのプロセスを簡略化し、

公共サービスにより効果的に参加する手助けをし、地域の状況に合わせて

地域の問題をより柔軟に解決できるようにする。このような方策を通じて、

L A A は「政府が一番よくわかっている」という考えから脱却して、 お役
所仕事を減らし、意思決定を地方へ委譲するプロセスの手助けをしている。

このように L S P は社会的疎外に関わる問題解決に大きく関わってきた。  
 
３）社会的会計監査と社会的包摂  ( w w w . s o c i a l a u d i t n e t w o r k . o r g . u k )  
社会的会計監査とは、社会的企業が自らの成果と主たるスティクホルダ

ーと社会全般に対して与えたインパクトについて、完全に説明を行うこと

を可能とする枠組みである。成果とインパクトを、社会的  (社会に与えた
影響力 )、環境上の (環境に与えた影響 )、経済的 (経済に与えた影響 )な意味
で測定する。まず社会的企業自身が自己監視、自己評価を行い、今度は外

部監査によって彼らの主張が正しいか検証されるシステムである。  
社会的会計監査を行う場合、企業は 3 つの段階を踏む。第 1 段階  では、

組織が自らの使命、目的、関連する活動、彼らの行動を支える価値と原理

を明らかにし、同時に彼らにとっての主要なスティクホルダーを特定する。

第 2 段階  では、定量的、定性的指標を認識し、それにより自らが明らか
にした使命、目的と価値に対してどれだけの成果・インパクトを与えたか

どうかについて効率よい報告を行う。その際、主要なスティクホルダーに

対してデータ収集、適切なコンサルティングを行う。第 3 段階では、収集
した情報をまとめ上げて社会的会計を行い、これを独立したパネルが検証

し、彼らがよしとすれば、社会的監査報告が発表される。たいていの企業

は通常自らの会計年度にあわせて社会的会計を記録する。 S A N の経験則
によると、特に社会的会計を初めて行う企業は、第 1 段階を行う以前に

｢準備段階 ｣をおくことが必要である。  
社会的会計監査報告を実践する社会的企業は、自らのビジネス管理、継

続的なモニタリング、成果とインパクトの年次評価に対する枠組みを、社

会的、経済的、環境面で構築することが出来る。この枠組みは、全てのス

ティクホルダーに対して、達成された事と出来なかったことを証明し、企

業の改善策の特定を可能とする。社会的会計をすることで、「トリプル ･

ボトムライン」の会計報告が有効に得られる、というのも社会的会計は、

社会的、経済的、環境面の視点で報告をするため、財務内容以外でも、企

業の活動、そのインパクトを 3 6 0 度の視点で説明出来るからである。  
 
社会的会計監査報告を行うことで、商取引を行う社会的企業と協同組合

は、契約や投資を受けられるようになるといった画然たる論拠もあり、そ



 278 

の理由として社会的会計監査を用いることで、社会に対する広範な利益を

証明できることが挙げられる。  
 
英国では、社会的監査ネットワーク ( S A N )  

( w w w . s o c i a l a u d i t n e t w o r k . o r g . u k 参照 )が社会的会計監査を積極的に推
進している。 S A N  は、社会的企業が社会的、環境面、経済的成果、イン
パクトを報告する好ましい手段として、社会的会計を支持している。 S A N
は社会的会計の実践者のネットワークで、拡大めざましい世界に広がる e
メールネットワークを通じて、関連情報の配布交換を定期的に行っており

(現在 e メールの加入者数 1 , 5 0 0 人 )、社会的会計監査報告に関する研修
支援を提供し、 S A N 承認の社会的監査人の登録管理を行っている。  

S A N は、全英で多くの社会的企業、ボランティア組織に対する協力を
行い、社会的会計の準備をサポートし、その結果を独自に監査する。  
 S A N  は「クラスター・モデル ( c l u s t e r  m o d e l )」という形で活動し、
近年ではファイフ、エジンバラ、グラスゴー、モレー、アバディーンシャ

イア、ウエスト・ミッドランド、イースト・ミッドランド、マーセイサイ

ド、ウェールズ、北東イングランド、南西イングランドにおけるクラスタ

ーを通じて協力活動を行っている。  
要約すると、社会的会計監査は、社会的企業が自らの社会的、環境面、

経済的な成果、インパクトを説明するために用いられている。こういった

チェック機能があるため、社会的企業がコミュニティにおける社会的疎外

に影響を与えていることを検証することができる。  
 
４）コミュニティ利益企業 ( C o m m u n i t y  I n t e r e s t  C o m p a n y )と社会的包
摂 ( w w w . c i c r e g u l a t o r . g o v . u k )   
コミュニティ利益企業 ( C I C )とは特別な付加的性格を持っている企業で、

全く私的な利益でなく、コミュニティの利益のためにビジネスやその他の

活動をしたいと望む  人々のために設立された企業である。 C I C は新しい
形の企業で、特に企業オーナーの利益よりも、コミュニティの利益のため

に活動したいと望む人々のために作られた企業形態である。  
その意味するところは、 C I C は決して特定個人、グループの個人的利益

のためにのみに設立、利用されることはない。このための試金石として、

｢コミュニティ利益テスト ｣および ｢資産ロック ( a s s e t  l o c k ) ｣を適用し、
これによって C I C がコミュニティの目的のために設立され、その資産、
利益がその趣旨にのっとって使われることが保証される。   

C I C は株式会社や有限責任保証会社などの形態をとり、法で定められた
「資産ロック」によって、資産や利益が法令で定められた以外の方法で分

配されないようになっている。これによって資産と利益は、コミュニティ
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のために使われるよう C I C に内部留保されるか、その他の C I C や慈善団
体といった資産ロックされた組織に委譲されることになる。 C I C は政治的
活動支持のために設立されることはできず、慈善団体である法人は、慈善

団体としてのスティタスを放棄しない限り C I C にはなれない。しかし、
慈善団体は子会社を C I C として登録申請することは可能である。  
企業を C I C として登録するには、管轄当局による認可が必要で、管轄

当局はまた継続的モニタリングと法執行の役目を果たす。 2 0 0 4 年企業 (監
査、調査およびコミュニティ企業 )法によると、この管轄監督者は、通商
産業大臣が任命する独立した公職である。管轄監督者は C I C ブランドの
発展を奨励し、 C I C に関する事柄についての指導を行う「やんわりとした
監督者」であることが政府の期待するところである。  

C I C の概念は、社会的企業セクターの拡大により出現した。現存の法的
形態の中には、もともとは全く異なったタイプの組織のために作られたも

のもある。政府は社会的企業に対して、近代的かつ適切な法的枠組みを策

定することで、このセクターを支援し、その存在感を高めようとした。現

時点では、慈善団体としてのスティタスを持たない企業は、自らの資産を

公共の利益のためにのみ使用されるよう保証することが困難で、慈善団体

としてのスティタスを申請する以外に、公共目的のためだけに、資産凍結

をする簡単明快な方法が全くない。コミュニティ利益会社は、透明性、柔

軟性を持つモデルといったニーズに適う形態で、明確に定義され容易に認

識される。  
イングランド、ウェールズに登録された慈善企業は、慈善委員会の同意

があれば容易に C I C になることが出来る。そうなると免税措置も含め、
慈善団体としてのスティタスを失うことになる。しかしながら、慈善団体

が C I C を傘下に持つことは可能で、その場合 C I C が資産を慈善団体に移
管することが出来る。 C I C は慈善団体に比べ、より ｢商業的に ｣活動を行う
ことがでるが (例として、株式会社である C I C は、資本金に応じて個々の
株主に配当金を支払うことが出来る )、 C I C のスティクホルダーは ｢資産ロ
ック ｣によりコミュニティへの利益分配の保証を得ることができ、社会的

会計監査における社会的レポートに相応するコミュニティ利益レポートを

通じて、活動の透明性が保証される。  
社会的企業は、社会的包摂の問題解決を掲げることも多い。 C I C という

形態は、社会的企業に対して法的な枠組みを提供する。しかし、慈善団体

のような税的優遇措置を得られない。社会的企業、コミュニティ・エンタ

ープライズが伝統的にとる構造は、有限責任保証会社である慈善団体をホ

ールディング会社とし、 1 0 0％子会社として商取引を行い、契約によって

年間の余剰金はホールディング会社に戻すことで税金支払いを間逃れてい

る。スコットランドでは通常 C I C がこのような形で税金の支払いを間逃
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れることはできないので、したがってこういった形態はあまり一般的に広

がっていない。しかしイングランドでは慈善団体を設立するのは難しいの

で、伝統的に言って C I C は一般的な形態である。社会的企業で C I C の形
態を取る大部分は、新たに設立されたものである。 C I C に形態転換する組
織は多くない。とはいっても C I C はまだ始まったばかりの試みである。  
 
（３）社会的企業セクターが直面する問題  

・社会的企業の定義  については諸説はあるが、その理由としては社会的  
企業の何たるかについて個々に解釈が異なるからである。  

・社会的企業が要するサポートはかなり専門的  なものである。社会的企  
業は社会的企業開発の経験をもつ人や組織からの支援を求めることがし

ばしばだが、これに対して適切な経験スキルを持つ人はあまりいない。

組織が今求めているのは、 ｢メンター ｣的なアプローチである。   
・スコットランドで言えることは、あまりにも多くの異なった支援組織が  
存在し、社会的企業に対するサービスが重複している事実である。  

・社会的企業は大規模な公共セクターでの契約を受けるのに慣れておらず、

ビジネス契約に対する取り組みも不慣れである (プロフェショナルでな
い？ )。  

・成果とインパクトの測定と説明に合意された方法がない  –  社会的会計
監査の使用をより広める必要がある。  

・社会的企業には明瞭明確な法的枠組みがない。   
・社会的企業は会社法人法による構造を採用し、それに適応しなければな

らないが、この構造は面倒で管理が難しい。現在の英国政府もこの事態

を認識しており、 2 0 0 5 年には社会的企業に対する特別法 ( C o m m u n i t y  
I n t e r e s t  C o m p a n i e s )を導入した。しかしながら諸処の理由で、社会的
企業が C I C の構造を採用する動きはまだ遅々として進まない。  
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社社社 会会会 的的的 ミミミッッッシシショョョンンンをををもももつつつ事事事 業業業 活活活 動動動 ををを    

おおおこここなななっっっててていいいるるる団団団 体体体 ににに関関関 すすするるる調調調 査査査    
(財)神戸都市問題研究所 

調査ご協力のお願い 

貴団体におかれましては、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

お手もとにお届けしましたこの調査票は、社会的なミッションを持つ事業活動（コミュニティ・ビジネス、

事業系 NPO、社会的企業、先進的な取り組みをされている団体などの活動）が地域活性化に及ぼす

効果の把握とこれらをもとにした政策提言をおこなうためのものです。 

当研究所は、神戸市等の支援を受け、政策提言を行うために 1975年に設立された財団法人です。

またこの調査研究は、国の関連団体である総合研究開発機構（NIRA）の委託を受けておこなっており

ます。 

ご多用のところ、誠に恐縮ですが、調査の趣旨をご理解の上、ご協力いだきますようお願い申し上

げます。 

なお、いただいたご回答は、集計的に扱い、個別の団体名を明らかにすることはありません。また分

析結果は報告書や行政等への政策提言以外に利用することはありません。お答えいただける範囲で

お答えください。率直なご意見をいただければ幸いに存じます。 

 

 

《ご記入にあたって》 

１．各質問へのお答えは、あてはまる選択肢の数字に○印をつけていただくものや、具体

的に記入していただくものなどがあります。質問の中でお願いしている方法をお読み

いただきお答えください。 

２．ご記入が終わりました調査票は、同封の返信用の封筒に入れて、10月10日(水)まで

にポストにご投函ください。切手は要りません。 

３．本調査についてのお問い合わせは、下記までご連絡ください。 

《お問い合わせ先》 

(財)神戸都市問題研究所（担当：水谷） 

〒651-0083 神戸市中央区浜辺通5-1-14 

神戸商工貿易センタービル18階 

電話：(078)252-0984  ファクス：(078)252-0877 

URL：http://www.kiur.or.jp/ 

貴団体のことは、下記の公開されている情報源等をもとに活動概要を把握し、当調査研究の趣旨に合

致するものと判断して、このたびのご協力をお願いすることとさせていただきました。重ねてよろし

くお願い申し上げます。 

【主な情報源】 

○『ひょうごＣＳＯ名鑑』（木口ひょうご NPOセンター研究会．2005年４月） 

○『コミュニティ・ビジネスハンドブック』（大阪府商工労働部ほか．2005年３月） 

○ウェブサイト「おおさかＣＢネット」http://www.osaka-cb.net/index.html 

http://www.kiur.or.jp/
http://www.osaka-cb.net/index.html


社会的ミッションをもつ事業活動をおこなっている団体に関する調査 ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 284 

 

 

 

問１  貴団体の名称をご記入ください。 

（ふりがな）    

 

 

 

 
ご記入者

のお名前 

 

 

 

問２  設立年月をご記入ください。 

西暦・昭和・平成 
  

年 

  

月 

 

問３  貴団体の形式を１つ選んでください。 

１．任意団体 

２．特定非営利活動法人 

３．その他［具体的に：                              ］ 

 

 

問４  貴団体には、どのようなスタッフがおられますか。人数をご記入ください。 

有給の常勤スタッフ [        人]  有給の非常勤スタッフ [        人]  

無給の常勤スタッフ [        人]  無給の非常勤スタッフ [        人]  

上記以外に、必要なとき協力の得られるボランティア（有給・無給を問いません） [        人]  

＊「常勤」とは週５日以上の勤務、「非常勤」とは週１～４日の勤務とします。 

 

問５  貴団体の最新年度の年間収入はどれほどですか。１つ選んでください。 

１.50万円未満 

３.100万円以上で 500万円未満 

５.1,000万円以上で 3,000万円未満 

２.50万円以上で 100万円未満 

４.500万円以上で 1,000万円未満 

６.3,000万円以上［約           万円］ 

 

貴貴貴団団団体体体のののここことととにににつつついいいててておおお教教教えええくくくだだださささいいい   
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問６  上記の収入の財源は、どのようですか。直近の年度について、概
おおむ

ねの割合(％)を記入して

ください。 

１．会費収入 

２．行政からの補助金・助成金 

３．助成財団など民間からの助成金 

４．寄付金 

５．自主事業収入 

６．行政からの事業受託による収入 

７．民間からの事業受託による収入 

８．借入金 

９．その他［具体的に：             ］ 

…→［      ％］ 

…→［      ％］ 

…→［      ％］ 

…→［      ％］ 

…→［      ％］ 

…→［      ％］ 

…→［      ％］ 

…→［      ％］ 

…→［      ％］    合計 100％ 

 

問７  貴団体は、主にどのような地域を活動対象としていますか。１つ選んでください。 

１．徒歩圏程度の範囲 

３．特に定まった地域はない 

２．市町村や区程度の範囲 

４．その他［具体的に：                     ］ 

 

問８  貴団体の連絡先（事務局）は、どのような場所にありますか。１つ選んでください。 

１．独立した事務所（賃貸または所有） 

３．会員の自宅 

５．その他［具体的に：                     ］ 

２．独立した事務所（無償で借りている） 

４．会員の勤務先 

 

 

問９  貴団体では、団体の運営方針についての意思決定をどのようにされていますか。１つ選んで

ください。 

１．代表者（リーダー）が主導・決定する 

２．公式の会議（理事会、取締役会など）で役員の合議によって決定する 

３．主なメンバーの話し合いによって決定する 

４．スタッフ全員の話し合いによって決定する 

５．その他［具体的に：                                  ］ 

 

 

問 10  貴団体では、具体的な事業の企画についての意思決定をどのようにされていますか。該当

するものすべてを選んでください。 

１．代表者（リーダー）が主導・決定する 

２．公式の会議（理事会、取締役会など）で役員の合議によって決定する 

３．主なメンバーの話し合いによって決定する 

４．スタッフ全員の話し合いによって決定する 

５．事業に関わるスタッフの話し合いによって決定する 

６．その他［具体的に：                                  ］ 

 

 



社会的ミッションをもつ事業活動をおこなっている団体に関する調査 ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 286 

 

 

 

 

問 11  貴団体の事業は、どのような内容ですか。該当するものすべてを選んでください。 

《福祉》 １．介護保険サービス 

４．配食サービス 

７．老人ホーム支援 

10．精神障害者福祉 

13．子育て支援 

16．その他福祉 

２．ホームヘルプサービス 

５．移送サービス 

８．その他高齢者福祉 

11．知的障害者福祉 

14．託児所・保育所運営 

 

３．(ミニ)デイサービス 

６．グループホーム支援 

９．身体障害者福祉 

12．その他障害者福祉 

15．その他児童福祉 

 

《保健・医療》 17．ＨＩＶ関連活動 

20．その他特定疾病支援・予防 

23．精神保健 

26．その他保健・医療 

18．アルコール依存症対策 

21．健康づくり 

24．なやみ相談・カウンセリング 

 

19．薬物依存症対策 

22．衛生管理 

25．医療情報収集・提供 

 

《社会教育》 27．生涯学習 28．学術研究の振興 29．その他社会教育 

《まちづくり》 30．都市計画 

33．耐震診断・建物検査 

31．まちなみ保存 

34．観光の振興 

32．バリアフリー推進 

35．その他まちづくり 

《文化・芸術・スポーツ》 36．音楽の振興 

39．映像文化の振興 

42．その他文化・芸術の振興 

37．美術・工芸の振興 

40．伝統文化の振興 

43．スポーツの振興 

38．演劇の振興 

41．文芸の振興 

 

《環境保全》 44．自然環境保護 

47．リサイクル 

45．エネルギー問題 

48．環境美化 

46．公害防止 

49．その他環境保全 

《災害救援活動》 50．災害防止・災害時支援 51．被災者支援 52．その他災害救援活動 

《地域安全活動》 53．犯罪の防止 

56．その他地域安全活動 

54．犯罪被害者支援 

 

55．交通安全 

 

《人権・平和》 57．人権擁護 

60．平和の推進 

58．子どもの虐待防止 

61．その他の権利擁護活動 

59．路上生活者(ホームレス)支援 

《国際協力》 62．国際交流 

65．留学生支援 

63．開発途上国支援 

66．難民支援 

64．在住外国人支援 

67．その他国際協力 

《男女共同参画》 68．女性の自立支援 

69．女性への暴力(ドメスティック・バイオレンス)対策 

70．その他男女共同参画社会の形成 

 

71．不登校・引きこもり対策(フリースクール等) 72．いじめ対策 《子どもの健全育成》 

73．非行・犯罪防止 74．その他子どもの健全育成  

《市民活動支援》 75．人材育成 

78．ネットワーキング 

81．調査・研究 

76．活動の場の提供 

79．管理・運営等相談 

82．その他市民活動支援 

77．ＮＰＯへの資金助成 

80．情報収集・提供 

《自治会》 83．自治会活動   

84．消費者問題 

87．情報の伝達・普及 

90．政策提言 

85．労働・雇用問題 

88．動物愛護・救援 

91．行政監視(オンブズマン) 

86．地域産業振興 

89．情報公開活動 

 

《その他》 

92．その他［具体的に                         ］  

貴貴貴団団団体体体ののの活活活動動動にににつつついいいててておおおたたたずずずねねねしししままますすす   
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問 12  貴団体は、どのような具体的活動をおこなっていますか。該当するものすべてを選んでく

ださい。 

１．サービスの提供(例えば、介護、移送、清掃・美化、リサイクル、等) 

２．商品の製造および提供 

４．親睦・交流の場・機会の提供 

６．相談活動(電話・窓口等) 

８．技能・ノウハウ等の指導・伝達や人材育成 

10．機関紙・広報誌の発行などによる広報 

３．イベントやシンポジウム等の企画・開催 

５．調査・研究・提言活動 

７．資料や情報の収集・提供 

９．会議室・事務所スペース等の場の提供 

11．資金の提供、援助 

12．その他［具体的に                                                   ］ 

 

 

 

 

 

問 13  貴団体の活動や運営の上で課題となっていることについてお伺いします。(1)～(16)のそれ

ぞれについて「1.しっかりできている」～「5.当団体では問題にしていない」のいずれかの該

当する番号を１つ選んでください。 

 

 

 

 

 

 

1       2       3       4       5 
(１)会員の拡大                                 └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(２)正規スタッフ・職員の獲得                   └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(３)正規スタッフ・職員の若返りや世代交代       └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(４)ボランティアなど協力者の獲得               └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(５)スタッフ・ボランティアの技能の育成         └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(６)事務所・会議室などのスペースの確保         └───┴───┴───┴───┘ 

活活活動動動上上上ののの課課課題題題なななどどどにににつつついいいててておおおたたたずずずねねねしししままますすす   

5.
当
団
体
で
は
問
題
に
し
て
い
な
い 

4.

全

く

で

き

て

い

な

い 

3.

あ

ま

り

で

き

て

い

な

い 

2.

ま

あ

で

き

て

い

る 

1.

し

っ

か

り

で

き

て

い

る 
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1       2       3       4       5 
(７)自主事業による収入の確保                   └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(８)行政などからの受託事業の獲得               └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(９)財団や行政からの助成金・補助金の獲得       └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(10)団体経営・運営のノウハウや技術の獲得       └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(11)新しい事業の企画・開発                     └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(12)法務・税務などの情報や指導                 └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(13)活動に関わる情報の獲得                     └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(14)助成制度など資金確保に関する情報や指導     └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(15)団体や活動に関わる情報の発信や広報         └───┴───┴───┴───┘ 
 

1       2       3       4       5 
(16)他団体との交流・ネットワークの形成         └───┴───┴───┴───┘ 
 

 

5.
当
団
体
で
は
問
題
に
し
て
い
な
い 

4.

全

く

で

き

て

い

な

い 

3.

あ

ま

り

で

き

て

い

な

い 

2.

ま

あ

で

き

て

い

る 

1.

し

っ

か

り

で

き

て

い

る 
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問 14  社会的なミッションを持つ事業活動（コミュニティ・ビジネス、事業系 NPO、社会的企業、先進的な取

り組みをされている団体などの活動）が望ましい発展をするための社会的評価について、貴団体のお

考えに最も近いものを２つまで選んでください。 

１．各団体が独自に評価基準を定めて、自己評価すべきだ 

２．多くの団体に広く適用できるような、統一的な評価基準や評価制度が必要だ 

３．公的な顕彰や助成を受けた実績が、社会的評価だ 

４．事業による収入や利益が、社会的評価だ 

５．社会的評価は必要ない 

６．社会的評価のことを考えたことがない 

７．その他［具体的に                                                                    ］ 

 

問 15  貴団体の事業活動による利益（余剰金）の状況をおたずねします。直近の年度の実績で最

も近いものを１つ選んでください。 

１．利益が必要だと考え、実際おおむね順調に利益を得ている 

２．利益が必要だと考えているが、利益を得ていない  

３．利益を得るべきでないと考えているが、利益を得ている 

４．利益を得るべきでないと考え、実際利益を得ていない 

５．利益のことを考えたことがない 

６．その他［具体的に                                                                    ］ 

 

問 15付  利益を得られない原因はどこにあるとお考えでしょうか。３つまで選んでください。 

１．もともとマーケットが狭いので売上が限定されている 

２．商品・サービスの品質に問題があって売上があがらない 

３．ＰＲ不足などのために商品・サービスが知られていない 

４．人件費がコストを圧迫している 

５．原材料費がコストを圧迫している 

６．家賃など諸経費がコストを圧迫している 

７．原因がわからない 

８．その他［具体的に                                                                  ］ 

 

問 16  社会的なミッションを持つ事業活動が望ましい発展をするための資金調達について、貴団

体のお考えに最も近いものを２つまで選んでください。 

１．市民や民間企業の出資による基金などによって、団体や事業に対する出資や助成をおこなう 

２．行政の出資による基金などによって、団体や事業に対する出資や助成をおこなう 

３．信用金庫など地域の金融機関による融資が、より簡便・容易になるようにする 

４．公的金融機関による融資が、より簡便・容易になるようにする。 

５．NPO活動や市民事業への融資や出資を目的とした“金融 NPO”をつくる 

６．地域通貨などによって、地域のお金が循環しやすい仕組みをつくる 

７．その他［具体的に                                                                    ］ 
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問 17  行政の事業委託（サービス提供、調査研究、指定管理者など）を、貴団体では受けたことがおあり

ですか。１つ選んでください。 

１．ほぼ毎年、受けている 

３．受けたことがない 

２．数年に一回程度、受けている 

 

 

問 18  行政の事業委託（サービス提供、調査研究、指定管理者など）について、貴団体ではどのようにお

考えでしょうか。１つ選んでください。 

１．積極的に受けるべきである 

３．受けないほうがいい 

５．どちらともいえない 

２．受けたほうがいい 

４．原則として受けるべきではない 

６．その他［具体的に：                     ］ 

 

問19  行政の事業委託を受けることによるプラス面があるとすれば、どのようなことでしょうか。

該当するものがあれば、そのすべてを選んでください。 

１．活動資金が増えること 

３．団体活動の知名度が上がること 

５．活動実績にできること 

７．新たな活動領域を広げる契機になること 

２．専門性や知識を蓄積できること 

４．団体活動の信用度が上がること 

６．元々実施したかった事業ができること 

８．行政等との関係ができること 

９．行政等のサービスの官民の間での適切な役割分担の再構築に貢献できること 

10．行政等のサービスを住民ニーズに近づける取り組みに貢献できること 

11．その他［具体的に：                                           ］ 

 

問 20  行政の事業委託を受けることによるマイナス面があるとすれば、どのようなことでしょう

か。該当するものがあれば、そのすべてを選んでください。 

１．財政運営が受託事業収入に依存的になること  

２．自主事業の展開がおろそかになること 

３．ミッションの観点では優先度の低い活動を展開すること 

４．組織内部の合意形成や意思決定において効率性が優先されること 

５．物理的に組織内部のリソース(経営資源)が過度に疲弊・消耗すること 

６．精神的に組織内部のリソース(経営資源)が過度に疲弊・消耗すること 

７．行政等に対して緊張関係を作りにくくなくこと 

８．行政等のスリム化・コスト削減等の手段に使われること 

９．その他［具体的に：                                           ］ 
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問 21  貴団体と他の NPOや市民活動団体との交流（情報交換､協議､共同事業など）について、１つ選

んでください。 

１．日常的に交流している 

２．ときどき交流している 

３．交流していないが、機会があれば交流したい 

４．交流していないし、その予定もない 

 

 

問 21 付  どのような交流をしておられますか、またはどのような交流を望まれますか。問題

点とともに、具体的にご記入ください。 

 

 

問 22  貴団体と民間事業所（企業､商店など）との交流（情報交換､協議､共同事業など）について、１

つ選んでください。 

１．日常的に交流している 

２．ときどき交流している 

３．交流していないが、機会があれば交流したい 

４．交流していないし、その予定もない 

 

 

問 22 付  どのような交流をしておられますか、またはどのような交流を望まれますか。問題

点とともに、具体的にご記入ください。 

 （交流の内容） 

 

 

 

（問題点、問題になりそうなこと） 

 

他他他セセセクククタタターーーとととののの協協協働働働なななどどどにににつつついいいててておおおたたたずずずねねねしししままますすす   

（交流の内容） 

 

 

 

（問題点、問題になりそうなこと） 
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問 23  貴団体と自治会・町会など地域の団体との交流（情報交換､協議､共同事業など）について、１

つ選んでください。 

１．日常的に交流している 

２．ときどき交流している 

３．交流していないが、機会があれば交流したい 

４．交流していないし、その予定もない 

５．その他［具体的に：                     ］ 

 

 

 

 

問 23 付  どのような交流をしておられますか、またはどのような交流を望まれますか。問題

点とともに、具体的にご記入ください。 

 

問 24  最後に、社会的なミッションを持つ事業活動（コミュニティ・ビジネス、事業系 NPO、社会的企業、

先進的な取り組みをされている団体などの活動）について、日頃お考えのことや、ご提案などをお寄せ

ください。 

 

（交流の内容） 

 

 

 

（問題点、問題になりそうなこと） 
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地域における住民意識アンケート調査票 
 

財団法人 神戸都市問題研究所 

 

 

この度、自治会様の協力を得て、住民の皆様の意識調査を行うことになりました。 

当研究所は、神戸市の支援を受けて、政策提言を行うために昭和 50年（1975年）に設立された財

団法人です。 

この調査は、「地域住民のつながりづくりをさらにすすめるとともに、住んでいる地域が元気である

ためには、住民や行政、地域で活動する団体（自治会などやボランティア団体、NPO の団体）はどうあ

るべきか」ということを提案するために、国の関連団体である総合研究開発機構（NIRA）からの委託

を受けながら、当研究所が自治会・事業者・行政などの皆様と協働で行う調査です。 

この調査結果については、集計・分析・報告書の作成・行政等への政策提言以外に利用することは

ありません。 

ご多忙のところ、誠に恐縮ですが、ご協力をお願いいたします。 

回答いただいた調査票は、平成19年（2007年）10月 日（ ）までに、同封の封筒に入

れて郵送願います。 

（ご返送先・お問い合わせ先） 

〒６５１－００８３兵庫県神戸市中央区浜辺通５－１－１４ 

神戸商工貿易センタービル 18階（財）神戸都市問題研究所 

（担当 笹井）TEL０７８－２５２－０９８４ 

 

――――――――アンケート調査事項―――――――― 
 

問１． あなたの「ご近所づきあい」は、次の（１）～（４）のそれぞれについて、どれにあてはまりますか。

あてはまる選択肢の番号に○印をつけ、さらに１の場合は人数もお答えください。 

 

（１）あいさつをする近所の人は、何人いますか。 

   １ 約（   ）人いる    ２ とくにいない 

 

（２）立ち話をよくする近所の人は、何人いますか。 

   １ 約（   ）人いる    ２ とくにいない 

 

（３）おすそわけをしたり、おみやげをあげたり、もらったりする近所の人は、何人いますか。 

   １ 約（   ）人いる    ２ とくにいない 

 

（４）家に遊びに行ったことがある近所の人は、何人いますか。 

   １ 約（   ）人いる    ２ とくにいない 
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問２． あなたが参加している地域活動は、次の（1）～（６）のそれぞれについて、どれにあてはまりま

すか。あてはまる選択肢の番号に○印をつけてください。 

 

 

 
 
 （１）地域で子どもの見守りや 

青少年の健全育成の      １        ２       ３      ４ 
   手助けをしている 
 
 
 （２）地域で高齢者や障害者の 

見守りや生活の手助けを    １        ２       ３      ４ 
している 

 
 
 （３）自治会活動などの地域 

活動に参加している      １        ２       ３      ４ 
 
 
 （４）ボランティア・ＮＰＯ 

活動などに参加している    １        ２       ３      ４ 
 
 
 （５）防災訓練など防災に 

関する地域の活動に      １        ２       ３      ４ 
   参加している 
 
 
 （６）防犯パトロールなどの 

防犯に関する地域の活動    １        ２       ３      ４ 
   に参加している 
 

 

 

問３． あなたは、「一般的に、人は信頼できる」と思いますか。あなたの考えに最も近いと思うレベル

を 1つ選び、その番号に○印をつけてください。 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

ほとんどの人 

は信頼できる 

 

 

 

１と５の中間 

 

 

 

 

注意するに越 

したことはな 

い 

 

 

わからない 

 

 

 

たまにしている あまりしていない していない よくしている 

１ ２ ３ ４ 
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問４． あなたは、地域での人と人とのつながりづくりには、何が重要だと思われますか。最も重要だ

と思われるものを 2つまで選び、その番号に○印をつけてください。 

１ 地域の文化や歴史、行事などへの関心や愛着を深めること 

２ 地域住民間で、「あいさつ」をすすめること 

３ 住民が中心になって､地域内の行事(お祭り､運動会など)を企画・開催すること 

４ 地域で子どもとの関わりを広めたり、深めたりすること 

５ 地縁組織だけではない、多様な住民参加のやりかたを進めること 

６ 地域での問題や課題についての情報が、みんなによく伝わること 

７ 地域で自ら決めて行う力（自律力・自立力）を高めること 

８ 地域で自ら決めて行うことに対して、行政が手助けをすること 

９ その他（                                                      ） 

 

問５ あなたは、多様な住民参加を進めるには、何が重要だと思われますか。最も、重要だと思われる

ものを２つまで選び、その番号に○印をつけてください。 

１ だれもが参加でき、開かれた、井戸ばた会議的な話し合いのできる集まりがあること 

２ 子育てや環境問題など、様々なテーマごとに地域で話し合ったり、行動したりする機会

があること 

３ 自治会だけでなく､地元の商店街や企業などが､ゆるやかに連携すること 

４ 自治会や地元の商店街、企業などをつないでくれる「つなぎ役」が存在すること 

５ 自治会などの組織が民主的に運営されること 

６ その他（                                                     ） 

 

問６． あなたは、地域住民組織が自ら決めて行う力（自律力・自立力）を高めるには、何が重要だと思

われますか。最も、重要だと思われるものを２つまで選び、その番号に○印をつけてください。 

１ 組織運営についてのノウハウが蓄積・共有され、継続されていくこと 

２ 有能なリーダー（会長）やサブリーダー（副会長）を獲得・養成すること 

３ 住民一人ひとりが自治意識や地域運営の技能を高めること 

４ 地域活動を自主的に行うための自主財源（資金）を確保すること 

５ いろいろな団体（地元の商店街や企業など）と連携していくこと 

６ その他（                                                       ） 

 

問７． あなたは、今後、地域活動支援における行政の役割として、何が重要だと思われますか。最も、

重要だと思われるものを 2つまで選び、その番号に○印をつけてください。 

１ 地域の自律力や自立力を得るための、「きっかけ」づくり 

２ 地域で活動する人材（行政職員を含む）の運営能力を高めること 

３ コンサルタント等の専門家派遣など、地域が主体的なまちづくりを進めるための手助け 

４ 地域ごとに市の職員を定め、地域にとって顔の見える行政を進めること 

５ 地域個々の事情や活動状況にあった、きめ細かい手助けをすること 

６ 行政のいろいろな部局から出ている助成金を 1 本化し、その用途についてもできるだけ

柔軟化するなど、地域の主体性を尊重した支援制度にすること 

７ 行政から地域への事業委託（行政が対価をもって、地域に仕事をお願いすること）を拡

大すること 

８ その他（                                                 ）
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問８． あなたの性別に、○印をつけてください。 

１ 男性       ２ 女性 

 

問９． あなたの年齢について、○印をつけてください。 

１ 20歳代  ２ 30歳代  ３ 40歳代  ４ 50歳代  ５ 60歳代  ６ 70歳以上 

 

問１０． あなたのご職業について、○印をつけてください。 

１ 勤めている(フルタイム) ２ 勤めている(パートタイマー) ３ 勤めている(フリーター＊) 

４ 自営業・自由業  ５ 家事専業  ６ 学生  ７ 無職  ８ その他 

＊フリーターとは、パートタイマーの中で 34歳以下の方（学生・主婦を除く）をいいます 

 

問１１． あなたのご家族の家族構成について、○印をつけてください。 

１ 単身  ２ 夫婦のみ  ３ 親と子ども（二世代家族）  ４ 三世代家族  ５ その他 

 

問１２． 今お住まいの場所に、通算して何年ぐらいお住まいですか。該当するものに○印をつけてく

ださい 

１ 3年未満  ２ 3年～10年未満  ３ 10年～20年未満  ４ 20年～30年未満 

５ 30年以上 

 

問１３． あなたは今どのような住宅にお住まいですか。該当するもの１つに○印をつけてください 

１ 持ち家（一戸建て）  ２ 持ち家（長屋建て・分譲マンション）   

３ 民間の賃貸住宅（一戸建て）  ４ 民間の賃貸住宅（長屋建て・分譲マンション） 

５ 県営や市営の賃貸住宅  ６ 公社住宅・ＵＲ賃貸住宅（旧公団住宅） 

７ 社宅・職員住宅  ８ その他（            ） 

 
 

ご協力ありがとうございました 
 

同封の封筒で、下記に郵送してください（切手は要りません）。 

 

〒６５１－００８３ 兵庫県神戸市中央区浜辺通５－１－１４ 神戸商工貿易センタービル１８階 

（財）神戸都市問題研究所（担当 笹井）TEL０７８－２５２－０９８４ 
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地域再生の取り組みにおける地縁組織、市民活動団体に関する調査 
 

                          財団法人 神戸都市問題研究所 

 

【調査ご協力のお願い】 
 

・弊研究所は、神戸市の支援を受けて政策提言等を行うために昭和 50年（1975年）に設立

された財団法人です。 

・このアンケート調査は、地域再生の取り組みに当たって行政と地縁組織や市民活動団体

との連携を推進することを目的として、「その連携の有無や形態」「地縁組織・市民活動

団体に対する評価や支援策」等を把握するために、国の関連機関である総合研究開発機

構（ＮＩＲＡ）からの委託を受けて、国の「地域再生計画」に認定された自治体を対象

に、実施させていただくものです。 

・本調査結果については、調査の集計・分析および報告書の作成・自治体等への政策提言

以外に利用することはありません。ご多用中のところ誠に恐縮ではございますが、趣旨

をご賢察の上ご協力くださいますよう、よろしくお願い申し上げます。（個々の自治体名

やご回答者名を公表することはありません。） 

・ご回答いただきました調査票は、平成 19年 10月 10日(水)までに郵送（同封した封筒）

又はＦＡＸにて返信をお願いいたします。 

・なお、貴自治体全体としての方針などとして回答しにくい設問もあると思いますが、そ

の場合、可能な範囲でご回答者個人のご見識に基づいてご回答いただきますようお願い申

し上げます。（個別自治体名や個人名は一切公表いたしませんので、ご安心いただきますよ

うお願い申し上げます。） 
 

（ご返信先及びアンケートに関するお問い合わせ先） 

〒651-0083 神戸市中央区浜辺通５-１-14 神戸商工貿易センタービル 18階 

(財)神戸都市問題研究所 研究部長 本荘 雄一 （神戸市企画調整局参事 兼務） 

電話 078-252-0984   FAX 078-252-0877 Ｅ-mail   

 
―――― 調 査 事 項 ―――― 

問1 貴団体の概要についてお聞きします。 

 

貴自治体名  

 

貴自治体の種別 1.都道府県・政令市  2.中核市・特例市    3.その他の市 

4.特別区       5.町・村  6.その他（       ） 

人 口（直近） 

（  年  月） 

約（      ）万人 

※住民基本台帳に基づく 

世帯数（直近） 

（  年  月） 

約（    ）世帯 
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問２ 貴団体において、地域再生のために取組んでいる施策について、該当するものはどれ

でしょうか。該当する番号に、いくつでも○印をつけてください。 

１．農林水産業や伝統的な地場産業、地域の既存産業の振興 

２．新産業の創出 

３．地域の人材を育成するための特色ある教育の充実 

４．多様な世代が共に暮らせるための福祉、医療の充実 

５．安心して住み続けるための防犯、防災対策の充実 

６．生活環境や産業振興のための基盤整備 

７．地域資源を活かした観光・交流の促進 

８．地域からの地球環境対策 

９．地域独自の情報発信のためのメディアやＩＴ基盤の充実 

10．商店街の活性化やまちなかの居住環境の向上などの中心市街地の活性化 

11．その他（                                               ） 

 

問３ 問 2でお答えいただいた地域再生の取組みに当たって、貴団体は、どのような関係者

と連携していますか。該当する番号に、いくつでも○印をつけてください。 

１．自治会などの地縁組織        →問４へ 

２．ＮＰＯなどの市民活動団体      →問５へ 

３．商工団体               

４．金融機関               

５．事業者                

６．有識者                  問６へ 

７．他の自治体              

８．その他（             ） 

９．連携していない            
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問４ 問３で(１．地縁組織)とお答えいただいた団体にお聞きします。貴団体では、その連

携の形態はどれでしょうか。該当する番号に、いくつでも○印をつけてください。 

１．自治体から地縁組織への事業委託 

２．自治体と地縁組織との事業共催 

３．自治体の事業活動への地縁組織の参加・協力 

４．自治体と地縁組織情報交換・意見交換等 

５．自治体の事業の企画・立案等への地縁組織の参加・協力 

６．自治体から地縁組織への活動の場の提供 

７．自治体から地縁組織への資金援助 

８．自治体から地縁組織へのモノの提供・支援 

９．自治体から地縁組織への人員派遣や労力提供 

  10．その他（                             ） 

 

問５ 問３で(２.市民活動団体)とお答えいただいた団体にお聞きします。貴団体では、そ

の連携の形態はどれでしょうか。該当する番号に、いくつでも○印をつけてください。 

１．自治体から市民活動団体への事業委託 

２．自治体と市民活動団体との事業共催 

３．自治体の事業活動への市民活動団体の参加・協力 

４．自治体と市民活動団体情報交換・意見交換等 

５．自治体の事業の企画・立案等への市民活動団体の参加・協力 

６．自治体から市民活動団体への活動の場の提供 

７．自治体から市民活動団体への資金援助 

８．自治体から市民活動団体へのモノの提供・支援 

９．自治体から市民活動団体への人員派遣や労力提供 

  10．その他（                            ） 
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問６ 地縁組織の活動や運営についてどのように評価されていますか。(1)～(17)のそれぞ

れについて、「1.かなり評価している」～「5.まったく評価していない」のいずれかの該

当する番号１つに、○印をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)地元雇用の創出                               1      2       3      4       5 
 
(２)地元課題の解決                               1      2       3      4       5 
 
(３)生きがいの創出                               1      2       3      4       5 
 
(４)地元住民間の交流促進                         1      2       3      4       5 
 
(５)他地域との交流                               1      2       3      4       5 
 
(６)安価な商品・サービスの提供                   1      2       3      4       5 
 
(７)行政サービスでは行き届かない部分を補う       1      2       3      4       5 
 
(８)収益性                                       1      2       3      4       5 
 
(９)企画提案力                                   1      2       3      4       5 
 
(10)情報発信力                                   1      2       3      4       5 
 
(11)自主財源調達力                               1      2       3      4       5 
 
(12)人材                                         1      2       3      4       5 
 
(13)参画意識                                     1      2       3      4       5 
 
(14)リーダーシップ力                             1      2       3      4       5 
 
(15)事業継続性への責務                           1      2       3      4       5 
 
(16)運営基盤                                     1      2       3      4       5 
 
(17)高度で専門的な知識・技術                     1      2       3      4       5 

5.
ま

っ

た

く

評

価

し

て

い

な

い 

4.
あ

ま

り

評

価

し

て

い

な

い 

3.
ど

ち

ら

と

も

い

え

な

い 
2. 

や

や

評

価

し

て

い

る 

1.
か

な

り

評

価

し

て

い

る 
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問７ 市民活動団体の活動や運営についてどのように評価されていますか。(1)～(17)のそ

れぞれについて、「1.かなり評価している」～「5.まったく評価していない」のいずれか

の該当する番号１つに、○印をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)地元雇用の創出                               1      2       3      4       5 
 
(２)地元課題の解決                               1      2       3      4       5 
 
(３)生きがいの創出                               1      2       3      4       5 
 
(４)地元住民間の交流促進                         1      2       3      4       5 
 
(５)他地域との交流                               1      2       3      4       5 
 
(６)安価な商品・サービスの提供                   1      2       3      4       5 
 
(７)行政サービスでは行き届かない部分を補う       1      2       3      4       5 
 
(８)収益性                                       1      2       3      4       5 
 
(９)企画提案力                                   1      2       3      4       5 
 
(10)情報発信力                                   1      2       3      4       5 
 
(11)自主財源調達力                               1      2       3      4       5 
 
(12)人材                                         1      2       3      4       5 
 
(13)参画意識                                     1      2       3      4       5 
 
(14)リーダーシップ力                             1      2       3      4       5 
 
(15)事業継続性への責務                           1      2       3      4       5 
 
(16)運営基盤                                     1      2       3      4       5 
 
(17)高度で専門的な知識・技術                     1      2       3      4       5 

5.
ま

っ

た

く

評

価

し

て

い

な

い 

4.
あ

ま

り

評

価

し

て

い

な

い 

3.
ど

ち

ら

と

も

い

え

な

い 
2. 

や

や

評

価

し

て

い

る 

1.
か

な

り

評

価

し

て

い

る 
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問８ 貴団体は、現在、地縁団体や市民活動団体に対してどのような支援活動を行っていま

すか。該当する番号に、いくつでも○印をつけてください。 

１．公共施設等活動場所の提供 
２．外部とのネットワークづくりの支援 
３．地域情報・行政情報の公開 
４．活動内容の広報 
５．事業の企画に協力 
６．活動への人的協力 
７．機材・資材の無償もしくは安価での提供 
８．顧客の紹介  
９．支援のための自治体内の組織確立 
10．委託事業の提供 
11．補助金・助成金の提供  
12．専門家による相談窓口の開設 
13．起業セミナーの開催 
14．民間提案制度（民間から提案を募集し妥当であれば、民間に事業を委託する） 
15．ビジネス・マッチング 
16．表彰制度 
17．中間支援組織への支援 
18．その他（                                                               ） 
19．行っていない 

 
問９ 貴団体では、今後、地縁団体や市民活動団体に対してどのような支援活動を行う意向

を持っていますか。該当する番号に、いくつでも○印をつけてください。 

１．公共施設等活動場所の提供 
２．外部とのネットワークづくりの支援 
３．地域情報・行政情報の公開 
４．活動内容の広報 
５．事業の企画に協力 
６．活動への人的協力 
７．機材・資材の無償もしくは安価での提供 
８．顧客の紹介  
９．支援のための自治体内の組織確立 
10．委託事業の提供 
11．補助金・助成金の提供  
12．専門家による相談窓口の開設 
13．起業セミナーの開催 
14．民間提案制度（民間から提案を募集し、そが妥当であれば、民間に事業を委託） 
15．ビジネス・マッチング 
16．表彰制度 
17．中間支援組織への支援 
18．その他（                                      ） 
19．行う意向はない 
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問 10 貴団体では、地縁団体や市民活動団体に対してどのような業務委託を行っていますか。 

該当する番号に、いくつでも○印をつけてください。 

１．イベントの実施 
２．調査研究 
３．専門的な相談事業 
４．情報誌・刊行物の作成 
５．介護・家事援助等のサービス提供 
６．自治体の施設の運営 
７．その他（                               ） 
８．行っていない 

 
問 11 その他自由意見 

＊その他、地縁組織や市民活動団体の支援等について、先進的に取り組まれている施策

やお気づきの点等がありましたら、下欄に自由にお書き下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ご回答をいただきありがとうございました～ 
 
【大変恐縮ですが、内容確認等に対応するため、ご記入いただいた方の連絡先をご記入ください】 
 
 お名前：                                    

 
 ご所属部署・役職：                               
 
電話・FAX：   ＴＥＬ：           ＦＡＸ：            

 
Ｅ-mail：                                   

 
 

～ ありがとうございました～ 
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